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Ⅰ 対象高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）高等専門学校名 

熊本電波工業高等専門学校 

（２）所在地 

熊本県合志市須屋2659-2 

（３）学科等構成 

学 科：情報通信工学科，電子工学科， 

電子制御工学科，情報工学科 

専攻科：電子情報システム工学専攻， 

制御情報システム工学専攻 

（４）学生数及び教員数（平成18年５月１日現在） 

準学士課程学生数（単位：名） 

学科/学年 1年 2年 3年 4年 5年 合計

情報通信工学科 43 38 42 44  41 208

電子工学科 44 39 43 47 42 215

電子制御工学科 44 44 42 39 34 203

情報工学科 45 44 41 43 37 210

合計 176 165 168 173 154 836

専攻科課程学生数（単位：名） 

専攻/学年 １年 ２年 合計 

電子情報システム工学専攻 14 16 30 

制御情報システム工学専攻 12 16 28 

合  計 26 32 58 

教員数（単位：名） 

学科/職名 教授 助教授 講師 助手 合計

一般科目 7 9 0 2 18 

情報通信工学科 6 5 0 2 13 

電子工学科 5 4 0 1 10 

電子制御工学科 5 5 0 1 11 

情報工学科 5 3 0 3 11 

合  計 28 26 0 9 63 

 

２ 特徴 

２．１ 本校の沿革 

 本高専は電波通信の専門校として昭和 46 年 4 月に電波

通信学科 2 学級で発足した。その後，改組，増設を経て

現在，準学士課程は電子・情報系４学科で構成され，学

校教育法に基づき，実践的技術者の養成を目的とする高

等教育機関である。平成 12 年 4 月に，専攻科課程（電子

情報システム工学専攻，制御情報システム工学専攻）を

設置した。専攻科は，準学士課程で学ぶ技術の上にさら

に専門的技術を身につけ，柔軟な発想と創造的な能力を

備えた高度な研究開発型の実践技術者の育成を目的とし

ている。平成 16 年 4 月には，準学士課程 4，5 年と専攻

科課程 1，2 年の教育に対し，JABEE 対応教育プログラム

「電子・情報技術応用工学コース」を，また，各専攻に

JABEE 非対応教育プログラムの「電子情報技術専修コー

ス」および「制御情報技術専修コース」を設置した。 

２．２ 卒業生・修了生の進路と教育目標の特徴 

 準学士課程卒業生の進路は，進学が約 40％，就職が約

60％となっている。専攻科課程修了生は，大学院への進

学が20～30％，残りが就職となっている。 

早期技術教育，実践的技術者育成という方針を基に，

国際的に能力を発揮できるための素養と専門応用力を身

につけた技術者の育成を目指し，学校の教育理念として

「電子・情報系技術者として国際的に活躍でき，かつ健

全な精神を持った技術者の育成」を掲げた。これを達成

すべく設定された，教育目標の特徴は専門的には電子・

情報系の基礎とコンピュータ利用技術を身につけ，かつ

各専門分野に関する技術知識を持った技術者の育成であ

り，人間的には人類への貢献意識と技術者としての倫理

観を持ち，国際性を持った人材の育成である。 

３．カリキュラム上の特色 

 準学士課程 1，2 年生は混合クラスとし，多感な時期に

多様な人間関係の形成ができるように配慮している。ま

た，電子・情報系のみという特色を生かすため，選択科

目を共通化し，可能な限り柔軟な選択ができるようにし，

卒業研究も学科を超えた選択を認めている。専攻科課程

では，両専攻に共通な専門科目を設定し，各専攻の選択

科目も一部履修を認めている。このように，できるだけ

各学科，専攻が互いに密接な連携のもとに，急速な技術

の発展に即応できる実践技術者の養成を目指している。 

 専攻科課程における技術分野の特徴としては，従来の

工学技術が物理現象を元に構築されていたのに対し，人

の心理現象，感覚といったものを応用し，より人間らし

い環境，快適さや心地よさ，癒しといった人の生活を豊

かにする技術を教授する点である。 

実験・実習等では小グループでの実習を行い，卒業研

究，特別研究では，教員一人当たり数名の学生を指導し

ている。出席要件の厳しさ（準学士課程は 5 分の４以上，

専攻科課程は 3 分の 2 以上出席を要する）もあいまって，

十分時間をかけたきめ細かい教育を実施している。 
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Ⅱ 目的 

１．本校の使命 

 昭和 46年の学校設立時に，本校の使命を学校教育法第 70条の 2に基づき，学則に次のように定めている。 

「第１条 本校の目的は，教育基本法および学校教育法に基づき，深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力

を育成することを目的とする。」 

２．教育活動等の基本的な方針，教育目標等 

２．１ 教育理念と教育目標 

準学士課程と専攻科課程に共通する教育理念と教育目標を次のように定めている。 

教育理念 「電子・情報系技術者として国際的に活躍することができ，かつ健全な精神を持った技術者の育成」 

教育目標 (1) コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術を身につけた技術者の育成 

(2) 日本語・英語のコミュニケーション能力を持ち，国際的に活躍できる技術者の育成 

(3) 実践的能力に加えて，柔軟な発想能力のある創造的技術者の育成 

(4) 人類への貢献意識を持った，チャレンジ精神豊かな技術者の育成 

２．２ 各学科，専攻の教育目標（育成する人材像） 

（１）準学士課程  専門各学科において，次のように育成する人材像を定めている。 

（情報通信工学科）コンピュータ技術を基礎として，ネットワーク通信，マルチメディア技術の世界で活躍でき

る人材養成を目標とし，次の４つを設定している。なお，(A)～(C)は４学科とも共通である。 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持った技術者の育成 

A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対する理解を深める。 

A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協調性・チームワーク力

を身につける。 

 (B) 日本語・英語によるコミュニケーションの基礎能力を持った技術者の育成 

  B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなどができる。 

  B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。 

 (C) コンピュータ技術と電子・情報工学に関する基本技術を身につけた技術者の育成 

  C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。 

  C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

  C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身につける。 

 (D) 情報通信工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

  D-1 有線・無線系の通信伝送の基盤技術に関する基礎的な知識・能力を身につける。 

  D-2 通信応用・ネットワーク技術など情報通信工学における専門応用技術に関する知識・能力を身につける。 

  D-3 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 

（電子工学科）半導体デバイスや大規模電子システムなどの設計・製作・管理に携わる技術者の養成を目標とし，

次の４つを設定している（(A)，(B)，(C)は 4学科共通につき，略）。 

  (D) 電子工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

   D-1 電子工学および応用電子工学に関する基礎的な知識・能力を身につける。 

   D-2 電子デバイスまたは応用電子関連分野において専門応用技術を身につける。 

   D-3 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 

（電子制御工学科）次の４つを設定している（(A)，(B)，(C)は 4学科共通につき，略）。 

(D) 電子制御工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 



熊本電波工業高等専門学校 

 - 4 - 

  D-1 連続時間系・離散時間系の制御理論と利用技術を身に付け制御機器の設計および具現化ができる。 

  D-2 各種半導体素子の構造，動作機構を理解し，電子回路の設計と実装技術を身につける。 

  D-3 マイクロコンピュータのインタフェイス回路の設計と実装技術を身につける。 

（情報工学科）コンピュータのハードウェア，ソフトウェアに関する基礎的な知識をもとに，ネットワーク，マ

ルチメディアなどの専門的な分野における設計・開発ができる技術者の養成を目標とし，次の４つを設定してい

る（(A)，(B)，(C)は 4学科共通につき，略）。 

(D) 情報工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

  D-1 ソフトウェアの開発・応用に関する知識と能力を備え，プログラム言語の如何に関わらずに，問題解決に

利用できる。 

  D-2 ハードウェア技術に関する知識を身につけハードウェアのみならずソフトウェアも含めたコンピュータシ

ステム技術の設計・開発・応用の能力を身につける。 

  D-3 コンピュータネットワークに関する知識と能力を備え開発・応用ができる。 

  D-4 マルチメディア技術に習熟し，情報化社会における問題解決や社会的なかかわりに応用ができる。 

  D-5 数理的な科目を通じて，高度に論理的な考え方を身に着けると共に，研究・開発分野においても無理なく

対応できる。 

  D-6 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 

（２） 専攻科課程 

教育目標 専攻科設立時に定めた教育目標を元に，次のように設定している。 

(1) 高度開発型技術者（実践的技術に加えて柔軟な発想能力のある開発技術者)の育成 

(2) 高度総合システム技術者（電子・情報技術を工学的産業技術に活用し，人間に快適なシステム化ができる技

術者)の育成 

(3) 知的情報処理技術者（コンピュータ技術を知的情報処理技術に高めることができる創造性のある技術者)の

育成 

(4) 国際性（国際的にも活躍できる人材)の育成 

(5) 知的柔軟性（工学的見地に片寄ることのない人間性・知見)の育成 

(6) 人類への貢献意識を持ったチャレンジ精神豊かな技術者の育成 

各専攻の目的 各専攻の目的は，次のように設定している。 

（電子情報システム工学専攻）準学士課程の情報通信工学科および電子工学科を基礎とし，マルチメディア通信

設備等の運用・保守，製造・設計技術分野を担当する高度開発型技術者の育成を目的としている。基礎となる学

科で培った工学技術に加え，高度なマイクロデバイス及びシステム回路技術を教育し，これらの上に通信システ

ム技術・マルチメディアなどを中心としたソフトウｪア技術を教育する。これにより，回路素子に関する技術と

ともに，これに生命である適切なソフトウｪアを与えることができる高度情報素子技術者を育成する。 

（制御情報システム工学専攻）準学士課程の電子制御工学科および情報工学科を基礎とし，あらゆる産業におけ

るメカニカルな制御技術の設計・運用分野を担当する高度開発型技術者の育成を目的とする。基礎となる学科で

培った工学技術に加え，高度なソフトウエア技術を教育する。その上に，メカトロニクス及びシステムコントロ

ール技術を教育する。これらにより，高度な各種のソフトウエア開発に携わるだけでなく，コンピュータコント

ロールによる知的制御技術者を育成する。 

・JABEE 対応コース，JABEE非対応コースの教育目標 

 JABEE 対応コースは，専攻科の教育目標に JABEE の要求する内容を付加したものとし，非対応コースは，学士

課程としての専攻科の流れを引き継いだものであるため，その教育目標は専攻科の教育目標と同じとしている。 



熊本電波工業高等専門学校 基準１ 

 - 5 - 

Ⅲ 基準ごとの自己評価 

 

基準１ 高等専門学校の目的 

（１）観点ごとの分析 

観点１－１－①： 目的として，高等専門学校の使命，教育研究活動を実施する上での基本方針，

及び，養成しようとする人材像を含めた，達成しようとしている基本的な成果等

が，明確に定められているか。 

（観点に係る状況） 

● 学則に定める本校の目的 

 本校は，昭和 46 年の学校設立時にその目的を，学校教育法第 70 条の 2 に基づき，学則（昭和 46

年 4 月 1 日制定）第 1 章第 1 条に定めている（資料１－１－①－１）。 

● 本校の教育理念と教育目標 

準学士課程と専攻科課程に共通する教育理念と教育目標（育成する人材像）を平成 14 年 1 月の運

営会議で定め，平成 17 年 2 月に若干の修正を行ったものを現在の教育理念・目標としている（資料

１－１－①－２）。なお，これらの教育目標は，独立行政法人国立高等専門学校機構法第 3条（資料

１－１－①－３）のうち，「職業に必要な実践的かつ専門的な知識及び技術を有する創造的な人材を

育成する」の部分にも対応している。 

 

 

 

（資料１－１－①－１）学則に定められた本校の目的【出典：学生便覧 2006 年度版，15 頁】 

 

（資料１－１－①－２）   本校の教育理念と教育目標      1/2 

【出典：学生便覧 2006 年度版，表紙裏】 
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（資料１－１－①－２）   本校の教育理念と教育目標(続き)   2/2 

【出典：平成14年1月24日開催運営会議資料，】 

 

（資料１－１－①－３） 機構の目的 【出典：独立行政法人国立高等専門学校機構法第 3条】 

「（機構の目的）第三条 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）は，別表の上欄に掲げる

高等専門学校（以下「国立高等専門学校」という。）を設置すること等により，職業に必要な実践的かつ専門的な

知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに，我が国の高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図るこ

とを目的とする。」 
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● 各学科，専攻の教育目標（育成する人材像） 

本校の教育理念，教育目標と各学科・専攻の教育目標との関係を（資料１－１－①－４）に示す。

以下，それぞれについて述べる。 

１）準学士課程 

準学士課程において，一般科目については（資料１－１－①－５）のとおり，準学士課程の各学科

については，（資料１－１－①－６）のとおり育成する人材像を定めている。 

 

 

（資料１－１－①－４）本校の教育理念と教育目標【出典：熊本電波高専の「教育

理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，１頁】 
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（資料１－１－①－５） 一般科目の教育目標 

一般科目の教育目標は，一言で言えば国際的に活躍できる豊かな教養と幅広い人間性を持った技術者の育成で

ある。そのため，専門課程の基礎となる各教科の指導を通じて，学生に教養と基礎的な学力とを習得させる。具

体的には， 

① 情報化・国際化が進むなかで，日本語・英語の実践的な運用能力を高め，高度なコミュニケ－ション能力を

有した協調性豊かな学生を育てる。 

② 人文科学・自然科学の特色を理解し，環境や異文化に対して倫理的に関わることができる学生を育てる。 

③ 地球的規模で，様々な事象に対して問題意識を持ち，継続的に自ら学び，考える力を持つ学生を育てる。 

という３点をポイントにおき，その実現に向けて下記のような教育目標を掲げる。また，各教科は相互に関連し

つつ系統だった授業を行うこととする。 

 A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対す

る理解を深める。  

 A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協

調性・チームワーク力を身につける。  

 B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなど

ができる。  

 B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。  

 C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。  

（資料１－１－①－６） 各学科の教育目標詳細（情報通信工学科）    1/4 

 コンピュータ技術を基礎として，ネットワーク通信，マルチメディア技術の世界で活躍できる人材養成を目標と

し，具体的には，次の４つを設定している。 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持った技術者の育成 

A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対する理解を深める。 

A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協調性・チームワーク力

を身につける。 

 (B) 日本語・英語によるコミュニケーションの基礎能力を持った技術者の育成 

  B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなどができる。 

  B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。 

 (C) コンピュータ技術と電子情報系の基本技術を身につけた技術者の育成 

  C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。 

  C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

  C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身につける。 

 (D) 情報通信工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

  D-1 有線・無線系の通信伝送の基盤技術に関する基礎的な知識・能力を身につける。 

  D-2 通信応用・ネットワーク技術など情報通信工学における専門応用技術に関する知識・能力を身に付ける。 

  D-3 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 
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（資料１－１－①－６） 各学科の教育目標詳細（電子制御工学科）    3/4 

 次の４つを設定している 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持った技術者の育成 

   A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対する理解を深める。 

   A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協調性・チームワーク

力を身につける。 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーションの基礎能力を持った技術者の育成 

   B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなどができる。 

   B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。 

(C) コンピュータ技術と電子情報系の基本技術を身につけた技術者の育成 

   C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。 

   C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

   C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身につける。 

(D) 電子制御工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

  D-1 連続時間系・離散時間系の制御理論と利用技術を身に付け制御機器の設計および具現化ができる。 

  D-2 各種半導体素子の構造，動作機構を理解し，電子回路の設計と実装技術を身に付ける。 

  D-3 マイクロコンピュータのインタフェイス回路の設計と実装技術を身に付ける。 

（資料１－１－①－６） 各学科の教育目標詳細（電子工学科）    2/4 

 半導体デバイスや大規模電子システムなどの設計・製作・管理に携わる技術者の養成を目標とし，具体的には，

次の４つを設定している。 

 (A) 社会への貢献意識と健全な精神を持った技術者の育成 

   A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対する理解を深める。 

   A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協調性・チームワーク

力を身につける。 

 (B) 日本語・英語によるコミュニケーションの基礎能力を持った技術者の育成 

   B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなどができる。 

   B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。 

  (C) コンピュータ技術と電子情報系の基本技術を身につけた技術者の育成 

   C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。 

   C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

   C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身につける。 

  (D) 電子工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

   D-1 電子工学および応用電子工学に関する基礎的な知識・能力を身につける。 

   D-2 電子デバイスまたは応用電子関連分野において専門応用技術を身につける。 

   D-3 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 
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（資料１－１－①－６） 各学科の教育目標詳細（情報工学科）    4/4 

 コンピュータのハードウェア，ソフトウェアに関する基礎的な知識をもとに，ネットワーク，マルチメディアな

どの専門的な分野における設計・開発ができる技術者の養成を目標とし，具体的には，次の４つを設定している。

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持った技術者の育成 

  A-1 人文・社会科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，国際社会に対する理解を深める。 

  A-2 保健・安全について理解を深め，ホームルーム・スポーツ活動等を通して社会性・協調性・チームワーク力

を身につける。 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーションの基礎能力を持った技術者の育成 

  B-1 技術者として，日本語による基本的な表現，報告書の作成，プレゼンテーションなどができる。 

  B-2 英語による基本的な表現（英文読解，簡単な英作文・英会話）ができる。 

(C) コンピュータ技術と電子情報系の基本技術を身につけた技術者の育成 

  C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基礎知識・能力を身につける。 

  C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

  C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身につける。 

(D) 情報工学およびその応用技術分野において，専門技術に関する知識・能力を身につけた技術者の育成 

  D-1 ソフトウェアの開発・応用に関する知識と能力を備え，プログラム言語の如何に関わらずに，問題解決に利

用できること 

  D-2 ハードウェア技術に関する知識を身につけハードウェアのみならずソフトウェアも含めたコンピュータシス

テム技術の設計・開発・応用の能力を身につける 

  D-3 コンピュータネットワークに関する知識と能力を備え開発・応用ができる 

  D-4 マルチメディア技術に習熟し，情報化社会における問題解決や社会的なかかわりに利用できる 

  D-5 数理的な科目を通じて，高度に論理的な考え方を身に着けると共に，研究・開発分野においても無理なく対

応できる 

  D-6 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術者としての素養を身につける。 
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２）専攻科課程 

（専攻科の教育目標） 

平成 12 年に専攻科を設立し，その時に定めた教育目標（育成する人材像）を基に，（資料１－１

－①－７）のように設定している。 

（各専攻の目的） 

各専攻の目的は，（資料１－１－①－８）のように設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１－１－①－８）各専攻の目的  【出典：専攻科学生便覧 2006 年度版，９頁】 

（資料１－１－①－７） 専攻科の教育目標，教育方針と教育課程 

   【出典：専攻科学生便覧 2006 年度版，８頁】 
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（JABEE 非対応コースの教育目標） 

 JABEE 非対応コースとして，電子情報システム工学専修コースと制御情報システム工学専修コース

を設けている。これらのコースは学士課程としての専攻科の流れを引き継いだものであるため，その

教育目標についても，専攻科の教育目標と同じとし，（資料１－１－①－９）のように設定している。 

（JABEE 対応コースの学習・教育目標） 

なお，JABEE 対応コースについては，専攻科の教育目標を基本とし，さらに JABEE の要求する内容

を付加したものとしている（資料１－１－①－１０）。 

 

 

 

 

（資料１－１－①－９）JABEE非対応コースの教育目標 

【出典：JABEE非対応教育プログラム履修の手引き2006年度版，１頁】 

【出典：「熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」各学科・専攻の教育目標および達成度評

価表」，19 頁】 
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（資料１－１－①－１０）JABEE対応コースの学習・教育目標 

【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成

度評価表，21頁】 
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● 学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力 

各学科・専攻の教育目標に対応して，これを達成するために必要な科目を定め，各科目においては

具体的に身に付けるべき学力や資質・能力をシラバスに記載している。各課程における教育目標とそ

れに対応する科目は，次の資料にそれぞれ記載されている。 

・ 準学士課程については，（資料１－１－①－１１） 

・ 専攻科課程の専修コースについては，（資料１－１－①－１２） 

・ 専攻科課程の JABEE 対応コースについては，（別添資料１ 2006 年度版，JABEE 対応教育プロ 

グラム「電子・情報応用工学コース」履修の手引き） 

なお，（資料１－１－①－１３）に身に付けるべき学力や資質・能力を達成目標として記載したシラ

バスの一例を示す。 

 

（別添資料１ 2006 年度版，JABEE 対応教育プログラム「電子・情報応用工学コース」履修の手引

き） 
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(資料１－１－①－１１) 

教育目標を達成するために必要な科目(準学士課程，情報通信工学科の例) 1/2 【別添資料 2】

【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，5,6 頁】 
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(資料１－１－①－１１) 

教育目標を達成するために必要な科目(準学士課程，情報通信工学科の例) 2/2 【別添資料 2】

【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，5,6 頁】 
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（資料１－１－①－１２）教育目標を達成するために必要な科目（専攻科課程専修コース） 

【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，20 頁】 
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（資料１－１－①－１３） シラバスの一例   【出典：2006 年度専攻科シラバス】 
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シラバスへの展開 

（分析結果とその根拠理由） 

 学校教育法に基づき，学校の使命を定めるとともに，図１－１－①－１に示すように，教育研究活

動を実施する上での基本方針として，学校全体の教育理念・教育目標を定め，養成しようとする人材

像として，各学科・専攻における教育目標を定め，かつそれを具体化して，卒業（修了）時に獲得す

べき，具体的な学力，資質・能力を定め，それを授業で達成できるようにシラバスにおいて詳細な達

成目標等を記載している。 

以上より，目的として，本校の使命，教育研究活動を実施する上での基本方針，及び，養成しよう

とする人材像を含めた，達成しようとしている基本的な成果を明確に定めている。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図１－１－①－１ 本校における教育理念，教育目標等の関係 

 

観点１－１－②： 目的が，学校教育法第７０条の２に規定された，高等専門学校一般に求められ

る目的から，はずれるものでないか。 

 

（観点に係る状況）  

 学則に定める本校の使命（前出資料１－１－①－１）は，高専創設の趣旨「中堅技術者の育成」

を踏まえるとともに，学校教育法第70条の2に定められた高専の目的に基づいて定めている。学校

教育法第70条の2においては，“深く専門の学芸を教授”，“職業に必要な能力”の二つの能力を

求められているところであるが，これと，本校の教育理念，教育目標，各学科・専攻の教育目標お

よび卒業（修了）時に獲得すべき学力，資質・能力については，（資料１－１－②－１）に示すと

おり，対応を考慮して定めている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学校教育法に定められた高専の目的に基づき，また高専創設の趣旨も踏まえて，学則に本校の使

命を定めている。また，この使命は高専機構の目的（機構法第３条）にも沿っている。さらに，学

校教育法第70条の2において求められている二つの能力についても，（資料１－１－②－１）に示

したとおり，本校の教育理念・教育目標，各学科・専攻の教育目標および卒業（修了）時に獲得す

べき学力，資質・能力において明確な対応が図られている。 

以上より，本校の目的は，学校教育法に定められた高等専門学校一般に求められる目的からはず

れるものではない。 

学校全体の教育理念，教育目標 

各学科・専攻における教育目標 

卒業（修了）時に獲得すべき学力，資質・能力 

（各学科・専攻における教育理念を具体化したもの） 
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（資料１－１－②－１） 高等専門学校に求められる目的と本校の教育理念等との対応  1/4 

課程 目標 深く専門の学芸を教授 職業に必要な能力 

教育理念 
電子・情報系技術者として世界に活躍でき

る 

健全な精神を持った技術者の育成 

学校全体

として 
教育目標 

(1) コンピュータ技術と電子・情報系の基

本技術を身につけた技術者の育成 

(3) 実践的技術能力に加えて柔軟な発想能

力のある創造的技術者の育成 

(2) 日本語・英語のコミュニケーション

能力を持ち国際的に活躍できる技術者の

育成 

(4) 人類への貢献意識を持ったチャレン

ジ精神豊かな技術者の育成 

情 報 通 信

工学科 

(C) コンピュータ技術と情報・通信工学に

関する基本技術を身につけた技術者の育成 

(D) 情報通信工学およびその応用技術分野

において，専門技術に関する知識・能力を

身につけた技術者の育成 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持

った技術者の育成 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーシ

ョンの基礎能力を持った技術者の育成 

電 子 工 学

科 

(C) コンピュータ技術と電子情報系の基本

技術を身につけた技術者の育成 

(D) 電子工学およびその応用技術分野にお

いて，専門技術に関する知識・能力を身に

つけた技術者の育成 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持

った技術者の育成 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーシ

ョンの基礎能力を持った技術者の育成 

電 子 制 御

工学科 

(C) コンピュータ技術と情報・通信工学に

関する基本技術を身につけた技術者の育成 
(D) 電子制御工学およびその応用技術分野

において，専門技術に関する知識・能力を

身につけた技術者の育成 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持

った技術者の育成 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーシ

ョンの基礎能力を持った技術者の育成 

準学士課

程の教育

目標 

情 報 工 学

科 

(C) コンピュータ技術と電子情報系の基本

技術を身につけた技術者の育成 
(D) 情報工学およびその応用技術分野にお

いて，専門技術に関する知識・能力を身に

つけた技術者の育成 

(A) 社会への貢献意識と健全な精神を持

った技術者の育成 

(B) 日本語・英語によるコミュニケーシ

ョンの基礎能力を持った技術者の育成 

専攻科課

程 
教育目標 

(1) 高度開発型技術者（実践的技術に加え

て柔軟な発想能力のある開発技術者)の育成

(2) 高度総合システム技術者（電子・情報

技術を工学的産業技術に活用し，人間に快

適なシステム化ができる技術者)の育成 

(3) 知的情報処理技術者（コンピュータ技

術を知的情報処理技術に高めることができ

る創造性のある技術者)の育成 

(4) 国際性（国際的にも活躍できる人材)

の育成 

(5) 知的柔軟性（工学的見地に片寄るこ

とのない人間性・知見)の育成 

(6) 人類への貢献意識を持ったチャレン

ジ精神豊かな技術者の育成 
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（資料１－１－②－１）高等専門学校に求められる目的と本校の教育理念等との対応(続き) 2/4 

課程 目標 深く専門の学芸を教授 職業に必要な能力 

情 報 通 信

工学科 

C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然

科学の基礎知識・能力を身につける。 

C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学な

どの電子情報系専門基礎科目の知識・能

力を身につける。 

C-3 コンピュータに関するハードウェア

・ソフトウェアの基礎知識と基本的な情

報処理能力を身につける。 

D-1 有線・無線系の通信伝送の基盤技

術に関する基礎的な知識・能力を身につ

ける。 

D-2 通信応用・ネットワーク技術など

情報通信工学における専門応用技術に関

する知識・能力を身に付ける。 

D-3 実験や卒業研究を通して実践的・

創造的技術者としての素養を身につけ

る。 

A-1 人文・社会科学に対する広い知識と

教養を身につけ，環境，異文化，国際社

会に対する理解を深める。 

A-2 保健・安全について理解を深め，ホ

ームルーム・スポーツ活動等を通して社

会性・協調性・チームワーク力を身につ

ける。 

B-1 技術者として，日本語による基本的

な表現，報告書の作成，プレゼンテーシ

ョンなどができる。 

B-2 英語による基本的な表現（英文読

解，簡単な英作文・英会話）ができる。

準学士課程

卒業時に獲

得すべき学

力，資質・

能力 

電 子 工 学

科 

C-1 電子情報系技術に必要な数学・自

然科学の基礎知識・能力を身につける。

C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学

などの電子情報系専門基礎科目の知識・

能力を身につける。 

C-3 コンピュータに対するハードウェ

ア・ソフトウェアの基礎知識と基本的な

情報処理能力を身につける。 

 D-1 電子工学および応用電子工学に関

する基礎的な知識・能力を身につける。

D-2 電子デバイスまたは応用電子関連

分野において専門応用技術を身につけ

る。 

D-3 実験や卒業研究を通して実践的・

創造的技術者としての素養を身につけ

る。 

A-1 人文・社会科学に対する広い知識

と教養を身につけ，環境，異文化，国際

社会に対する理解を深める。 

A-2 保健・安全について理解を深め，

ホームルーム・スポーツ活動等を通して

社会性・協調性・チームワーク力を身に

つける。 

B-1 技術者として，日本語による基本

的な表現，報告書の作成，プレゼンテー

ションなどができる。 

B-2 英語による基本的な表現（英文読

解，簡単な英作文・英会話）ができる。
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（資料１－１－②－１）高等専門学校に求められる目的と本校の教育理念等との対応(続き) 3/4 

課程 目標 深く専門の学芸を教授 職業に必要な能力 

電子制

御工学

科 

C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基

礎知識・能力を身につける。 

C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子

情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

C-3 コンピュータに関するハードウェア・ソフト

ウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身に

つける。 

D-1 連続時間系・離散時間系の制御理論と利用技

術を身に付け制御機器の設計および具現化ができ

る。 

D-2 各種半導体素子の構造，動作機構を理解し，

電子回路の設計と実装技術を身に付ける。 

D-3 マイクロコンピュータのインタフェイス回路

の設計と実装技術を身に付ける。 

A-1 人文・社会科学に対する広

い知識と教養を身につけ，環境，

異文化，国際社会に対する理解を

深める。 

A-2 保健・安全について理解を

深め，ホームルーム・スポーツ活

動等を通して社会性・協調性・チ

ームワーク力を身につける。 

B-1 技術者として，日本語による

基本的な表現，報告書の作成，プ

レゼンテーションなどができる。

B-2 英語による基本的な表現（英

文読解，簡単な英作文・英会話）

ができる。 

 

準学士課程

卒業時に獲

得すべき学

力，資質・

能力 

情報工

学科 

C-1 電子情報系技術に必要な数学・自然科学の基

礎知識・能力を身につける。 

C-2 電気回路，電子回路，電気磁気学などの電子

情報系専門基礎科目の知識・能力を身につける。 

C-3 コンピュータに対するハードウェア・ソフト

ウェアの基礎知識と基本的な情報処理能力を身に

つける。 

D-1 ソフトウェアの開発・応用に関する知識と能

力を備え，プログラム言語の如何に関わらずに，

問題解決に利用できること 

D-2 ハードウェア技術に関する知識を身につけハ

ードウェアのみならずソフトウェアも含めたコン

ピュータシステム技術の設計・開発・応用の能力

を身につける 

D-3 コンピュータネットワークに関する知識と能

力を備え開発・応用ができる 

D-4 マルチメディア技術に習熟し，情報化社会に

おける問題解決や社会的なかかわりに利用できる 

D-5 数理的な科目を通じて，高度に論理的な考え

方を身に着けると共に，研究・開発分野において

も無理なく対応できる 

D-6 実験や卒業研究を通して実践的・創造的技術

者としての素養を身につける。 

A-1 人文・社会科学に対する広い

知識と教養を身につけ，環境，異

文化，国際社会に対する理解を深

める。 

A-2 保健・安全について理解を深

め，ホームルーム・スポーツ活動

等を通して社会性・協調性・チー

ムワーク力を身につける。 

B-1 技術者として，日本語による

基本的な表現，報告書の作成，プ

レゼンテーションなどができる。

B-2 英語による基本的な表現（英

文読解，簡単な英作文・英会話）

ができる。 
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観点１－２－①： 目的が，学校の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

 

（観点に係る状況）  

 本校の目的，教育理念・教育目標，各学科・専攻の教育目標，卒業（修了）時において獲得すべき

資質・能力については，その内容を表１－２－①－１に示す各資料に記載し，教職員および学生への

周知を図っている。教職員，学生について周知状況のアンケートを平成 18 年 5 月に実施した結果を

（資料１－２－①－６）に示す。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の目的，教育理念・教育目標，各学科・専攻の教育目標，卒業（修了）時において獲得すべき

資質・能力について，表１－２－①－１に示す各資料に記載することによって，教職員および学生へ

の周知が図られている。また，アンケートを実施した結果，（資料１－２－①－６）に示すとおり，

学校の教育理念・教育目標については，教員の9割以上，職員の7，8割，学生の約半数が大体または

良く知っていると答えている。また，学科・専攻の目標については教員の7割以上が大体または良く

知っており，学生は少し知っているまで含めると，7割程度であるが，大体または良く知っているは

25％程度である。以上より，学生には学科・専攻の目標をもう少し周知する必要がある。 

 

 

 

（資料１－１－②－１）高等専門学校に求められる目的と本校の教育理念等との対応(続き) 4/4 

課程 目標 深く専門の学芸を教授 職業に必要な能力 

電 子 情 報

シ ス テ ム

工学専攻 専攻科課程

修了時に獲

得すべき学

力，資質・

能力 

制 御 情 報

シ ス テ ム

工学専攻 

(1)-1 電子情報・制御情報に関する１分野の

専門応用技術を身につける 

(1)-2 研究計画の立案，研究の進め方，結果

の整理・考察など一連の技術開発手順を学習

し，創造性を身につける(2)-1 人の行動・感

性を工学に生かす技術を身につける 

(2)-2 研究・実習活動を通じて電子・情報技

術を工学的産業技術に活用する能力を身につけ

る 

(3) コンピュータ技術を知的情報処理技術に

高め専門分野の課題について応用し解決するこ

とができる 

(5) 自然科学・社会科学の基礎的な知識・能

力を身につけ，工学の分野で利用できる 

(4)-1 英語による基本的な表現

（英文読解，英作文，英会話）

ができる 

(4)-2 技術者としての英語のコ

ミュニケーション能力を身につ

ける 

(6)-1 技術者として必要な起業

力，技術の動向，倫理的問題な

どについて基礎知識を習得する 

(6)-2 実験や研究途上で生じた

新たな問題点の解決など，技術

者として自主的に取り組むチャ

レンジ性を身につける 
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表１－２－①－１ 目的等を記載した資料名 

各 事 項 記載資料名 自己点検書添付資料名 

本校の目的 学生便覧に学則として記載 前出資料１－１－①－１ 

学生便覧 前出資料１－１－①－２ 

準学士課程シラバス 資料１－２－①－１ 

学生証裏面 資料１－２－①－２ 

本校の教育理念・教育目

標 

初任者研修資料 資料１－２－①－３ 

各学科の教育目標 
熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学

科・専攻の教育目標および達成度評価表 
資料１－２－①－４，５ 

専攻科の教育目標 専攻科学生便覧 前出資料１－１－①－７ 

専攻科の目的 専攻科学生便覧 前出資料１－１－①－８ 

各専攻（コース）の教育

目標 

熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学

科・専攻の教育目標および達成度評価表 
前出資料１－１－①－９，１０

各学科の，卒業時に獲得

すべき学力，資質・能力 

熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学

科・専攻の教育目標および達成度評価表 
前出資料１－１－①－１１ 

各専攻（コース）の，修

了時に獲得すべき学力，

資質・能力 

熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学

科・専攻の教育目標および達成度評価表 

前出資料１－１－①－１２， 

別添資料１の付録 5 と付録 7 

別添資料２の 20 頁 

 

 

（別添資料２ 熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度

評価表） 
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(資料１－２－①－１)本校の教育理念と教育目標【出典:準学士課程シラバス 2006 年度版,5 頁】

 

（資料１－２－①－２）学生証裏面に記載の教育理念と教育目標 【出典：学生証】 
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（資料１－２－①－４） 一般科目の教育目標 【出典：熊本電波高専の「教育理

念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，2 頁】 

 

（資料１－２－①－３）【出典：平成 18 年度初任者研修資料，H18.4.2 実施】 
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（資料１－２－①－５） 専門４学科の教育目標    【出典：熊本電波高専の「教育理念」・

「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度評価表，専門 4学科の頁】 
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（資料１－２－①－６）   アンケート結果 ()内は％  （平成18年5月実施）  1/2 

学校の教育理念 学校の教育目標 各学科・専攻の教育目標 

教員 各学科・専攻の教育

目標について 
教員 

46名 

職員 

43 名 

学生 

598 名

教員

46名

職員 

43 名 

学生

598

名 

準学士課程 

46名 

専攻科 

24 名 

学生

598

名 

よく理解している 27 

(59) 

14 

(33) 

69 

(12) 

18 

(39)

14 

(33) 

47 

(8) 

11 

(24) 

3 

(13) 

33 

(6) 

大体，知っている 18 

(39) 

21 

(49) 

265 

(44) 

26 

(57)

16 

(37) 

231 

(39)

25 

(54) 

14 

(58) 

111 

(19)

少し知っている（見

たり，聞いたりした

ことがある） 

1 

(2) 

7 

(16) 

236 

(39) 

2 

(4) 

11 

(26) 
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全く知らない 0 
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(0) 

2 

(5) 

49 

(8) 

2 

(4) 

1 

(4) 

182 

(30)
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観点１－２－②： 目的が，社会に広く公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  

目的等を社会に広く公表するために，目的等を記載し，配布している各資料の一覧を表１－２－②

－１に示す。また，その配布先と数を表１－２－②―２に示す。 

（分析結果とその根拠理由）  

表１－２－②－１の各資料に，目的等を記載し，表１－２－②－２の配布先に配布している。 

 

表１－２－②－１ 目的等を記載した資料名 

各 事 項 記載資料名 自己点検書添付資料名 

本校の目的 本校ホームページ 資料１－２－②－１ 

学校概要 資料１－２－②－２（別添資料３） 

本校ホームページ 資料１－２－②－３ 

準学士課程入学者募集要項 資料１－２－②－４ 

本校の教育理念・教育目

標 

編入学者募集要項 資料１－２－②－５ 

専攻科入学者募集要項 資料１－２－②－６ 
各専攻の教育目標 

本校ホームページ 資料１－２－②－７ 

表１－２－②－２ 各資料配布先，部数 

資料名 配布先 配布数 

平成17年度学校概要 資料１－２－②－８に記載のとおり 1000部 

平成18年度準学士課程入学者募集要項 資料１－２－②－９に記載のとおり 384部 

平成18年度編入学者募集要項 資料１－２－②－１０に記載のとおり 360部 

平成18年度専攻科入学者募集要項 資料１－２－②－１１に記載のとおり 64部 

（資料１－２－①－６） アンケート結果 ()内は％（平成18年5月実施）(続き) 2/2 

学科・専攻の教育目標
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（資料１－２－②－２）学校概要に記載の教育理念と教育目標【出典：学校概要 H17 年度版】 

（資料１－２－②－１） ホームページに記載の本校の目的 

【出典：本校ホームページ，H18.5.1 現在】 
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（資料１－２－②－４）入学者募集要項に記載の教育理念と教育目標 

【出典：平成18年度準学士課程科入学者募集要項】 

（資料１－２－②－３）ホームページに記載の教育理念と教育目標 

【出典：本校ホームページ，H18.5.1現在】 
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(資料１－２－②－５) 編入学者に周知した教育理念等【出典：平成18年度編入学者募集要項】 

（資料１－２－②－６）専攻科入学希望者に周知した各専攻の教育目標等 

【出典：平成18年度専攻科入学者募集要項】 
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（資料１－２－②－７） 専攻科課程の教育目標（制御情報システム工学専攻の例） 

【出典：本校ホームページ】 
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（資料１－２－②－８） 学校概要配布先一覧   【出典：平成17年度学校概要作成原議書】 
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（資料１－２－②－１０） 編入学者募集要項配布先一覧 

【出典：平成18年度編入学者募集要項作成原議書】 

 

（資料１－２－②－９） 入学者募集要項配布先一覧 

【出典：平成18年度入学者募集要項配布伺い原議書】 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 学校の目的等を明確に定め，またそれらをわかりやすく整理したパンフレット“熊本電波高専の

「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度評価表”を作成し，周知を図っ

ている。また，一般に対してもホームページにより周知している。 

（改善を要する点）  

 該当なし 

 

（３）基準１の自己評価の概要 

 高専としての目的を学則に定め，教育研究活動を通して養成しようとする人材像を各学科・専攻に

おいて明確に定めており，それらは学校教育法第70条の2に定められた目的に合致している。また，

これらの目的等は，学校概要，学生証をはじめとする印刷物や，ホームページ等を通じて，学生，教

職員，一般に対して，それぞれ必要な対象に対して十分適切に周知されている。 

 

 

（資料１－２－②－１１） 専攻科学生募集要項配布先一覧 

【出典：平成18年度専攻科学生募集要項送付原議書】 
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基準２ 教育組織（実施体制） 

（１）観点ごとの分析 

観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況）  

準学士課程の４学科（情報通信工学科，電子工学科，電子制御工学科，情報工学科）は，学校教育

法第70条の3に基づき，設置されている。 

● 準学士課程の構成 

 準学士課程の４学科について，その学科名称は，高等専門学校設置基準第27条の3に基づき，クラ

ス数，定員については,高等専門学校設置基準第４条の２および第５条に基づき，学則第７条（資料

２－１－①－１）に定めている。学生数の現況は，Ⅰの１の現況に示すとおりである。入学時には，

定員を下回らないように配慮し，3年次における転科，4年次における編入学においては，各クラス定

員の10％を上回らない範囲で受け入れを実施している。 

● 教育の目的との整合性 

各学科の概要等を（資料２－１－①－２）に示す。各学科の教育目標と，本校の教育目標との対応

を（資料２－１－①－３）に示す。各学科は，専門分野の発展に応じて適切な専攻分野を教育するた

めに，次のように設置されてきているが，そのつど学生の定員に見合った教育を実施するために，高

専設置基準に基づき，教員数を増やし校舎等の増築も行って本校の教育の目的を達成するように対応

してきている。 

 昭和46年 電波通信学科２クラスで開校 

 昭和52年 電波通信学科１クラスを電子工学科に改組（船舶通信士の需要減に伴う） 

 昭和54年 情報工学科を増設（コンピュータ技術の発達，志望者増への対応） 

 昭和63年 電子制御工学科を増設（電子制御技術の進展，志望者増への対応） 

 平成元年 電波通信学科を情報通信工学科に名称変更（通信技術の変化に伴う） 

現在に至る。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 各学科は高等専門学校設置基準に則り，学則に名称，クラス数，定員を定めており，電子情報通信

技術の進展に伴い，学科の増設，名称変更等を実施してきている。各学科の内容については，（資料

２－１－①－２，３）の概要および対応表からわかるように，本校が掲げる教育目標を達成するよう

に，また高等専門学校設置基準第４条を満たすべく，各学科の専門分野を教育するように組織されて

いる。定員については，電子工学科4年が転科，留年の関係で47名，情報工学科1年が留年のため45名

となっているが，他は定員の10％以下であり，高等専門学校設置基準第４条の２の３項に基づき，適

正に管理されている。 
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（資料２－１－①－２） 各学科の概要 【出典：学校概要2005年度版から要約】 1/2 

学科名 学科の概要 

情報通

信工学

科 

情報通信工学科は，インターネットやコンピュータの知識を持った通信技術者の養成を主たる

目的としている。低学年でエレクトロニクス・通信・コンピュータ・自然科学の基礎を学び，

高学年では，電波や光による通信システム・ネットワーク技術，インターネットを支える通信

プロトコル・セキュリティ技術，マルチメディア通信で用いられる CG・画像処理技術，コンピ

ュータによるプログラミングや電子装置の制御技術，さらに，情報通信技術を福祉・医療・娯

楽・環境保全などに応用することで，人々の暮らしを豊かにするための先進的な技術を学ぶ。 

卒業時までに，通信技術（第一級陸上特殊無線技士資格は卒業時に認定取得），情報技術（CG

エンジニア検定2級），語学（実用英語検定2級）の三つの資格取得を目標にしている。卒業生

は，放送・通信関係，電子機器メーカ，ソフトウェア会社など幅広い分野で活躍している。ま

た，本校専攻科をはじめ，東北大，九大，九工大，熊本大など専攻科・国立大学へ約50％が進

学している。教員数は，教授6名(応用数学担当含む)，助教授5名，助手2名である。 

（資料２－１－①－１） 各学科のクラス数，入学定員  【出典：2006年度学則第７条】
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（資料２－１－①－２） 各学科の概要【出典：学校概要2005年度版から要約】(続き) 2/2 

学科名 学科の概要 

電子工学

科 

 電子工学とは，トランジスタや IC 等の半導体を用いて構成する電子回路の応用分野を指

す。電子工学の分野は大変広く，半導体はもちろん，家庭電化機器，コンピュータ，通信機

器，自動制御機器，医療電子機器と無数の製品にその技術は使われている。電子工学なくし

ては現代社会は成り立たないといっても過言ではない。電子工学を学ぶことは，上述の様な

幅広い分野で活躍する技術者になるための基礎をつくることである。 

 電子工学科のカリキュラムは将来色々な分野で活躍するために特定の分野に偏らないよう

に配慮されている。即ち半導体関係，電子回路関係，コンピュータ関係，情報処理関係，制

御工学関係及び通信工学関係と幅広く勉強する。卒業生は半導体製造をはじめ，電子機器，

通信機器，計算機メーカー，放送局，コンピュータソフト会社，官公庁など幅広い分野で活

躍している。また，多くの有名国立大学及び本校専攻科に進学している。 

教員数は，教授 5 名，助教授 4 名，助手 1 名である。 

電子制御

工学科 

 我々が日常利用する電子機器を便利にするために，その殆どにマイクロコンピュータが組

み込まれている。このために必要な技術は「組み込み技術」と呼ばれ， も重要なものの一

つになっている。電子制御工学科では，この「組み込み技術」を学ぶために「メカトロニク

ス」や「ロボット」というキーワードに代表されるシステム制御構築技術を修得目標の一つ

に掲げ，必要な授業科目と実験・演習を提供している。 

 具体的には，その中心となる「コンピュータ技術」，利用者との接点を考える上で必要な

「マルチメディア・インターネット技術」，システムが外界の状況をとらえ定められた目標

に近づくようにするために必要な「センサー・コントロール技術」を大きな柱として学習し

ていく。また，自由で柔軟な発想で「もの作り」ができるような学習環境を提供している。

これは，もの作りを行い，それが完成し動作したときの喜びと達成感を得ることは，教室や

本からは決して学べない活きた知識となる。また，これは技術の変化に対応していくための

究極の方法であり，電子制御工学科はそのための場を提供する。 

教員数は，教授 5 名，助教授 5 名，助手 1 名である。 

情報工学

科 

情報処理は，これまで人間の頭脳に委ねられてきたが，今日の情報化社会では，人間の力

にあまる情報処理には，多量にしかも高速に行うことができる電子計算機が使用されてい

る。これらの情報処理に関する分野の工学が情報工学である。電子計算機を十分に活用する

ためには，それらの電子部品，電子回路や電子計算機と対話するための知識が必要である。

更に情報工学の分野はあらゆる学問領域にわたっており，どの分野にも通用する情報処理技

術者が要求されている。 

 情報工学科は，そのような知識や技術を備えた実践技術者の育成を目標としている。低学

年で電子工学，情報処理，通信工学等の基礎的な知識を学び，高学年で情報工学の理論面・

実際面における専門的な技術を身につけ，各方面への柔軟な応用能力を養うよう教育課程が

編成されている。 

 情報工学の重要性は今後ますます認識されるであろう。情報工学科は，それにふさわしい

学問のあり方や技術者の養成をめざして教育研究に励んでいる。 

教員数は，教授 5 名，助教授 3 名，助手 3 名である。 
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観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する上で

適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 専攻科の構成 

 専攻科は学校教育法第 70 条の６「高等専門学校には，専攻科を置くことができる。」に基づき設

置されているもので，学則（資料２－１－②－１）に定めるように，電子情報システム工学専攻と制

御情報システム工学専攻の 2 専攻からなる。各専攻の目的は，（前出資料１－１－①－８）に示すと

おりである。定員については，準学士課程の定員が 40 名であることから，各学科の 10％を想定し，

1 つの専攻当たり 8 名としている。入学時においては，応募倍率，教員数，設備，教育効果を考慮し，

大で定員の 2 倍程度を入学させている。校舎としては，専攻科棟を有する。 

● 教育の目的との整合性 

 各専攻は，通信，電子，制御，情報などの高度な電子情報系を総合的に教育するものであり，その

（資料２－１－①－３）各学科の教育目標と，本校の教育目標との対応 

準学士課程 
本校の教育目標 

情報通信工学科 電子工学科 電子制御工学科 情報工学科 

(1) コンピュータ

技術と電子・情報

系の基本技術を身

につけた技術者の

育成 

(C) コンピュータ

技術と電子情報系

の基本技術を身に

つけた技術者の育

成 

同左 同左 同左 

(2) 日本語・英語

のコミュニケーシ

ョン能力を持ち国

際的に活躍できる

技術者の育成 

(B) 日本語・英語

によるコミュニケ

ーションの基礎能

力を持った技術者

の育成 

同左 同左 同左 

(3) 実践的技術能

力に加えて柔軟な

発想能力のある創

造的技術者の育成 

(D) 情報通信工学

およびその応用技

術分野において，

専門技術に関する

知識・能力を身に

つけた技術者の育

成 

(D) 電子工学およ

び，・・・（以下

同左） 

(D) 電子制御工学

および・・・（以

下同左） 

(D) 情報工学および

・・・（以下同左） 

(4) 人類への貢献

意識を持ったチャ

レンジ精神豊かな

技術者の育成 

(A) 社会への貢献

意識と健全な精神

を持った技術者の

育成 

同左 同左 同左 
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うち，電子情報システム工学専攻では情報通信工学科および電子工学科の準学士課程卒業生を主な対

象として，通信技術，電子技術等の素子とシステム設計技術を中心に，また，制御情報システム工学

専攻では，電子制御工学科および情報工学科の卒業生を主な対象に，情報技術，制御技術等のソフト

ウェアと制御設計技術を中心に教育している。本校の教育目標と，専攻科の教育目標との対応を（資

料２－１－②－２）に示す。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 学校教育法に基づいて，各専攻を設置し，校舎を準備し，専攻分野を適切に教育するために教育目

標，内容を定めている。また，各専攻の教育目標は本校の教育目標を達成するように設定されるとと

もに，定員にも配慮されており，専攻科の構成は教育の目的を達成するために，十分適切なものとな

っている。 

 

 

 

（資料２－１－②－２） 専攻科の教育目標と本校の教育目標の関係 

本校の教育目標 専攻科の教育目標 

(1) コンピュータ技術と電子・情報

系の基本技術を身につけた技術者

の育成 

(2) 高度総合システム技術者（電子・情報技術を工学的産業技術に活

用し，人間に快適なシステム化ができる技術者)の育成 

(3) 知的情報処理技術者（コンピュータ技術を知的情報処理技術に高

めることができる創造性のある技術者)の育成 

(2) 日本語・英語のコミュニケーシ

ョン能力を持ち国際的に活躍でき

る技術者の育成 
(4) 国際性（国際的にも活躍できる人材)の育成 

(3) 実践的技術能力に加えて柔軟な

発想能力のある創造的技術者の育

成 

(1) 高度開発型技術者（実践的技術に加えて柔軟な発想能力のある開

発技術者)の育成 

(5) 知的柔軟性（工学的見地に片寄ることのない人間性・知見)の育成

(4) 人類への貢献意識を持ったチャ

レンジ精神豊かな技術者の育成 
(6) 人類への貢献意識を持ったチャレンジ精神豊かな技術者の育成 

 

（資料２－１－②－１）専攻科の目的，専攻名および入学定員（学則第41条） 

【出典：学生便覧2006年度版，39頁】
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観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成する

上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況）  

全学的なセンターとして，技術センター，高度情報教育センター，地域共同テクノセンターを設置

している。これらの，各センターの実施業務内容と本校の教育目標との対応を（資料２－１－③－

１）に示す。 

●技術センター 

本校の教育目標として，「(3) 実践的技術能力に加えて柔軟な発想能力のある創造的技術者の育成，

(4) 人類への貢献意識を持ったチャレンジ精神豊かな技術者の育成」があり，これを達成するために，

各学科のカリキュラムにおいて多くの実験・実習を取り入れたり，ロボットコンテスト等への参加を

実施している。これらの活動を支援するために，17 年度に技術センターを発足させた。技術センタ

ーの体制は技術センター規則（資料２－１－③－２）第３条に基づき，（資料２－１－③－３）のよ

うになっており，規則第 2 条に定めるとおり，学生の実験・実習に関わる業務を実施している。その

支援状況を（資料２－１－③－４）に示す。 

 

 

（資料２－１－③－１）  各センターの業務内容と本校教育目標との対応 

本校の教育目標 技術センター
高度情報教育セ

ンター 

地域共同テクノセ

ンター 

(1) コンピュータ技術と電子・情報系の

基本技術を身につけた技術者の育成 

 情報処理教育設

備の管理，運用

実習の指導補助

 

(2) 日本語・英語のコミュニケーション

能力を持ち国際的に活躍できる技術者の

育成 

  セミナー等の実施

（学生は実習補

助，説明等実施） 

(3) 実践的技術能力に加えて柔軟な発想

能力のある創造的技術者の育成 
実験，実習の

指導補助 

 学生も含めた共同

研究の実施 

(4) 人類への貢献意識を持ったチャレン

ジ精神豊かな技術者の育成 
ロボコン等へ

の支援 

 研究成果の発表 
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（資料２－１－③－３）  技術センターの体制 

センター長 センター長補(教員) 技術職員

一般科目担当1名
専門科目担当7名

センター長補(技術職員)

（資料２－１－③－２）  技術センター規則 

                          熊本電波工業高等専門学校技術センター規則        平成 16 年 12 月 22 日 

（設置） 

第１条 熊本電波工業高等専門学校（以下「本校」という。）に学生の実験及び実習を総合的に支援するため，本

校に技術センター（以下「センター」という。）を置く。 

 （業務） 

第２条 センターは，次に掲げる業務を行う。 

 (1) 実験・実習の指導補助等支援業務に関すること。 (2) 実験室・実験機材の利用調整，保守，管理に関する

こと。 (3) センターの予算に関すること。 (4) その他センターの運営上必要事項 

  （組織） 

第３条 センターに次に掲げる教職員を置く。 

 (1) センター長  (2) センター長補  (3)  技術職員  (4) その他必要な教職員 

２ センター長は，教授または助教授のうちから校長が指名するものとし，任期は，１年とする。 

３ センター長補は，教員及び技術職員の中から各１名をセンター長が指名し，センター長を補佐する。 

４ センターに運営委員会を置き，前条に掲げる業務について審議する。 

 （運営委員会） 

第４条 前条第４項に定める運営委員会の委員は，次に掲げる教職員をもって構成し，委員長はセンター長とす

る。 

 (1) センター長   (2) センター長補  (3) 各学科長  (4) 各科から選出の教員 

 (5) 技術職員のうち，センター長が指名する職員 若干名 

２ 運営委員会に関する事項は，別に定める。 

 （事務） 

第５条 センター及び運営委員会の事務は，センターが処理する。 

附 則 この規則は，平成 17 年４月１日から施行する。 
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（資料２－１－③－４）  技術センター支援内容 

支援対象科目 

工学基礎および基礎電気学 工学実験 一般科目 曜 時 

制御棟 校舎棟 情報棟 制御棟 校舎棟 情報棟 物理 化学 

1 工学基礎 工学基礎 工学基礎         2-4 

2 工学基礎 工学基礎 工学基礎         2-4 

3 1-4 基電           2-3 2-1 

4 1-4 基電             2-1 

5             I3 2-3 

6             2-1 2-3 

月 

7             2-1 1-2 

1             2-3 2-2 

2             2-3 2-2 

3 E2 基電               

4 E2 基電               

5       C4 T5 I3 2-4 1-1 

6       C4 T5 I3   1-1 

火 

7       C4 T5 I3   1-3 

1 1-3 基電           T3   

2 1-3 基電       T3       

3 1-2 基電       T3   C3   

4 1-2 基電       T3   E3   

5         T4 I4 2-2   

6         T4 I4 2-2   

水 

7         T4 I4 Ｉ3   

1 C2 基電           E3   

2 C2 基電       E3   T3   

3 1-1 基電       E3   C3 1-4 

4 1-1 基電       E3   2-2   

5       C5 E5 I5 2-1 1-1 

6       C5 E5 I5 2-4 1-3 

木 

7       C5 E5 I5 2-4 1-3 

1 I2 基電               

2 I2 基電               

3 T2 基電             1-4 

4 T2 基電             1-4 

5       C3 E4     1-2 

6       C3 E4     1-2 

金 

7       C3 E4       
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●高度情報教育センター 

本校の教育目標に，「(1) コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術を身につけた技術者の育

成」がある。高度情報教育センターは，この中心的役割を果たす組織である。その，目的は高度情報

教育センター規則（資料２－１－③－５）に「高度情報教育センターの情報処理システムを整備運用

し，本校の情報ネットワークシステムの基幹ネットワークの円滑な管理運営を図るとともに，教育，

研究その他の情報処理のための共同利用に供し，かつ情報教育に係る緊要な諸問題の解決に資するこ

とにより本校の情報処理を総合的かつ効率的に行うこと」と定められている。また，高度情報教育セ

ンターの業務は，校内ＬＡＮにおける将来計画及び基幹ネットワークの管理運営。校内ＬＡＮにおけ

る情報セキュリティに関すること。情報教育に係る情報処理システムの管理に関することである。高

度情報教育センターで実施されている授業を（資料２－１－③－６）に示す。 

 

●地域共同テクノセンター 

地域共同テクノセンターの目的は，地域共同テクノセンター利用規則第２条（資料２－１－③－

７）に示すように，教育・研究に併せて，地域への貢献を行うことである。地域共同テクノセンター

の構成は，（資料２－１－③－８）に示すように 7 研究部(平成 18 年度から 6 つに改編)からなり，

35 名の教職員，準学士課程 5 年卒研生，専攻科生が各研究部に所属している。また，各研究部は民

間等との共同（受託）研究を行っているが，これには研究部に所属する学生も参加している。各共同

研究で得られた成果は，教員だけでなく，学生も各種学会等で報告している。これらの学生による発

表に対して，電子情報通信学会や応用物理学会の九州支部講演会等で発表奨励賞を受賞している（資

料２－１－③－９）。民間等との共同（受託）研究一覧を（資料２－１－③－１０）に示す。さらに,

地域共同テクノセンターでは，各研究部は地域企業技術者向けの半導体・ヒューマン関連のセミナー

や研究会を実施している（資料２－１－③－１１）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

技術センターは学生の実験・実習を支援するために，その組織，規則等を適切に定め，一般科目，

専門各学科に対して，実際に支援を実施している。高度情報教育センターは，学校全体のネットワー

クの適切な管理・運営を担当しており，本校の情報処理教育の基幹部分を支えている。地域共同テク

ノセンターは，本校の教員，卒研生，専攻科生の多くが所属し，その活動は学生の教育に大きな役割

を果たしている。地域共同テクノセンターが実施するセミナー等では，研究部所属の学生が会場係・

実習指導助手・資料作成等をサポートしており，コミュニケーション力，デザイン力，企画力等の育

成・向上に役立っている。以上のことからわかるように，地域共同テクノセンターの活動は，本校の

教育目標の「(2) 日本語・英語のコミュニケーション能力を持ち国際的に活躍できる技術者の育成

(3) 実践的技術能力に加えて柔軟な発想能力のある創造的技術者の育成(4) 人類への貢献意識を持っ

たチャレンジ精神豊かな技術者の育成」に対応し，学生の研究能力，プレゼンテーション能力等の教

育に大きく寄与している。 
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（資料２－１－③－５）     高度情報教育センター規則 

熊本電波工業高等専門学校高度情報教育センター規則    平成 15 年 5 月 30 日 

 （設置） 

第１条 熊本電波工業高等専門学校（以下「本校」という。）に，熊本電波工業高等専門学校高度情報教育セ

ンター（以下「センター」という。）を置く。 

 （目的） 

第２条 センターは，センターの情報処理システムを整備運用し，本校の情報ネットワークシステム（以下

「校内ＬＡＮ」という。）の基幹ネットワークの円滑な管理運営を図るとともに，教育，研究その他の情報処

理のための共同利用に供し，かつ情報教育に係る緊要な諸問題の解決に資することにより本校の情報処理を総

合的かつ効率的に行うことを目的とする。   

 （業務） 

第３条 センターにおいては，次の各号に掲げる業務を行う。 

 (1) 校内ＬＡＮにおける将来計画及び基幹ネットワークの管理運営に関すること。 

 (2) 校内ＬＡＮにおける情報セキュリティに関すること。 

 (3) 本校の情報教育に係る情報処理システムの管理に関すること。 

 (4) その他センターの目的を達成するために必要なこと。 

 （職員） 

第４条 センターに次の職員を置く。 

 (1) センター長     (2) センター長補 

２ 前項に掲げる者のほか，センターに兼任教官その他必要な職員を置くことができる。 

 （センター長） 

第５条 センター長は，本校の教授又は助教授をもって充てる。 

２ センター長は，センターの業務を掌理する。 

３ センター長の選考は，第８条第３号に定める推薦に基づき，校長が行う。 

４ センター長の任期は２年とし，再任を妨げない。 

５ センター長に欠員を生じた場合の後任のセンター長の任期は，前項の規定にかかわらず，前任者の残任期

間とする。 

 （センター長補） 

第６条 センター長補は，本校の教官をもって充てる。 

２ センター長補は，センター長の職務を補佐する。 

３ センター長補の選考は，サンター長の推薦に基づき，校長が行う。 

４ センター長補の任期は１年とし，再任を妨げない。 

５ 前条第５項の規定はセンター長補に準用する。この場合において，同項中「センター長」とあるのは，

「センター長補」と読み替えるものとする。 

 （運営委員会） 

第７条 センターの管理運営に関する事項を審議するため，熊本電波工業高等専門学校高度情報教育センター

運営委員会（以下「運営委員会」という。）置く。 
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（資料２－１－③－６） 高度情報教育センターで実施する授業一覧 

月曜日 火曜日 水曜日 
使用教室 

１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

  情処

  Ｃ２TSS 端末室 

  

  

嶋田

 

 工学基礎 ネットⅠ 情数 数計Ⅰ プ論Ⅰ 

Ｉ１ Ｉ３ Ｉ５ Ｉ４ Ｉ４ 
センターパ

ソコン室 
村上・神﨑 田辺 島川 

 実験 Ｉ３ 

小松 島川 

実験 

Ｉ４ 

 

木曜日 金曜日 
使用教室 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

情処 

Ｃ２ TSS 端末室  

嶋田･新人

 

プ演 ＯＳⅠ 計機 情処 ネットⅡ  

Ｉ３ Ｉ４ Ｉ４ Ｉ２ Ｉ４  
センターパ

ソコン室 
 

大隈 田辺 神田 島川 

 

神田・藤井  

（資料２－１－③－７） 地域共同テクノセンター利用規則第２条（目的） 

（目的） 

第２条 センターは，民間等外部の機関との共同研究を推進することにより，本校の教育・研究の進展

に寄与し，併せて地域社会における技術開発及び技術教育の振興に資することを目的とする。 

（資料２－１－③－８） 研究部所属の教職員，卒研生，特別研究生数 

H14 年度 H15 年度 H16 年度 H17 年度 
研究部名 

卒研生 特研生 卒研生 特研生 卒研生 特研生 卒研生 特研生 

所属教職員

総数 

知能システム 14 10 21 12 20 12 20 15 8 

ヒューマン情報 14 8 14 8 14 8 15 11 4 

半導体デバイス 13 7 14 15 12 17 16 10 6 

光エレクトロニクス 15 5 15 2 13 3 11 1 4 

回路とシステム 6 3 5 2 5 4 4 3 5 

波動工学 13 3 18 5 15 5 16 6 6 

情報デザイン － － － － 31 1 32 6 10 
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（資料２－１－③－９）平成 13～17 年度において学会等において表彰を受けた専攻科学生の一覧 

年度 表彰名 学生氏名・学年 発表タイトル 発表学会等名称 

平成

13 

講演奨励賞 ――――・――

――― 

振動モータを用いた音楽情報伝達の検

討 

第 9 回電子情報通信学会九

州支部学生会講演会 

平成

14 

講演奨励賞 ―――― 

・――――― 

主観判断を反映した程度副詞の評価 第１回電子情報系高専フォ

ーラム 

Outstanding 

Paper 

Award 

―――― 

・――――― 

A Study on a Human-oriented 

Compensator for the Human-

Machine System 

2003 International 

Conference on Control, 

Automation, and Systems 

(ICCAS2003) 

講演奨励賞 ―――― 

・――――― 

３次元立体映像の左右画像の大きさと

ずれと疲労度特性の検討 

第 11 回電子情報通信学会九

州支部学生会講演会 

講演奨励賞 ――――― 

・――――― 

感性イメージを用いたフォント選定技

術に関する検討 

第 11 回電子情報通信学会九

州支部学生会講演会 

平成

15 

講演奨励賞 ―――― 

・――――― 

人操作型システムの作業支援を目的と

した補償器の設計 

第 2 回電子情報系高専フォ

ーラム 

若手優秀発

表賞 

―――― 

・――――― 

コモンモードチョークを挿入した短い

平衡伝送路の端末不平衡によるコモン

モード電流特性 

電子情報通信学会環境電磁

工学研究会 

講演奨励賞 ―――― 

・――――― 

運動機能工学に基づく UD 指向の階層

型円形メニューシステムの基本設計 

第 12 回電子情報通信学会九

州支部学生会講演会 

平成

16 

講演奨励賞 ―――――・―

―――― 

景観照明装置テロンライトのセラピー

効果の定量的評価 

第 3 回電子情報系高専フォ

ーラム 

発表奨励賞 ―――― 

・――――― 

不純物を添加したβ－Ga2O3 膜の光吸

収特性 

応用物理学会九州支部学術

講演会 平成

17 講演奨励賞 ――――・――

――― 

意欲を向上させる英会話教育システム 第４回電子情報系高専フォ

ーラム 
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（資料２－１－③－１０） 共同研究・受託研究・大学との共同研究一覧（平成 15～17 年度分） 

年

度 
共同研究 受託研究 

大学教育研究活性化経費によ

る高専との共同研究事業 

立体映像表現技術の研究 非接触で送配電線から電力を

得る回路に関する研究   

半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽの高信頼性化と評価ｼｽﾃﾑの研究 情報機器用超薄型 IC 電源の開

発   

ｾﾗﾐｯｸ材料の接合に関する基礎的研究 ｺﾓﾝﾓｰﾄﾞ電流のﾒｶﾆｽﾞﾑについて
  

半導体製造ガスに関する基礎的研究     

電子機器等による長波帯 EMI の調査研究     

15 

オプトデバイスの放射線劣化に関する研究     

酸化ガリウムの製作と評価に関する研究 情報機器用超薄型 IC 電源の開

発 

蹀翅由来の光輝性構造形成と

構造のアクティブ制御による

波長選択に関する基礎的研究

半導体製造ガスに関する基礎的研究 環境変化に対する VDSL の特性

評価   

半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽの高信頼性化と評価ｼｽﾃﾑの研究     

猛禽類の生息調査に関する研究     

高性能酸化膜評価試験装置の開発     

立体映像表現技術の研究     

電子機器等による長波帯 EMI の調査研究     

簡易型自動寸法計測装置の開発     

16 

オプトデバイスの放射線劣化に関する研究     

高性能酸化膜評価試験装置の開発 情報機器用超薄型 IC 電源の開

発 

周期構造ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ SEM,AFM に

よる生物表皮構造観察 

酸化ガリウムの製作と評価に関する研究 ﾋﾄの運動情報計測支援システ

ムに関する研究 

素子の耐放射線評価と素子構

造の提案 

半導体製造ガスに関する基礎的研究 九州地域産業クラスター・電

子部材高度加工技術の確立   

半導体ﾃﾞﾊﾞｲｽの高信頼性化と評価ｼｽﾃﾑの研究     

平衡線路接続コネクタにおける広帯域漏話補

償方法の研究     

立体映像表現技術の研究     

動画ポイント数が少なく，仕上がりは２次元

として表現される３次元アニメの研究 
    

テレメトリ法による鳥類の生態調査に関する

基礎研究     

17 

オプトデバイスの放射線劣化に関する研究     
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（資料２－１－③－１１）  

センター主催研究会・技術セミナーへの卒（特）研生のサポート状況とその教育効果 1/2 

研究会・セミナー等 研究会・セミナーの概要

サポートし

た卒（特）

研生総数

サポート内容（講

議資料作成補助，

講師，会場係等）

教育への効果（デザイン，

コミュニケ− ション力の養

成等） 

H16 年度   

ヒューマン情報技術展

示と講演会 

ヒューマン情報技術の研究，開発

内容報告，大学・企業との交流 

6 会場係，報告活動 コミュニケーション力向上 

医療技術者のための情

報技術活用講座 2004 

熊本市内の医療従事者へのコンピ

ュータ応用技術の講習・実習 

5 講議資料作成補

助，実習指導助手

コミュニケーション力の養

成 

くまもとセミコン塾 地場企業技術者への半導体基礎・

製造技術の講習・実習 

2 講議資料作成補助 デザイン能力の養成，半導

体工学関連基礎学力の向上 

光エレクトロニクス公

開セミナー 

地場企業技術者が個々に持ってい

る計測技術の紹介およびその内容

に関する討議 

4 講議資料作成補助

・会場設営 

企画力養成 

非線形問題研究会 「非線形」問題の理論，応用研究

に関する講演形式の研究会開催 

0     

数 式 処 理 ソ フ ト

Mathcad 入門セミナー 

技術者及び教育者のための数式計

算ソフトリテラシー講習・実習 

3 講議の補助 コミュニケーション力の養

成 

H17 年度  

ヒューマンライフ情報

技術研究会 

ヒューマン情報技術の研究，開発

内容報告，大学・企業との交流 

6 会場係，報告活動 研究報告の実施によるコミ

ュニケーション力向上 

デジタルビデオ機器と

パソコンを利用した画

像処理セミナー 

研究者を対象にした画像処理応用

技術の講習と実習 

2 講議資料作成補

助，実習指導助手

デザイン能力・コミュニケ

ーション力の養成，画像処

理技術力の向上 

くまもとセミコン塾 地場企業技術者への半導体基礎・

製造技術の講習・実習 

2 講議資料作成補助 デザイン能力の養成，半導

体工学関連基礎学力の向上 

光エレクトロニクス公

開セミナー 

ベンチャー企業設立に対する，財

政基礎，サポート体制についての

講演 

4 講議資料作成補助

・会場設営 

企業化による自己啓発 

情報デザインフォーラ

ム 

情報技術と文化，日仏間の情報学

の比較研究などについて講演とパ

ネルディスカッション 

10 講議資料作成補

助，会場設営等補

助 

コミュニケーション力の養

成 

情報デザイン研究会 情報システムの開発研究及び技術

者教育方法に関する講演形式の研

究会 

0     
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（資料２－１－③－１１） センター主催研究会・技術セミナーへの卒（特）研生の 

サポート状況とそれの教育効果(続き)   2/2 

研究会・セミナー等 研究会・セミナーの概要

サポートし

た卒（特）

研生総数

サポート内容（講議

資料作成補助，講

師，会場係等） 

教育への効果（デザイン，コミ

ュニケ− ション力の養成等）

H17 年度  

ヒューマンライフ情

報技術研究会 

ヒューマン情報技術の研究，開

発内容報告，大学・企業との交

流 

6 会場係，報告活動 研究報告の実施によるコミュニ

ケーション力向上 

デジタルビデオ機器

とパソコンを利用し

た画像処理セミナー 

研究者を対象にした画像処理応

用技術の講習と実習 

2 講議資料作成補助，

実習指導助手 

デザイン能力・コミュニケーシ

ョン力の養成，画像処理技術力

の向上 

くまもとセミコン塾 地場企業技術者への半導体基礎

・製造技術の講習・実習 

2 講議資料作成補助 デザイン能力の養成，半導体工

学関連基礎学力の向上 

光エレクトロニクス

公開セミナー 

ベンチャー企業設立に対する，

財政基礎，サポート体制につい

ての講演 

4 講議資料作成補助・

会場設営 

企業化による自己啓発 

情報デザインフォー

ラム 

情報技術と文化，日仏間の情報

学の比較研究などについて講演

とパネルディスカッション 

10 講議資料作成補助，

会場設営等補助 

コミュニケーション力の養成 

情報デザイン研究会 情報システムの開発研究及び技

術者教育方法に関する講演形式

の研究会 

0     
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観点２－２－①： 教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制及び教育課程を有効に展開

するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に係る重要事項を審議するな

どの必要な活動を行っているか。 

 

（観点に係る状況） 

 教育課程全体を企画調整し，かつ教育課程を有効に展開するための組織として，教務委員会が設置

されており，教育課程全般についての検討・運営を行っている。教務委員会は，校長の下に教務主事

を中心として設置されており，委員は主事補 4 名（教務一般担当，入試担当，教務関係情報化推進担

当，ＦＤ担当）および，各学科から代表委員 5 名，学生課長から構成されている（資料２－２－①－

１）。教務委員会の審議事項は，（資料２－２－①－２）に示すとおりである。教務委員会は，毎月

1 回定例で開催され，必要に応じて臨時にも開催される（資料２－２－①－３）。平成 17 年度にお

いて審議された重要事項の例としては， 

1) 学修単位の導入 

2) インターンシップ関連の単位認定（資料２－２－①－４） 

等が挙げられる。 

（分析結果とその根拠理由）  

教育課程全体を企画調整するために教務委員会を設け，その決定にしたがって，各学科が教育課程

を展開している。教務委員会は定例および適宜臨時で開催され，教育活動等に係る重要事項を審議す

るとともに，議事録も整備し，教員が必要に応じ閲覧できるようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料２－２－①－１）教務委員会の委員構成と主事補の役割分担【出典：18 年度校務分担表】
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（資料２－２－①－２） 教務委員会規則        【出典：本校規則集】 

常任委員会名  審  議  事  項 構   成 事  務 

教務委員会  (1)教育課程の編成に関する事項    ◎教務主事 

                    (2)年間教育計画及び授業時間割の編成に関   ○教務主事補  

    する事項 ○各学科（専攻科を含  

   (3)学生の身分に関する事項   む）から推薦された 

   (4)授業，試験及び成績に関する事項    者 １名  

   (5)学生の賞罰に関する事項（学生及び寮務 ○校長指名者 

                     事項を除く。） ○学生課長 

   (6)指導要録に関する事項   

   (7)その他教務に関する事項   

      

学生課 

 

（資料２－２－①－３） 教務委員会開催状況    【出典：本校ローカルホームページ】 
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観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われているか。 

 

（観点に係る状況）  

 一般科目と専門各学科の教員から成る数学教育研究会，外国語教育研究会が設置され，専門教育に

おいてもとりわけ重要な柱となっている数学と外国語教育について連携して教育を行うシステムを構

築している（資料２－２－②－１）。（資料２－２－②－２）に，外国語教育研究会の議題の例を示

す。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 数学と外国語の各科目教育研究会を通じて，一般科目と専門科目間の連携を実施している。 

（資料２－２－①－４） インターンシップの単位認定 【出典：教務委員会議事録】 
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（資料２－２－②－２） 外国語教育研究委員会議事の例 

（資料２－２－②－１）外国語教育研究会および数学教育研究会の構成メンバー 

【出典：平成 18 年度校務分担一覧】 

委員長 （校長指名）光永 武志       

語学担当教官 堤  奎一 光永 武志 楠元実子 山崎健一 松野かな子   

情報通信 電   子 電子制御 情報工学     

外国語

教育研

究会 専門学科 
西山英治 高倉健一郎 嶋田泰幸 小松一男   担当：教務係

委員長 （校長指名）遠山  徹       

数学・応数担

当教官 
遠山  徹 本田勁二郎 石原秀樹 堀本 博 山崎充裕   

情報通信 電   子 電子制御 情報工学     

数学教

育研究

会 
専門学科 

松田豊稔 下田道成 柴里弘毅 縄田俊則   担当：教務係
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観点２－２－③： 教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

学生の学習面に関する問題は教務委員会が，生活面に関する問題は学生委員会が統括し，専攻科

に関する問題は専攻科委員会が扱っている。学級における学生の学習及び生活指導に当たるものと

して学級担任が，また課外活動において直接学生の指導に当たるものとしてクラブ顧問がいる。さ

らに，学生相談室が，学生の精神面でのサポートを行なっている。これらの体制の目的や組織は，

（資料２－２－③－１）に示すように内部組織規則に規定されている。以下，これらについて説明

する。なお，事務組織の支援については，基準３で説明する。 

● 担任に対する支援体制 

１，２年生については混合学級であり，３～５年生については，学科ごとのクラス編成である。

このため，学級担任については，１，２年生は一般科目の教員が（ただし,１年の１クラスだけは

専門学科教員），３～５年生は各学科の教員が担当している（資料２－２－③－２）。  

１，２年生については，一般科目長が学年主任とともに，学級担任を支援している。年に数回，

学年主任，学級担任が集まって会議を開き，低学年の学生を指導する体制をとっている。３年生以

上については，各学科で行われる学科会議において，各学年の状況を把握して意見を交換し，学科

全体で学級担任を支援する体制をとっている。専攻科課程の学生に対しては，専攻科長及び主任を

中心とする専攻科委員会が，学生を指導する上での問題について話し合い，学生を直接指導する教

員を支援する態勢になっている。  

● 生活指導に対する支援体制 

学生主事を中心とする学生委員会が主となって学生の生活指導に当たっている。学生の精神衛生

上の問題や個人的な問題に対する相談を行なう組織として，学生相談室が設置されている（資料２

－２－③－３）。各クラスで生活指導上の問題が認められた場合は，学級担任は学生主事に相談し，

学生委員会の支援を受けて学生の指導に当たる態勢がとられている。状況によっては学生相談室長

を通して専任のカウンセラーからの支援を受けることができる。 

● クラブ顧問に対する支援体制 

 課外活動については，原則として全教員が課外活動の顧問を務めている（資料２－２－③－４）。

必要に応じて，学生主事が中心となり，課外活動の指導に関する意見交換や調整を行なう等の課外

活動を円滑に進めるための支援を行っている。また，課外活動の技術指導については，外部コーチ

を依嘱することもできる。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

学習指導上の問題に対しては，教務委員会に加えて，１，２年生については学年主任を中心とす

る担任会議が，３～５年生については学科長を中心とする学科会議が，専攻科課程の学生について

は，専攻科長を中心とする専攻科委員会が，学級担任や専攻教員と協力して，教育活動を円滑に実

施するための支援体制がとられ，機能している。また，生活指導については，学生委員会と学生相

談室が，学級担任の学生に対する円滑な生活指導のための支援を行っており，課外活動については

学生主事を中心とするクラブ顧問がその役割を担っている。以上により，支援体制は十分に機能し

ている。 
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（資料２‐２‐③‐１）  熊本電波工業高等専門学校内部組織規則抜粋  1/2 

 

（会議等） 

 第３条 校長は，学則第１条の目的達成並びに学校運営の円滑化を図るため，次の会議等を置く。ただし，

必要に応じ臨時又は特別の会議等を置くことができる。 

(5) 学科（教室）会議 学校運営及び学科運営等全般にわたり周知を図るとともに，意見を調整する機関

 (6) 学級担任会議 学級運営の連絡調整を図るとともに，学生の学習，生活指導等基本的な事項を協議す

る機関 

（役職教官等） 

 第５条 本校に，次の役職教官等を置く。 

(1) 教務主事，学生主事及び寮務主事 

(2) 専攻科長 

(3) 一般科目長，情報通信工学科長，電子工学科長，電子制御工学科長及び情報工学科長 

(4) 図書館長，高度情報教育センター長，地域共同テクノセンター長及び学生相談室長 

  (5) 教務主事補，学生主事補，寮務主事補，高度情報教育センター長補及び地域共同テクノセンター長補 

  (6) 専攻主任 

  (7) 学年主任 

  (8) 学級担任 

  (9) 学生会顧問 

（主事） 

 第６条 学則第９条に定める主事の職務は，次のとおりとする。 

  (1) 教務主事 

    ア 教育計画及び教育課程編成の立案並びに実施に関すること。 

    イ 入学，退学，休学，進級及び卒業の判定等に関すること。 

    ウ 指導要録に関すること。 

  工 教員の研修に関すること。 

  (2) 学生主事 

    ア 学生の補導，厚生及び課外教育に関すること。 

    イ 学生の個人相談及び集団指導に関すること。 

  ウ 学生の規律の保持及び事故の処理並びに保健指導に関すること。  

（専攻科長及び専攻主任） 

 第７条 専攻科に，専攻科長を置く。 

 ２ 専攻科長は，主事と密接な連携のもとに，次の事項を総括する。 

 (1) 専攻科の入学試験等に関すること。 

 (2) 専攻科の教育課程の編成及び教育計画の立案に関すること。 

 (3) 専攻科の学生の進学及び就職に関すること。 

 (4) 専攻科の学生の厚生補導に関すること。 

 (5) その他専攻科の運営に関すること。 
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（資料２-２-③-２）      学級担任     【出典：平成 18 年度校務分担一覧】 

(学級担任） *任期１年    

 学年      
組 １ 組 ２ 組 ３ 組 ４ 組 学年主任 

第１学年 永野拓也 大塚弘文 岩田大助 本田勁二郎 永野拓也 

第２学年 光永武志 重田  出 松野かな子 伊藤利明 伊藤利明 

  情報通信 電   子 電子制御 情報工学   

第３学年 小茂田治 堤  一男 山本芳一 大隈千春   

第４学年 山本直樹 大石信弘 中島栄俊 縄田俊則   

学 級 担 任 

第５学年 西山英治 高倉健一郎 嶋田泰幸 小山善文   

（資料２‐２‐③‐１）  熊本電波工業高等専門学校内部組織規則抜粋（続き）  2/2 

３ 専攻ごとに専攻主任を置く。 

４ 専攻主任は，次の事項を担当し，専攻科長を補佐する。 

 (1) 当該専攻の入学試験等に関すること。 

 (2) 当該専攻の教育課程の編成及び教育計画の立案に関すること。 

 (3) 当該専攻の学生の進学及び就職に関すること。 

 (4) 当該専攻の学生の厚生補導に関すること。 

 (5) その他当該専攻の運営に関すること。 

（学科長） 

 第８条 学科長は，当該学科の教育計画の立案，教員の勤務及び出張等の調整並びに学生の就職等に関する

ことを行う。 

（学年主任） 

 第１６条 学年主任は，第１学年及び第２学年に置き，当該学年の運営に関し主事，学科長及び学級担任と

の連絡調整を行う。 

（学級担任） 

 第１７条 学級担任は，主事，当該学科長及び学年主任との密接な連携のもとに，当該学級の学生の学習指

導，生活指導その他学級運営に関することを行う。 

（学生会顧問） 

 第１８条 学生会顧問は，学生主事の統括のもとに，学生主事補と連係して，学生会の指導育成に当たる。

２ 前項について必要な事項は，別に定める。 



熊本電波工業高等専門学校 基準２ 

 - 59 - 

 

（資料２－２－③－３）学生相談室の活動内容 

【出典：学生相談室活動報告書 創刊号 2004 年 12 月】 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

  地域共同テクノセンターの活動が，学生の教育に貢献している点が評価できる。 

（改善を要する点） 

  該当なし。 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

 学科の構成，その内容・目的は該当する高専設置基準の規定に適合している。また，専攻科のそれ

らも本校の目的に沿っているとともに，学校教育法の規定にも適合している。全学的なセンターとし

て，技術センター，高度情報教育センター，地域共同テクノセンターを設置しているが，いずれも教

育の目的を達成するのに必要な役割を担って，活動している。特に，地域共同テクノセンターは学生

の教育に大きく貢献している。 

教育課程全体を企画調整するための組織として，教務委員会があり，定期的に，また必要に応じて

会議を開催し，教育活動に関する重要な事項を審議している。一般科目と専門科目間の教員の連携に

ついては，科目教育研究会により実施されている。 

教育課程を円滑に実施するための体制として，教務委員会，担任会議，学科会議，専攻科委員会等

が設置されており，支援を実施している。また，生活指導については，学生委員会，学生相談室，課

外活動についてはクラブ顧問がその役割を担っており，支援体制は十分に機能している。 

（資料２－２－③－４） 平成 18 年度クラブ顧問一覧 
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基準３ 教員及び教育支援者 

 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－①： 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されている

か。 

（観点に係る状況）  

 本校の教育目標に対応し定められた一般科目の教育目標を達成するために，18 名の専任教員を雇

用し，全員が学士以上の学位（博士 4 名・修士 12 名・学士 2 名）を取得している（資料３－１－①

－１）。また，常勤で不足する分については 20 名の非常勤講師を雇用している（資料３－１－①－

２）。授業科目の決定に当たっては，授業担当者としての適性書（後出資料３－２－①－２）を教務

委員会に提出し，適切な配置を実施している。 

（分析結果とその根拠理由）  

 高専設置基準に定めるとおり，4 クラスであるため専任の講師 18 名を雇用している。また，常勤

の担当者がいない科目や，いても単位数が多い科目については非常勤講師を雇用しており，十分な数

の教員を雇用している。また，各科目の担当を決定するに当たっては，科目担当者としての適性を確

認している。また，（資料３－１－①－１）からわかるように教育目標に対して，バランスよく配置

されている。 
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（資料３－１－①－１） 一般科目専任教員一覧 

職名 学位 氏名 担当科目 一般科目教育目標との対応 

教授 修士（理学） 田中 浩二 化学 C-1 

教授 修士（文学） 堤 奎一 独語 A-1 

教授 修士（理学） 遠山 徹 数学 C-1 

教授 修士（国際学） 八田 茂樹 地理，政治経済 A-1 

教授 修士（文学） 古江 研也 国語 B-1 

教授 修士（教育学） 草野 美智子 国語 B-1 

教授 修士（文学） 光永 武志 英語 B-2 

助教授 修士（教育学） 伊藤 利明 世界史，日本史 A-1 

助教授 修士（理学） 石原 秀樹 数学 C-1 

助教授 修士（文学） 楠元 実子 英語 B-2 

助教授 学士(体育学) 中林 弥生 保健・体育 A-2 

助教授 博士(文学) 山﨑 健一 英語 B-2 

助教授 博士(文学) 永野 拓也 政治経済，倫理，哲学 A-1 

助教授 博士(理学) 重田 出 物理 C-1 

助教授 博士（理学） 堀本 博 数学 C-1 

助教授 学士(体育学) 岩田 大助 保健・体育 A-2 

助手 修士（文学） 松野 かな子 英語 B-2 

助手 修士（理学） 山崎 充裕 数学 C-1 
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（資料３－１－①－２） 一般科目非常勤教員一覧 

職名 学位 氏名 担当科目 一般科目教育目標との対応

大学助教授 修士（経済学） ＊＊＊＊ 経済学 A-1 

専門学校教授 学士 ＊＊＊＊ 社会学 A-1 

大学(非常勤) 修士(法学) ＊＊＊＊ 法学 A-1 

 修士（文学） ＊＊＊＊ 国語 B-1 

 修士(文学) ＊＊＊＊ 国語 B-1 

大学教授 学士 ＊＊＊＊ 保健･体育 A-2 

 学士 ＊＊＊＊ 保健･体育 A-2 

 学士 ＊＊＊＊ 音楽 A-1 

 学士 ＊＊＊＊ 中国語 A-1 

 学士 ＊＊＊＊ 美術 A-1 

大学理学部助教授 博士（理学） ＊＊＊＊ 化学 C-1 

大学理学部教授 博士（理学） ＊＊＊＊ 化学 C-1 

熊本電波工業高等専門

学校名誉教授 
学士 ＊＊＊＊ 物理 C-1 

 学士 ＊＊＊＊ 英語 B-2 

熊本電波工業高等専門

学校名誉教授 
修士（理学） ＊＊＊＊ 数学 C-1 

熊本電波工業高等専門

学校名誉教授 
学士 ＊＊＊＊ 数学 C-1 

大学理学部講師 修士（理学） ＊＊＊＊ 数学 C-1 

大学(非常勤講師)，外

国人 
 ＊＊＊＊ 英語 B-2 

大学(非常勤講師) 修士（文学） ＊＊＊＊ 英語 B-2 

大学(非常勤講師) 修士（文学） ＊＊＊＊ 英語 B-2 
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観点３－１－②： 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置さ

れているか。 

 

（観点に係る状況）  

 専門学科の定員および現在の配置状況を（資料３－１－②－１）に示す。実験・実習を担当するた

めの助手も雇用している。また，専任教員では不足する科目については，非常勤講師の採用規定（資

料３－１－②－２）に基づき雇用している。各教員は，（資料３－１－②－３）に示すように，学位

を取得している。授業科目の決定に当たっては，一般科目同様授業担当者としての適性書を教務委員

会に提出し，配置している。なお，平成18年度の各学科の授業担当者一覧を（資料３－１－②－４）

に示す。 

なお，専門科目を担当する専任の教授および助教授の数は，38名，一般科目を担当する専任教員数

(教授，助教授のみ)は16名であり，合計54名の半分を上回っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 高専設置基準第6，7条を満たして常勤教員を配置し，また実験・実習を担当するための専任の助手

を置いている。常勤で不足する科目については，規定に基づき，非常勤講師を雇用している。科目を

担当するにあたっては，科目担当適性を示す書類を提出し，適切な配置を行っている。また，高専設

置基準第8，9条も満たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料３－１－②－１） 教員の配置状況（高専間人事交流により派遣中の教員 1 名を含む） 

           H18.5.15 現在 

一般科目 情報通信工学科 電子工学科 電子制御工学科 情報工学科 合計 
学科 

定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 充足率(％)

教授 9 7 6 6 5 5 4 5 4 5 28 28 100 

助教授 9 9 5 5 4 4 5 5 5 3 28 26 93 

助手 0 2 2 2 2 1 2 1 2 3 8 9 113 

合計 18 18 13 13 11 10 11 11 11 11 64 63 98.4 

（単位：人）
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（資料３－１－②－２） 非常勤講師の採用に関する申し合わせ 

 

（資料３－１－②－３）教員の学位取得状況 

一般科目 情報通信工学科 電子工学科 電子制御工学科 情報工学科 合計 
学科 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

博士 4 2 11 4 9 4 9 6 8 2 41(65%) 18(45%)

修士 12 8 1 0 0 1 1 0 1 2 15(24%) 11(28%)

学士 2 10 1 0 1 0 1 0 2 0 7(11%) 10(%25%)

その他 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0(0%) 1(3%) 

合計 18 20 13 4 10 6 11 6 11 4 63 40 

（単位：人）    
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（資料３－１－②－４） 平成 18 年度準学士課程科目担当者一覧   1/4 

情報通信工学科 

教員名 古賀広昭 下塩義文 大田一郎 松田豊稔 清田公保 小茂田治 

職名 教授 教授 教授 教授 教授 助教授 

学位 工学博士 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 工学士 

専門分野 

通信工学，環境

電磁工学，感性

工学 

情報通信工学，

環境電磁工学 

情報通信工学，

電力工学・電気

機器工学 

波動情報工学 感性情報工学 情報通信工学 

光情報ネットワ

ーク 
電気磁気学 電子回路学 電磁導波理論

ヒューマンメデ

ィア工学 
工学基礎 

知的生産学 
通信システム工

学 
計算機工学 基礎電気学 

応用プログラム

Ⅱ 
電気回路学 

   伝送回路学 信号処理   

   電波伝送学 
プログラミング

通論 
 

 情報通信工学実

験 

情報通信工学実

験 

 情報通信工学実

験 

情報通信工学実験

科目名 

 卒業研究  卒業研究  卒業研究  卒業研究  卒業研究  卒業研究 

       

教員名 西山英治 葉山清輝 山本直樹 合志和洋 永田和生 田口健治 

職名 助教授 助教授 助教授 助教授 助手 助手 

学位 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 

専門分野 
計測信号処理工

学 
半導体工学 

環境電磁工学，

ディジタル画像

処理 

感性工学，デ

ィジタル信号

処理，福祉工

学 

情報通信工学，

計算機工学 

計算電磁気学，電

磁波工学 

情報処理 電子工学 
コンピュータ工

学Ⅰ 
電気回路学 情報処理(実習) 通信基礎演習 

電気通信法規 計算機工学 
コンピュータ工

学Ⅱ 
環境技術工学

基礎電気学(実

験) 

応用プログラムⅠ

(実験) 

通信応用工学 基礎情報工学 工学基礎 基礎電気学  基礎電気学(実験)

  データ通信    

  情報通信工学実

験 

情報通信工学

実験 

情報通信工学実

験 

情報通信工学実験

科目名 

 卒業研究  卒業研究  卒業研究  卒業研究 
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（資料３－１－②－４） 平成 18 年度準学士課程科目担当者一覧（続き）   2/4 

電子工学科 

教員名 堤 一男 下田道成 三好正純 伊山義忠 大山英典 紫垣一貞 

職名 教授 教授 教授 教授 教授 助教授 

学位 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 工学博士 工学士 

専門分野 
音声情報処理，

マイクロ波応用

電磁界理論，電

波伝搬，マイク

ロ波工学 

信号処理工学，

感性情報工学

マイクロ波工

学 
半導体工学 

電気計測，電子計

測 

工学基礎 電気回路学 電子回路学 電気磁気学 電子工学Ⅱ 基礎電気学 

電子回路学 電気磁気学 計算機工学 電気回路学 電子工学演習Ⅰ 電気計測 

計算機工学 電子工学演習Ⅲ 電子機器学 電気回路特論 電子工学演習Ⅲ 電子計測 

電子制御工学  電子回路学Ⅱ 
通信工学特論

Ⅱ 
電子工学特論Ⅰ  

電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験 

科目名 

卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 

       

教員名 大石信弘 工藤友裕 高倉健一郎 松尾和典 

職名 助教授 助教授 助教授 助手 

学位 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学）

専門分野 
表面電子工学，

ナノ構造科学 

半導体工学，光

物性 

電子工学，材料

工学 

ニューラルネ

ットワーク

基礎電気学 基礎情報工学 計算機工学 
基礎電気学(実

験) 

情報処理応用Ⅱ 情報処理 電子工学Ⅰ 
計算機工学(実

験) 

電子工学演習Ⅱ 情報処理応用Ⅰ 電子材料 
情 報 処 理 ( 実

習) 

電子工学演習Ⅳ    

電子工学Ⅱ    

電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験 電子工学実験

科目名 

卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 
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（資料３－１－②－４） 平成 18 年度準学士課程科目担当者一覧（続き）   3/4 

電子制御工学科 

教員名 田畑 亨 山本芳一 松本 勉 永田正伸 大塚弘文 博多哲也 

職名 教授 教授 教授 教授 教授 助教授 

学位 博士（工学） 工学士 博士（学術） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学）

専門分野 
電子回路学，計

算機工学 

計算機工学，情

報処理 
情報工学 

制御工学，ロボッ

ト工学，メカトロ

ニクス工学 

制御工学 
情報工学，半導

体工学 

電子回路学 計算機工学 工学基礎 工学基礎 制御工学 基礎電気学 

 
マイクロコンピ

ュータ 
電気磁気学 工業力学 知識情報処理 電気回路学 

  計算機工学 ロボット工学 
メカトロニクス

工学 

オペレーティン

グシステム 

  技術英語  基礎情報工学  

電子制御工学実

験 

電子制御工学実

験 

電子制御工学実

験 

電子制御工学実験 電子制御工学実

験 

電子制御工学実

験 

科目名 

卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 

       

教員名 柴里弘毅 嶋田泰幸 藤本信一郎 中島栄俊 野尻紘聖 

職名 助教授 助教授 助教授 助教授 助手 

学位 博士（学術） 博士（工学） 博士（理学） 博士（工学） 修士（工学） 

専門分野 制御工学 
ディジタル信号

処理 
宇宙物理学 

ディジタル信号処

理 

医療福祉工学，

制御工学 

制御工学 情報処理 海外出張中 基礎電気学 
プログラミング

演習 

制御機器学 電気回路学  
プログラム言語特

論 

基礎電気学(実

験) 

電子制御工学演

習 

プログラミング

通論 
 

ハードウエア設計

論 
情報処理(演習) 

計測工学 電気磁気学  制御工学特論Ⅰ  

   メディア工学  

電子制御工学実

験 

電子制御工学実

験 

 電子制御工学実験 電子制御工学実

験 

科目名 

卒業研究 卒業研究  卒業研究  
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（資料３－１－②－４） 平成 18 年度準学士課程科目担当者一覧（続き）   4/4 

情報工学科 

教員名 田辺正実 神田一伸 小山義文 村上 純 小松一男 縄田俊則 

職名 教授 教授 教授 教授 教授 助教授 

学位 工学修士 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学） 博士（工学）

専門分野 情報理論 知識情報処理  

数値計算，デ

ジタル信号処

理 

現代システム制

御論 
制御工学 

情報ネットワー

ク論 
基礎情報工学 基礎電気学 工学基礎 計算機工学 基礎電気学 

オペレーティン

グシステムⅠ 
電気磁気学 電子回路学 電気回路学 数値計算論Ⅰ 計算機工学 

情報理論 計算機工学 情報数学 
ディジタル信

号処理概論Ⅰ
数値計算論Ⅱ 電子回路学 

オペレーティン

グシステムⅡ 
情報ネットワーク論Ⅱ  

ディジタル信

号処理概論Ⅱ
  

 計算機アーキテクチャ  特別研究 特別研究  

情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習

情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験

科目名 

卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 卒業研究 

       

教員名 孫 寧平 島川 学 神崎雄一郎 大隈千春 藤井 慶 

職名 助教授 助教授 助手 助手 助手 

学位 博士（学術） 博士（工学） 博士（工学） 修士（工学） 修士（工学） 

専門分野 
計算機科学，情

報理論 

システム工学，ソフト

コンピューティング，

知能情報学 

ソフトウェア

保護 ソフト

ウェア工学

ヒューマンウ

ェア工学 

音声合成，ヒュ

ーマンインター

フェース 

プログラミング

通論 
情報処理 工学基礎 基礎電気学 

基礎情報工学(演

習) 

アルゴリズム論 プログラミング特論Ⅰ 特別実験 電子回路学 情報処理(演習) 

データ構造 プログラミング特論Ⅱ 特別研究 
プログラミン

グ演習 

情報ネットワー

ク論Ⅱ(演習) 

特別研究 情報数学    

情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 情報工学演習 

情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 情報工学実験 

科目名 

卒業研究 卒業研究 卒業研究   

 



熊本電波工業高等専門学校 基準３ 

 - 70 - 

観点３－１－③： 専攻科を設置している場合には，教育の目的を達成するために必要な専攻科の

授業科目担当教員が適切に配置されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 専攻科の教育目標（前出資料１－１－①－７）に対して，（前出資料３－１－③－１）のような科

目を設定し教育を実施している。また，それに対する教員配置は以下のような方針で決定している。 

(1) 授業科目に対して，当該専門分野での研究実績を有する者を配置する 

具体的には，学位を取得していることを原則とし，十分な研究業績を有するものを担当者としてい

る。学位については，（資料３－１－③－２）に示すように担当教員 30 名のうち，29 名が学位を取

得している。また，各教員の研究業績は大学評価・学位授与機構に提出した書類で確認できる（資料

３－１－③－３） 

(2) いくつかの科目については，充分な企業経験を有し，特許・開発経験や企業社会交流経験を有す

る者を配置する 

具体的には，創造性工学，技術者倫理，起業化と社会，メカトロニクス概論，機械システム工学特

論などの科目について，企業経験者を配置している。資料に各科目担当者の経歴を示す（資料３－１

－③－４）。 

なお，各科目の教員の配置に対しては大学評価・学位授与機構の審査を経て実施している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専攻科の教育の目的を達成するために必要な専攻科の教員は，ほぼ全員が学位を所持し，かつその

科目の担当については，教員の専門科目との対応を大学評価・学位授与機構の審査を経て決定してお

り，十分適切に配置されている。 
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（資料３－１－③－１） 専攻科カリキュラム（両専攻共通科目）    1/3 

学年別授業計画（学年・学

期） 
授業科目 

専攻科教

育目標と

の対応 

単位数

（時間

数） 

授業

形態

必修

・選

択別

担当

教員
学位 

１・前 
１・

後 

２・

前 

２・

後 

コミュニケーション

英語 
(4) 2(30) 講義 必修 光永 修士（文学） 2     

起業化と社会 (5),(6) 2(30) 講義 必修 小山 博士（工学） 2     

創造性工学 (1) 2(30) 講義 必修 古賀 工学博士 2     

ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ技術 (2) 2(30) 講義 必修 清田 博士（工学） 2     

必 

修 

 

10 

感性情報工学 (2) 2(30) 講義 必修 古賀 工学博士 2     

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ信号処理工学 (1) 2(30) 講義 選択 嶋田 博士（工学）   2   

物理数学 (5) 2(30) 講義 選択 本田 理学博士 2     

数値計算論 (3) 2(30) 講義 選択 村上 博士（工学）     2  

離散数学 (5) 2(30) 講義 選択 縄田 博士（工学）   2   

応用物理科学 (5) 2(30) 講義 選択 松田 博士（工学） 2     

人間生体工学 (2) 2(30) 講義 選択 合志 博士（工学）     2  

材料工学 (1) 2(30) 講義 選択 葉山 博士（工学）   2   

計測と制御 (1) 2(30) 講義 選択 大塚 博士（工学） 2     

情報工学基礎論 (3) 2(30) 講義 選択 孫 博士（学術）   2   

技術者倫理 (5),(6) 2(30) 講義 選択 古賀 工学博士   2   

プロジェクト実習 A1 (2),(6) 1(45) 実習 選択 ＊   1   

プロジェクト実習 A2 (2),(6) 2(90) 実習 選択 ＊   2   

プロジェクト実習 A3 (2),(6) 3(135) 実習 選択 ＊   3   

プロジェクト実習 A4 (2),(6) 4(180) 実習 選択 ＊   4   

技
術
共
通
科
目 

選 

択 

16 

プロジェクト実習 B (2),(6) 2(90) 実習 選択 ＊   2   

開設単位数   34      16 14 4  
  

修得すべき単位数   26            
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（資料３－１－③－１） 専攻科カリキュラム（電子情報システム工学専攻）（続き）   2/3 

学年別授業計画（学年

・学期） 
授業科目 

専攻科教

育目標と

の対応

単位

（時間

数）

授業

形態

必修

・選

択別

担当

教員
学位 

１・

前 

１・

後 

２・

前

２・

後 

回路システム学 (1) 2(30) 講義 必修 未定  2     

応用電磁気学 (1) 2(30) 講義 必修 下田 博士（工学） 2     

情報通信システム工学 (1) 2(30) 講義 必修 古賀 工学博士   2   

電子情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術 (4) 2(60) 演習 必修 ＊       1 1 

電子情報システム工学特論 (1),(6) 2(60) 演習 必修 ＊       1 1 

必 

修 

20 

電子情報ｼｽﾃﾑ工学特別研究 
(1),(2),(

4),(6)
10(450) 実験 必修 ＊     2 4 4 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ工学 (1) 2(30) 講義 選択
小茂

田 
工学士      2 

電磁環境工学 (1) 2(30) 講義 選択 下塩 博士（工学）      2 

画像情報処理工学  (3) 2(30) 講義 選択 三好 博士（工学）     2  

光情報処理工学 (1) 2(30) 講義 選択 松田 博士（工学）     2  

通信符号理論 (1) 2(30) 講義 選択 西山 博士（工学）     2  

電子物性論 (1) 2(30) 講義 選択 工藤 博士（学術）   2   

電子デバイス工学 (1) 2(30) 講義 選択 大山 工学博士      2 

集積回路工学 (1) 2(30) 講義 選択 大山 工学博士 2     

表面電子工学 (1) 2(30) 講義 選択 大石 博士（工学）     2  

通信ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ工学 (3) 2(30) 講義 選択
山本

直 
博士（工学）   2   

専
門 

選 

択 

16 

ディジタル電子回路学 (1) 2(30) 講義 選択 大田 博士（工学）   2   

  
開設単位数      42 

修得すべき単位数   36 
            6 10 14 12 

  
開設単位数      77 

修得すべき単位数   62 
                  

 ＊ 古賀，下塩，大田，松田，清田，西山，葉山，山本直，合志，下田，大山，三好，大石，工藤  

 

電子情報システム工学特別研究は教員が承諾して受理される。上記教員は担当できる教員名である。 

教員は電子情報システム工学特別研究を承諾した場合，電子情報コミュニケーション技術，電子情報システム

工学特論も合わせて実施する。 
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（資料３－１－③－１） 専攻科カリキュラム（制御情報システム工学専攻）（続き） 3/3 

学年別授業計画

（学年・学期）
授業科目 

専攻科教育目

標との対応

単位

（時間

数）

授業

形態

必修

・選

択別

担当

教員
学位 

１・

前 

１・

後

２・

前

２・

後

情報処理回路  (1) 2(30) 講義 必修 田畑 博士（工学）    2  

シミュレーション工学 (1) 2(30) 講義 必修 藤本 博士（理学）    2  

システム制御理論 (1) 2(30) 講義 必修 小松 博士（工学） 2    

制御情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術 (4) 2(60) 演習 必修 ＊      1 1

制御情報システム工学特論 (1),(6) 2(60) 演習 必修 ＊      1 1

必 

修 

 

20 

制御情報ｼｽﾃﾑ工学特別研究 
(1),(2),(4),

(6) 
10(450) 実験 必修 ＊     2 4 4

メカトロニクス概論 (1) 2(30) 講義 選択 永田 博士（工学） 2    

知的制御システム論 (1) 2(30) 講義 選択 柴里 博士（学術）     2

機械システム工学特論 (1) 2(30) 講義 選択 永田 博士（工学）   2   

計測工学概論  (1) 2(30) 講義 選択 博多 博士（工学）    2  

数理・ＯＲ工学  (3) 2(30) 講義 選択 神田 博士（工学）   2   

ファジイ工学特論  (1) 2(30) 講義 選択 島川 博士（工学）    2  

マルチメディア概論  (1) 2(30) 講義 選択 松本 博士（学術）   2   

アルゴリズム工学  (3) 2(30) 講義 選択 孫 博士（学術）     2

画像工学総論  (1) 2(30) 講義 選択 小山 博士（工学）   2   

専
門 

選 

択 

16 

ソフトウエア設計工学 (1) 2(30) 講義 選択 松本 博士（学術） 2    

  
開設単位数      40 

修得すべき単位数   36 
           6 10 14 10

  
開設単位数      75 

修得すべき単位数   62 
                 

 ＊ 田畑，松本，永田，大塚，博多，柴里，嶋田，藤本，神田，小山，村上，小松，縄田，孫，島川 

 

制御情報システム工学特別研究は教員が承諾して受理される。上記教員は担当できる教員名である。 

教員は制御情報システム工学特別研究を承諾した場合，制御情報コミュニケーション技術，制御情報システ

ム工学特論も合わせて実施する。 
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（資料３－１－③－４） 科目名と担当者の経歴 

科目名 経   歴 

創造性工学，技術者倫理 企業の研究所において，光ファイバ等の開発，23年。 

起業化と社会 電気メーカー電子機器の設計・開発，5年。財団法人の研究所画像処理シス

テム等の開発，17年 

メカトロニクス概論，機

械システム工学特論 

電機メーカーにおいて，鉄鋼プロセスラインの自動化に関する業務，4年。

財団法人の研究所において，ロボットの制御システム等の開発，13年 

 

（資料３－１－③－２） 専攻名と学位授与者 

専攻名 電子情報システム工学専攻 制御情報システム工学専攻 

教員データ 

・常勤担当教員数 15 名 

 （内，博士の学位授与者 14 名） 

・非常勤教員数  0 名 

・常勤担当教員数 15 名 

 （内，博士の学位授与者 15 名） 

・非常勤教員数  0 名 

 

（資料３－１－③－３） 学位授与機構に提出する研究業績書の例（一部） 
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観点３－１－④： 学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発化するための適切な措置（例

えば，均衡ある年齢構成への配慮，教育経歴や実務経験への配慮等が考えられ

る。）が講じられているか。 

 

（観点に係る状況） 

定年退職等による後任教員の補充に当たっては，「熊本電波工業高等専門学校教員選考内規」第２

条により，校長と学科の長が，事前に協議し，教員選考の基本方針を決定する。その場合，学科の年

齢構成等を考慮し，教授が退職した場合でも，助教授以下の教員を公募することもある。そのため，

（資料３－１－④－１）のとおり，本校教員の年齢の均衡は取れている。また，公募に当たっては，

年齢の均衡がとれるよう，年齢を明記し募集をしている（資料３－１－④－２）。 

性別による構成は，本校の中期目標で，女性教員を全教員の 10％以上とすると謳っているが，平

成 18 年 5 月 1 日現在 63 名の教員（校長を除く）に対し，女性教員は，6名で 10％を満たしている。 

公募の際には，教育の目的に応じた教員を採用するため，応募資格の中で，担当科目を明記してい

る。また，提出書類としては，業績等の他に，高専の教育・研究に対する抱負を提出させている。選

考にあたっては，業績等はもちろんのこと模擬授業かプレゼンテーションを課すことにより，教育の

目的に照らしてふさわしいか教員としての資質を有するかを判断している。 

 社会人博士課程に就学希望のある場合は，本人の希望により認めている。近年の論文および社会人

博士課程による，学位取得者数を（資料３－１－④－３）に示す。現在も，3名が社会人博士課程に

在学中である。 

外国人教員は現在，常勤としては雇用していないが，非常勤として，英語，中国語，専門科目に合

計3名を雇用している。なお，中期目標において外国人教員も募集対象とするようにしており，公募

にあたっては日本人に限定せずに募集している。 

業務経歴を有する教員の採用についても，適宜公募の条件として「企業経験のあることが望まし

い」などの表現で募集を実施している（資料３－１－④－２）。現在，企業等の経験者数は（資料３

－１－④－４）のとおりである。 

優秀教員表彰制度を定めている。これについては，観点３－２－②で述べる。 

（分析結果とその根拠理由）  

 採用時において，年齢，教育経歴，実務経歴等を考慮して，公募を実施している。外国人教員，男

女の割合についても配慮した採用を行っている。採用後においても，教員活動活性化のために，社会

人博士課程における学位の取得を認めており，これによる取得者も多数実績がある。 



熊本電波工業高等専門学校 基準３ 

 - 76 - 

 

 

（資料３－１－④－２）公募の例 

 

（資料３－１－④－１） 教員の年齢構成(H18年度の年齢) 

教員の年齢構成

0

2

4

6

8

10

12

14

25-
29

30-
34

35-
39

40-
44

45-
49

50-
54

55-
59

60-

年齢層

人
数

専門学科

一般科目

合計
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観点３－２－①： 教員の採用や昇格等に関する規定などが明確かつ適切に定められ，適切に運用

がなされているか。 

 

（観点に係る状況）  

 本校の「熊本電波高等専門学校教員選考内規」（資料３－２－①－１）第４条第１項で，選考方法

として，書類選考合格者に対し，面接審査及び教育能力の立証方法として模擬授業かプレゼンテーシ

ョンを課している。昨年度採用の教員に対しても，一般科目については，模擬授業を，専門科目につ

いては，プレゼンテーションを行ってもらい選考した。 

 また，昇任にあたっては，「同内規」第４条第３項により，学校運営に係る貢献度，教育活動にお

ける業績，学生生活指導に係る業績，地域活動における業績等を審査項目として加え教育上の能力を

考慮・評価し選考している。 

 また，非常勤講師については，「熊本電波工業高等専門学校非常勤講師の採用に関する申し合わ

せ」（前出資料３－１－②－２）の第 3 項（非常勤講師採用の手続）第 1号②「履歴書」，④「平成 

年度業担当者としての適性，科目の水準設定および授業使用教科書等選定理由書」（資料３－２－①

－２）を提出させ，人事委員会で教育上の能力を有するか判断している。 

（資料３－１－④－４）教員の企業経験者数とその企業経験年数

２年未満,

6名

５年以上,

3名

２年以上,

7名

２年未満 ２年以上 ５年以上

 

（資料３－１－④－３）論文および社会人博士課程による学位取得者数 

年度 

（平成） 
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

論文博士 

3名（豊橋

技科大×

2，京大） 

１名 

（岡山大） 

1名（豊橋技

科大） 

       

社会人博

士課程 

3名（熊大

×3） 

2名（熊大，

九工大） 

4名（熊大×

3，千葉大）

1名（九

工大） 

0名 3名(鹿大，

熊大×2) 

0

名 

0

名 

0

名

在籍

中3名
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（分析結果とその根拠理由）  

 教員の採用については，規則を定め，決められた手順にのっとり，人事委員会で適切に実施してい

る。昇任についても，規則を定め，必要な事項を評価し，選考を所定の手続きにのっとり，所定の委

員会で適切に実施している。非常勤講師についても，その科目担当適性を人事委員会で判断して採用

を実施している。 

 

 

（資料３－２－①－１）熊本電波高等専門学校教員選考内規 
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（資料３－２－①－２）平成 17 年度授業担当者としての適性，科目の水準設定および使用教科書

選定理由書の例 
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観点３－２－②： 教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され，

実際に評価が行われているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 高専機構による評価 

平成 14，15 年度国専協，平成 16 年度からは高専機構の実施する教員の教育業績等評価を行ってい

る。平成 16 年度は電子制御工学科の山本芳一教員，平成 17 年度には情報通信工学科の清田公保教員

が，独立法人国立高等専門学校機構理事長賞を受賞した。 

同時に，高専機構の教員顕彰候補者となった者について，平成 16 年度から，校長表彰をしている。

平成 16 年度は，「独立行政法人国立高等専門学校機構教職員表彰規則」及び「独立行政法人国立高

等専門学校機構教職員表彰規則の実施について」により，15 年度候補者 1 名も含め計 2 名，17 年度

は，「熊本電波工業高等専門学校教員表彰実施要項」第 2 条第１号により１名が表彰された。 

● 本校における評価体制と評価 

本校独自のシステムとして，（資料３－２－②－１）を制定し，教員の教育・研究に関する業績評

価を行っている。平成 17 年度に試行を行った。平成 18 年度からは，本格的に実施し，優秀者につい

ては同要項第 2 条第 2 号により表彰する予定である。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 教員の教育活動に関して，評価要項を制定し，年に一度の評価を実施し，それに基づき表彰あるい

は指導を実施している。また，高専機構による表彰も実施されている。 

 

 

（資料３－２－②－１）  「熊本電波工業高等専門学校教員表彰実施要項」 
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観点３－３－①： 学校において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員，技術職員等の

教育支援者が適切に配置されているか。 

 

（観点に係る状況）  

教育課程の展開に関わる事務職員，技術職員の配置状況を示す（資料３－３－①－１）。学生課教

務係，学生支援係，就学支援係の３係に合計 10 名の事務職員と看護師１名及び運転手１名，実習係

に９名の技術職員が配置されている。庶務課図書係には 3名（うち司書１名）が配置されている。教

育課程の展開においては，試験の実施，授業に関する日常的な業務等，多様な教務事務が必要であり，

これに対応して教務係が，学生の修学に必要な日常的な支援業務に対しては学生支援係が，学生寮に

ついては就学支援係が置かれている。また，学生の自主的な勉学のためには図書館が必要であり，そ

れに必要な事務および学生に対する支援を実施するために，図書係が置かれている。さらに，本校の

教育課程においては，一般科目の物理・化学を初め，専門学科における多くの実験・実習が含まれて

おり，これに対応するために，技術職員が９名配置されている。各係の支援内容については，事務組

織と学生課及び庶務課図書係の業務内容として，（資料３－３－①－２）に示すように本校の規則集

に明示されている。 

（分析結果とその根拠理由）  

事務職員については，各係に適切な人材・人数を配置して運営が行われている。技術職員について

は，本校の教育分野に十分支援できる人材と人員が確保されており，教育課程を展開するに必要な事

務職員及び技術職員が適切に配置されている。 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（資料３－３－①－１）  事務組織 

事務部長

庶務課長

会計課長

学生課長

課長補佐

課長補佐

課長補佐

庶務係 2
人事係 4
研究協力係 2
図書係 3 

総務係 3 
出納係 3 
用度係 2
施設係 3 

教務係 5 
学生支援係 5 
就学支援係 2 

実習係 9 



熊本電波工業高等専門学校 基準３ 

 - 82 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

（資料３－３－①－２） 熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋   1/6 

      第１章 総則 

第１条 この規程は，熊本電波工業高等専門学校事務組織規則第 10 条の規定に基き，庶務課，会計課及び学生課

の事務分掌について定める。 

       第２章 事務分掌 

第２条 庶務課に課長補佐及び次の４係を置く。 

       庶務係       人事係     研究協力係       図書係 

第４条 学生課に課長補佐及び次の４係を置く。 

     教務係       学生支援係       就学支援係       実習係 

（資料３－３－①－２） 熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋(続き)   2/6 

    第２条の６ 図書係においては，次の事務をつかさどる。 

      (１) 図書館資料の選定及び受入れに関すること。 

      (２) 図書館資料の収集及び整理に関すること。 

      (３) 図書館資料の広報に関すること。 

      (４) 図書館資料の閲覧，貸出に関すること。 

      (５) 図書館資料の保全管理に関すること。 

      (６) 図書館資料の修理製本に関すること。 

      (７) 図書館資料の支出決議行為等に関すること。 

      (８) 所掌事務の調査，統計及び諸報告に関すること。 

      (９) 図書館に関する委員会の事務を処理すること。 

   (10) その他図書館に関すること。 
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（資料３－３－①－２）熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋 (続き) 3/6 

  第４条の２ （学生課）課長補佐は，次の事務をつかさどる。 

  (１) 教育課程の編成及び実施に係る専門的事項に関すること。 

    (２) 学生の修学指導に係る専門的事項に関すること。 

    (３) 入学者の選抜に係る専門的事項に関すること。 

    (４) 学生の学籍に係る専門的事項に関すること。 

    (５) 厚生補導に係る専門的事項に関すること。 

    (６) その他学務に係る事務のうち重要な企画，調査及び連絡調整に関すること。 

第４条の３ 教務係においては，次の事務をつかさどる。 

  (１) 学生課所掌事務の総括及び連絡調整に関すること。 

    (２) 学生の募集及び入学者の選抜に関すること。 

    (３) 学生の入学，休学，退学，転学及び卒業等に関すること。 

    (４) 学生の出席，欠席等に関すること。 

    (５) 学生の修学指導，連絡及び相談に関すること。 

  (６) 教育課程の編成及び授業に関すること。 

  (７) 教科書その他教材に関すること。 

    (８) 学生の進学に関すること。 

  (９) 学生の校外実習及び見学に関すること。 

    (10) 学生の学業成績の整理及び記録に関すること。 

    (11) 学生指導要録の作成及び保管に関すること。 

(12)  学生証及び在学証明書，成績証明書等の発行に関すること。 

(13)  国家試験その他資格試験等に関すること。 

    (14) 留学生の受入れ及び修学指導に関すること。 

  (15) 所掌事務の調査，統計及び諸報告に関すること。 

    (16) 教務に関する各種委員会の事務を処理すること。 

    (17) その他，他の係の所掌に属しない事務を処理すること。 
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（資料３－３－①－２） 熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋(続き) 5/6 

第４条の５  就学支援係においては，次の事務をつかさどる。 

    (１) 学寮の管理運営に関すること。 

  (２) 学生の入退寮に関すること。 

    (３) 寮生の生活指導に関すること。 

    (４) 寮生の給食，栄養管理に関すること。 

    (５) 寮生の保健管理に関すること。 

    (６) 寮生の厚生福祉に関すること。 

    (７) 所掌事務の調査，統計及び諸報告に関すること。 

    (８) 寮務に関する各種委員会の事務を処理すること。 

    (９) その他学寮に関すること。 

（資料３－３－①－２） 熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋(続き) 4/6 

第４条の４  学生支援係においては，次の事務をつかさどる。 

    (１) 学生の課外活動に関すること。 

  (２) 学生及び学生団体の指導監督に関すること。 

    (３) 学生の集会，掲示及び印刷物に関すること。 

    (４) 学生の賞罰に関すること。 

    (５) 奨学生及び奨学金に関すること。 

    (６) 授業料等の減免及び徴収猶予に関すること。 

    (７) 学生の厚生施設の管理運営に関すること。 

    (８) 学生の保健管理及び保健施設の管理運営に関すること。 

    (９) 学生の就職あっせん及びアルバイトに関すること。 

    (10) 学生の旅客運賃割引証並びに通学証明書等の証明に関すること。 

    (11) 日本体育・学校健康康センターの事務に関すること。 

  (12) 留学生の厚生福祉に関すること。 

    (13) 自動車の管理運用に関すること。   

    (14) 所掌事務の調査統計及び諸報告に関すること。 

    (15) 学生の厚生補導に関する各種委員会の事務を処理すること。 

    (16) その他学生の厚生補導に関すること。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 該当なし 

（改善を要する点）  

 該当なし 

（３）基準３の自己評価の概要 

 一般科目の教員は配置は，本校の教育目標にも対応している。各学科の専門教員についても，本校

の教育目標に対応した形で，またその専門性についても考慮されて実施されている。専攻科において

は，ごく一部の科目を除き，博士の学位取得者を配置しており，その専門性と科目の対応については，

大学評価・学位授与機構の審査を経て配置されている。教員組織の活性化については，採用時に年齢

のバランス，企業経験等を考慮して公募を実施している。採用にあたっては，男女，国籍等の区別な

く公平な選考を実施している。採用後に，学位の取得を希望するものについては，社会人博士課程へ

の進学を認めており，在学期間中負担を軽減するなどの支援を実施している。優秀教員の表彰制度も

定めており，過去2年間において3名の教員が表彰を受けている。教員の採用，昇格についての規定を

定めており，その運用は人事委員会を中心に適切に行われている。教員の教育活動の評価については，

評価の仕組みは作成され，試行まで実施されている。教育課程を展開するのに必要な事務職員，技術

職員はその支援内容に対して，適切な配置がなされている。 

 

 

(資料３－３－①－２） 熊本電波工業高等専門学校事務分掌規程抜粋(続き) 6/6  

第４条の６ 実習係においては，次の事務をつかさどる。 

    (１) 実験実習に関すること。 

(２) 実験実習用機器及び研究用機器の保全管理に関すること。 

  (３) 高度情報教育センターに関すること。 

  (４) 無線局の管理運用に関すること。 

  (５) 実験実習用器材の整備及び保管に関すること。 

  (６) 研究用機器の製作に関すること。 

  (７) その他実験実習に関すること。 
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基準４ 学生の受入 

 

（１）観点ごとの分析 

観点４－１－①： 教育の目的に沿って，求める学生像や入学者選抜（例えば，準学士課程入学者

選抜，編入学生選抜，留学生選抜，専攻科入学者選抜等が考えられる。）の基本

方針などが記載されたアドミッション・ポリシーが明確に定められ，学校の教職

員に周知されているか。また，将来の学生を含め社会に公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  
● アドミッション・ポリシーの設定 

準学士課程のアドミッション・ポリシーの(1)～(4)に，本校の教育理念・教育目標の(1)～(4)を取

り入れ，定めている（資料４－１－①－１）。 

4 年次編入学のアドミッション・ポリシーは，準学士課程のアドミッションポリシーのレベル設定

を一部変更して定めている（資料４－１－①－２）。 

 専攻科課程のアドミッション・ポリシーも本校の教育目標に対応するように，また専攻科生として

のレベルを考慮して，定めている（資料４－１－①－３）。 

● アドミッション・ポリシーの公開 

準学士課程のアドミッション・ポリシーは入学者募集要項，ホームページ等で公表されている（資

料４－１－①－４，５，６，７）。入学者募集要項と進学志望の手引きは，九州・熊本県内の中学校，

全国の高専に計 384 部を配布（前出資料１－２－②－９）。教員には，（資料４－１－①－８）を配

布。中学生には，夏休み，11 月の学校説明会で進学志望の手引きを用いて説明している。県内の中

学校へは 10，11 月に教員が訪問し，入学者募集要項，進学志望の手引きを用いて説明している。 

4 年次編入学のアドミッション・ポリシーは編入学者募集要項，本校ホームページで公表している

（資料４－１－①－７，９）。編入学者募集要項は，九州内の工業高校等を中心に計 360 部配布して

いる（前出資料１－２－②－１０）。 

専攻科課程のアドミッション・ポリシーは，専攻科入学者募集要項および本校ホームページで公表

している（資料４－１－①－７，１０）。専攻科入学者募集要項は全国の高専を中心に計 70 部配布

している（前出資料１－２－②－１１）。 

 （資料４－１－①－１１）に，教職員に対するアドミッション・ポリシーの周知状況を示す。準学

士課程については，教員の８割，職員の 5割が「良く知っている」あるいは「ある程度知っている」

と回答している。4 年次編入学については，教員の 6 割，専攻科課程については，教員の７割，職員

の４割強が同様の回答である。 

 
（分析結果とその根拠理由） 

 本校の教育目標に沿ったアドミッション・ポリシーが，準学士課程，4 年次編入学，専攻科課程毎

に定められている。それらのアドミッションポリシーは，募集要項，学校概要等を通じ教職員に周知

されるとともに，社会に対し，ホームページを通じ広く公表されている。 
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（資料４－１－①－３）  熊本電波高専アドミッション・ポリシー（専攻科課程用） 

(1) 電子情報系の基礎的な技術を持ち，より高度で幅広い技術的な知識を吸収する意欲の高い人 

(2) 日本語・英語の基礎的なコミュニケーションの能力を持ち，さらにその能力の向上を目指す人 

(3) 新しい技術開発の創造，計画，システム構築等に対して意欲を持ち，積極的に挑戦する人 

(4) 柔軟な発想と人類への貢献意識を持ったチャレンジ精神豊かな人 

（資料４－１－①－４） 準学士課程アドミッション・ポリシーの公表 

【出典：平成 18 年度入学者募集要項(準学士課程)，表紙裏】 

 

（資料４－１－①－１）  熊本電波高専アドミッション・ポリシー （準学士課程用） 

 電子・情報技術修得のための基礎学力と人文・社会・自然科学に対する広い関心を持ち，環境，異文化，国際社

会に対して真摯な姿勢と自ら考える視点を持っていることを基本として，本校は次のような人を広く求めます。 

(1) 理数科目についての十分な興味と基礎的な理解力を持ち，コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術の修得

を目指す人 

(2) 日本語及び英語での基本的なコミュニケーション能力を持ち，将来国際的にも活躍したいと思っている人 

(3) ものづくりに興味を持ち，発想豊かな技術者を目指す人 

(4) 人類全体へ貢献したいという希望を持ち，チャレンジ精神豊かな技術者となる意欲を持っている人 

（資料４－１－①－２）  熊本電波高専アドミッション・ポリシー （4年次編入学用） 

 電子・情報技術修得のための基礎学力と人文・社会・自然科学に対する広い関心を持ち，環境，異文化，国際社

会に対して真摯な姿勢と自ら考える視点を持っていることを基本として，本校は次のような人を広く求めます。 

(1) 理工系科目の基礎的知識を持ち，コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術の修得を目指す人 

(2) 日本語及び英語での基本的なコミュニケーション能力を持ち，将来国際的にも活躍したいと思っている人 

(3) 実践的技術能力に加えて，発想豊かな創造的技術者を目指す人 

(4) 人類全体へ貢献したいという希望を持ち，チャレンジ精神豊かな技術者を目指す人 
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（資料４－１－①－５） 準学士課程アドミッション・ポリシーの公表 

【出典：2006 学校案内(平成 17 年度作成「進学志望の手引き」) ，裏表紙】 

 

（資料４－１－①－６） 準学士課程アドミッション・ポリシーの公表 

【出典：平成 17 年度学校概要】
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（資料４－１－①－７）  本校ホームページでのアドミッション・ポリシーの公表 

（準学士課程，4年次編入学生，専攻科課程） 

【出典：本校ホームページ http://www.knct.ac.jp/admission/admission.html】 
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（資料４－１－①－８） 準学士課程，4 年次編入学アドミッション・ポリシーの教員への周知 

【出典：平成 18 年 1 月教員会説明資料】 

 

平成１７年度１月期教員会 入試関係資料 

平成１８年１月１２日

入試対策室

    （途中省略） 

（２）アドミッション・ポリシーについて（入学者募集要項の他，本校ホームページに掲載） 

【本科 】 

 電子・情報技術修得のための基礎学力と人文･社会･自然科学に対する広い関心を持ち，環境，異文化，国際社会

に対して真摯な姿勢と自ら考える視点を持っていることを基本として，本校は次のような人を広く求めます。 

（1）理数科目についての十分な興味と基礎的な理解力を持ち，コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術の修得

を目指す人 

（2）日本語及び英語での基本的なコミュニケーション能力を持ち，将来国際的にも活躍したいと思っている人 

（3）ものづくりに興味を持ち，発想豊かな技術者を目指す人 

（4）人類全体へ貢献したいという希望を持ち，チャレンジ精神豊かな技術者となる意欲を持っている人 

 

アドミッション・ポリシー【編入学(本科 4 年次)】 

 電子・情報技術のための基礎学力と人文・社会・自然科学に対する広い知識と教養を身につけ，環境，異文化，

国際社会に対して真摯な姿勢と自ら考える視点を持った中で，次のような人を広く求めます。 

（1）理工系科目の基礎的知識を持ち，コンピュータ技術と電子・情報系の基本技術の修得を目指す人 

（2）日本語及び英語での基本的なコミュニケーション能力を持ち，将来国際的にも活躍したいと思っている人 

（3）実践的技術能力に加えて発想豊かな創造的技術者を目指す人 

（4）人類全体へ貢献したいという希望を持ち，チャレンジ精神豊かな技術者をめざす人 

（資料４－１－①－９）4 年次編入学生用アドミッション・ポリシーの公表 

【出典：平成 18 年度編入学者募集要項，裏表紙】
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（資料４－１－①－１０） 専攻科用アドミッション・ポリシーの公表 

【出典：平成 18 年度専攻科学生募集要項，１頁】

 

（資料４－１－①－１１） 

 アドミッション・ポリシーの周知状況アンケート結果(平成 18 年 5 月実施) 

準学士課程 4年次編入学 専攻科課程 アドミッション・ポリ

シー 教員 46名 職員 43名 教員46名 教員46名 職員43名 

よく知っている 15名(33%) 6名(14%) 10名(22%) 9名(20%) 4名(9%) 

ある程度知っている 21名(46%) 17名(36%) 19名(41%) 22名(48%) 15名(35%)

見たことはある 8名(17%) 15名(35%) 13名(28%) 11名(24%) 17名(40%)

知らない 2名(4%) 5名(12%) 4名(9%) 3名(7%) 7名(16%) 

アドミッションポリシーの認知度
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観点４－２－①： アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用されており，実

際の入学者選抜が適切に実施されているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 準学士課程 

アドミッション・ポリシーの理数系能力に関して，以下の３つを改善している。 

1) 平成 15 年度入試より，推薦入試において適性検査（数学）を導入。 

2) 平成 17 年度入試より，適性検査（数学）の評価割合を変更。 

3) 平成 18 年度入試より，学力検査の 5 教科のうち数学の評価割合を他の教科の 2 倍とした。 

（推薦入試） 

（資料４－２－①－１）の 3－1 出願資格は，アドミッション・ポリシー(1)，(2)の「理数科目へ

の基礎的理解力と十分な興味」および「日本語及び英語での基本的コミュニケーション能力を持ち」

を反映させており，中学校での基礎的学力を重視した項目（3 年間の 9 科目の評定合計が 108 以上） 

や適性，興味，関心を重視する項目(同資料(注)1．推薦入学を希望する者に望まれる要件)が記載さ

れ，また，アドミッション・ポリシー(4)の「チャレンジ精神」に対して，特別活動が記載されてい

る(同資料(注)2．推薦入学を希望する者に対する特別活動の評価)。 

選抜方法は，推薦書，調査書，適性検査（数学）および面接である（資料４－２－①－２）。まず，

調査書の基礎学力部分を評価し，理数科目の基礎的理解力やコミュニケーション能力を審査する。面

接で，電子・情報系技術者をめざす人物の見極め，ものづくりへの興味，チャレンジ精神に関する部

分を実施し，受け答えの態度や内容から審査する。更に適性検査（数学）を課し，理数科目への基礎

的理解力を重視した審査を行う。これらに加え推薦書記載内容から，クラブ活動，学生会活動，資格

取得などの中学 3 年間の取り組みを審査し，チャレンジ精神豊かな技術者に関する評価としている。 

（学力入試） 

選抜方法を（資料４－２－①－３）に示す。学力入試では，アドミッション・ポリシー(1)の「理

数科目への基礎的理解力」の項目を重視し，特に数学の配点を 2 倍にした選抜を行っている。これに

より,受験時点での理数科目についての基礎的理解力を測り，推薦入試との差別化を図っている。な

お，学力入試におけるアドミッション・ポリシーの(3)と(4)は，志望時点で，これらに対応する意識

は持っているものと考えられるが，確認までには至っていない。 

 

● 4 年次編入学 

出願資格と選抜方法を（資料４－２－①－４）に示す。英語，数学，専門科目（情報科目，電気基

礎科目），小論文，面接の各試験を行い，アドミッション・ポリシーとの整合が取れるよう配慮され

ている。 

専門科目試験では理工系科目の基礎的知識を持っているかを検証し，英語，小論文試験で日本語，

英語の基本的コミュニケーション能力を検証する。「小論文」では，アドミッション・ポリシーに関

連した論題を出題し，面接では，チャレンジ精神やコンピュータ技術と電子情報系基本技術の修得意

欲についての設問を実施し，その受け答えの態度や内容からチャレンジ精神やコンピュータ技術と電

子情報系基本技術修得を目指しているかどうかの適性を判定する。 

● 専攻科 

入試選抜では，学科試験などの点数化できるものだけでなく，アドミッション・ポリシーに定めら
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れた受験生の学習意欲等についても何らかの妥当性の判断を必要とする。そこで，選抜において，

（資料４－２－①－５）に示したような手順でアドミッション・ポリシーを入学者決定に反映させて

いる。平成 18 年度の入学者に，この基準を適用した結果，本校出身の学生は全員がこの基準を満た

しており，他高専出身者１名についても第１段階でこの基準を達成していることが確認された。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

準学士課程の入試において，アドミッション・ポリシーを推薦入試，学力入試それぞれにおいて反

映させている。ただし，学力入試においてはアドミッション・ポリシーの(3)と(4)は直接には反映さ

れていないため，今後入学願書の出願資格等で反映させることも検討課題である。4 年次編入学試験

では，試験内容，面接においてアドミッション・ポリシーに沿った選抜方法，基準となっている。専

攻科入試では，アドミッション・ポリシーが反映された入試となっている。 

 

 

 

（資料４－２－①－１） 推薦による入学者の選抜の出願資格 

【出典：平成 18 年度 入学者募集要項（本科用），3 頁】

（資料４－２－①－２） 推薦入試の選抜方法 

【出典：平成 18 年度入学者募集要項（準学士課程用），6 頁】 
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（資料４－２－①－３） 学力検査による選抜の方法 

【出典：平成 18 年度入学者募集要項（準学士課程用），９頁】 

 

（資料４－２－①－４） 編入学者の出願資格と選抜方法 

【出典：平成 18 年度編入学者募集要項（4年次用），１-2 頁】 

 

 

（資料４－２－①－５） 専攻科アドミッション・ポリシーの入試での判定手順 

専攻科アドミッションポリシー

電子情報系の基
礎的な技術を持つ

日本語・英語のコ
ミュニケーション能
力を持つ

新しい技術開発の創
造，計画，システム構
築等に対する意欲

柔軟な発想能力と人類
への貢献意識を持った
チャレンジ精神豊か人

出身校において電
子情報系単位を取
得(予定含む)してい
るか(14単位以上)。

出身校において英
語，国語系単位を取
得(予定含む)してい
るか(5単位以上)。

出身校の教育目標
に類似の内容が記
載されているか。

出身校の教育目標
に類似の内容が記
載されているか。

yes

適

yes yes yesno no no no
他大学等の受講で
単位取得可能な範
囲か(4単位程度)。

yes no

面接を実施し，
意思の確認

yes no
不適

他大学等の受講で
単位取得可能な範
囲か(2単位程度)。

yes no

面接を実施し，
意思の確認

yes no
不適

技術系の卒業研究，
実験実施の単位を
取得か(6単位程度)。

yes no

面接を実施し，
意思の確認

yes no
不適

創造的授業(実験含
む)，社会系科目の単
位を取得(2単位程度)。

yes no

面接を実施し，
意思の確認

yes no
不適

適

適

適 適 適

適

適

適適

適 適
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観点４－２－②： アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実際に行われているかどうか

を検証しており，その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

 

（観点に係る状況） 

● 準学士課程 

平成 18 年度入試において，アドミッションポリシーに対応して，また中学の成績が絶対評価に変

わったことに対応し，学力試験の配点を従来の 2 倍とし，かつ数学の配点を他科目の 2 倍とした。

この変更について，現 4 年生に対して，従来方式と変更後の方式により計算した入試成績と，準学

士課程 3 年次の 終成績との相関を調査したものが（資料４－２－②－１）であるが，ほとんど変

化は見られない。平成 15 年度以降入学の学生についても，引き続き調査を続けていく必要がある。 

（資料４－２－②－１）からは，アドミッションポリシーに対応した変更が，入学後の成績に反

映されるかどうかの確認はできないが，もの作りへの興味やチャレンジ精神などについては，入学

直後のアンケート（資料４－２－②－２）から，合格者の多くが本校の魅力として「就職率の高

さ」および「進学（専攻科や大学編入）」を挙げていることから，間接的に反映されていることが

読み取れる。 

過去 5 年間の原級留置と中途退学者数を示す（資料４－２－②－３）。過去 5 年間平均で，退学

者は，1 年次 1.6％，2 年次 1.3％，3 年次 4.4％，4 年次 3.4％，5 年次 0.6％，原級留置者は，1 年

次 2％，2 年次 1％，3 年次 2.5％，4 年次 3.6％，5 年次 0.6％である。進学，就職については，別の

観点で述べるとおり，ほぼ理工系に進学している。 

● 4 年次編入学 

入学後の成績を示す（資料４－２－②－４）。平成 14 年度に入学試験の 低ラインを設定し，こ

れ以降，成績が向上している。平成 14 年度以降の中途退学者は 2 名となっている(1 名は経済的理由

による)。 

● 専攻科課程 

 専攻科課程のアドミッションポリシーは，本校の教育理念・目標に沿ったものであり，準学士課程

と継続性があるため，本校準学士課程の卒業生は，専攻科のアドミッションポリシーを満たしている。

他高専からの入学者については，入学願書受付け時に（前出資料４－２－①－５）のフローに従って，

確認している。入学後の検証の一つとして，入学生数に対する退学者数がある。（資料４－２－②－

５）は専攻科課程の退学者数である。現在まで総数 9 名で，入学者総数に対する割合は，約 4％であ

る。退学理由は，経済的理由 2名，進路変更 7名である。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

準学士課程の学力検査入試において，アドミッション・ポリシーに沿った学生受入になっている

かどうかの調査は，現時点では中学側の制度変更，本校での変更もあり，明確に把握することがで

きない。間接的には，新入生へのアンケート，入学後の原級留置・退学等の調査，進路実績等によ

り確認できる。準学士課程 3 年次において，他の学年よりやや退学者が多いが，これは中学卒業時

に進路を決定してきており，入学後において進路変更を決意するものがある程度いるのはやむを得

ないと考える。全体的には，原級留置，退学とも数％以下の値であり，本校の求める資質を持った

学生が入学しているものと考えられる。 

 4 年次編入学については，今のところおおむね良好と思われる。今後も引き続き，注意していく必
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要がある。 

 専攻科課程については，退学者数が入学者の約 4％程度あるが，本科と同程度であり，また近年は

少なくなっていることからも，現時点では特に問題ないものと考える。 

 

 

 

（資料４－２－②－１） 入学試験配点変更と 3 年次の成績との関係 1/2 

学力入試(平成15年度)の成績と準学士課程3年次の成績の関係
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（資料４－２－②－２） 志望動機，本校の魅力に関する調査結果 

【出典：平成 18 年度入学生へのアンケート結果】 

志望動機

教育内容に関
心あり
14%

5年間一貫教
育
11%

早期専門教育
21%

就職率の高さ
39%

大学編入可能
9%

専攻科で学士
が取れる

4%

その他
2%

 電波高専の魅力、複数回答（570件）

大学編入学可
能
8%

学費が大学よ
り安い

4%

電子情報系に
特化した高専

10%

大学受験にと
らわれない勉

強
11%

ロボコン、プロ
コン
2%

施設の充実
9%

専攻科で学士
取得可能

3%

就職率100％
25%

バイク免許が
低学年でも許

可
8%

自由な校風
20%

その他
0%

（資料４－２－②－１）入学試験配点変更と 3年次の成績との関係(続き) 2/2 
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（資料４－２－②－３） 原級留置者数の統計    1/2 

学年 学科 年度（平成） 13 14 15 16 17 

1 年 原級留置  7  2 7 

2 年 原級留置 2  1 2 3 

情報通信工学科 原級留置   1   

電子工学科 原級留置 1  1 1 1 

電子制御工学科 原級留置 3 1 2 3 3 
3 年 

情報工学科 原級留置  1  1 1 

情報通信工学科 原級留置 1    1 

電子工学科 原級留置   3 1 2 

電子制御工学科 原級留置 1 5 3 1 2 
4 年 

情報工学科 原級留置 2 6   1 

情報通信工学科 原級留置      

電子工学科 原級留置   1 1  

電子制御工学科 原級留置     1 
5 年 

情報工学科 原級留置   1  1 

合計 原級留置 10 20 13 12 23 

退学者数の統計 

学年 学科 年度（平成） 13 14 15 16 17 

1 年 退学 2 1 9 1  

2 年 退学 2 2 1 1 4 

情報通信工学科 退学 2 2 3 3  

電子工学科 退学 1 1 2 2 1 

電子制御工学科 退学  1 5 2 3 
3 年 

情報工学科 退学 1 2 4 1 1 

情報通信工学科 退学 1 2 1 3  

電子工学科 退学 1  2 5 1 

電子制御工学科 退学 5 1 6 2 1 
4 年 

情報工学科 退学 1 1 4 1  

情報通信工学科 退学      

電子工学科 退学  1  2  

電子制御工学科 退学   1   
5 年 

情報工学科 退学   1   

合計 退学 14 14 33 18 11 
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（資料４－２－②－３） 原級留置，退学者数の統計(続き)    2/2 
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（資料４－２－②－４） 4 年次編入生の入学後の成績 

入学年度 出身高校 入学学科 ４年次成績 ５年次成績 卒業後の進路・進路変更 

工業高校 Ａ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ａ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｃ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

普通科 Ａ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

平成 13 年度 

普通科 Ｄ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｂ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｂ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――平成 14 年度 

工業高校 Ｄ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ａ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｃ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――平成 15 年度 

普通科 Ｃ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｂ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｂ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――平成 16 年度 

普通科 Ｂ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｃ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――

工業高校 Ｃ工学科 **/** **/** ―― ――――― ――――平成 17 年度 

工業高校 Ｃ工学科 **/** **/** ―――――――――――― 

中途退学の理由は，進路変更，経済的理由，自己都合等 

（資料４－２－②－５） 専攻科課程退学者数 

退学 
年度 入学者数

１年 ２年 

H12 22 1 - 

H13 21 3 1 

H14 28 0 0 

H15 37 3 0 

H16 35 0 0 

H17 30 0 1 
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観点４－３－①： 実入学者数が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になっていない

か。また，その場合には，これを改善するための取組が行われるなど，入学定員と実入学者数との関

係の適正化が図られているか。 
 
（観点に係る状況）  

過去 5 年間の準学士課程への入学数を（資料４－３－①－１）に示す。入学定員に対し，入学者の

比は 1.0 倍～1.1 倍に収まっている。 

過去 5 年間の 4 年編入生の入学数と翌年の 4 年の学生数を（資料４－３－①－２）に示す。これも，

編入を受け入れた学科の定員に対し 大でも 1.2 倍以内となっている。 

過去 7 年間の専攻科課程入学者の状況を（資料４－３－①－３）に示す。実入学者数は，定員のほ

ぼ 2 倍以内としている。平成 15，16 年度の入学希望者が多い時期，高いニーズを考慮して一時的に

定員の 2 倍強の人数を入学させている。平成 17 年度からは 2 倍を上回ることは無い。定員を大幅に

下回ったことはない。専攻科課程への入学者数を，定員のほぼ 2 倍以内としているのは下記のような

理由による。 

専攻科課程の専門教育を行なう教員は 33 名であり，定員の 2 倍の 32 名を入学させても，1 教員あ

たり 1 名となり，充分な教育指導ができる環境にある。専攻科特別研究においては，後期に１年生と

2 年生が同時に研究室に配属されるが，定員ちょうどであれば，１研究室当たり 2 年毎に１名で，定

員の 2 倍なら毎年学生が配属される。これにより，研究室で孤立することもなく，学生同士の討論や

研究の引継ぎ等が可能となり，良い効果をもたらす。つまり，定員の 2 倍程度というのは本校におい

ては，学生にとってむしろ教育が適切に行なわれる環境を作ることになると考えられる。また，研究

室を複数教員で共同利用するなど工夫をしており，一人当たりの広さはおよそ 8.7ｍ2 であり，卒研

生のみの研究室平均である 10.4ｍ2には及ばないが，十分な広さを確保できている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 準学士課程においては，入学者数は適正である。編入学においても，適切な数となっている。また，

専攻科課程においても，教育体制，教育の適切さから考えて許容される範囲の入学者数と考える。 
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（資料４－３－①－１） 過去 5 年間の準学士課程入学試験の統計データ 

１年生学科別在籍者数及び新入学者数       

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 
学 科／年 度 

在籍者数 入学者数 在籍者数 入学者数 在籍者数 入学者数 在籍者数 入学者数 在籍者数入学者数

情報通信工学科 43 43 45 43 42 42 40 40 43 42 

電子工学科 43 43 45 43 41 41 42 42 44 41 

電子制御工学科 41 41 43 42 43 43 44 43 44 43 

情報工学科 43 43 45 43 43 43 44 43 45 43 

計 170 170 178 171 169 169 170 168 176 169 

 備考 １．毎年度４月１日現在の在籍者数     

     ２．在籍者数には、入学者数を含んだ数    

 

（資料４－３－①－２） 過去 5 年間の準学士課程編入学試験の統計データ 

４年生学科別在籍者数及び編入学者数       

平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 
学 科／年 度 

在籍者数 入学者数 在籍者数 入学者数 在籍者数入学者数在籍者数 入学者数 在籍者数入学者数

情報通信工学科 45 － 42 1 40 － 42 － 44 － 

電子工学科 41 2 45 － 41 3 45 － 47 － 

電子制御工学科 42 － 47 2 41 － 36 3 39 2 

情報工学科 42 1 48 － 42 － 37 0 43 － 

計 171 3 182 3 164 3 160 3 173 2 

 備考 １．毎年度４月１日現在の在籍者数     

     ２．在籍者数には、入学者数を含んだ数    
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（資料４－３－①－３） 過去 7 年間の専攻科課程入学試験の統計データ 

(1) 推薦入学による選抜 

電子情報システム工学専攻 制御情報システム工学専攻 
年度 

受験者数 合格者数 入学者数 受験者数 合格者数 入学者数 

入学者数

合計 

平成 12 － － － － － － － 

平成 13 4 人 4 人 4 人 6 人 6 人 6 人 10 人 

平成 14 9 人 9 人 9 人 6 人 6 人 6 人 15 人 

平成 15 5 人 5 人 5 人 3 人 3 人 3 人 8 人 

平成 16 8 人 8 人 8 人 7 人 7 人 7 人 15 人 

平成 17 9 人 9 人 9 人 8 人 8 人 8 人 17 人 

平成 18 12 人 10 人  10 人 7 人 7 人 7 人 17 人 

 

(2) 学力検査による選抜 

電子情報システム工学専攻 制御情報システム工学専攻 
年度 

受験者数 合格者数 入学者数 受験者数 合格者数 入学者数 

入学者数合

計 

平成 12 13 人 13 人 13 人 9 人 9 人 9 人 22 人 

平成 13 15 人 13 人 8 人 10 人 6 人 3 人 11 人 

平成 14 10 人 8 人 7 人 9 人 9 人 6 人 13 人 

平成 15 26 人 19 人 18 人 18 人 13 人 11 人 29 人 

平成 16 17 人 10 人 10 人 14 人 10 人 10 人 20 人 

平成 17 8 人 6 人 6 人 11 人 8 人 7 人 13 人 

平成 18 11 人 7 人 4 人 13 人 8 人 5 人 9 人 

 

(3) 入学者（受験者数）の合計 

入学者数 （受験者数） 
専攻 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 

電子情報シス

テム工学専攻 
13(13) 

12 

(19) 

16 

(19) 

23 

(31) 

18 

(25) 

15 

(17) 

14 

(23) 

制御情報シス

テム工学専攻 

9 

(9) 

9 

(16) 

12 

(15) 

14 

(21) 

17 

(21) 

15 

(19) 

12 

(20) 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 該当なし。 

（改善を要する点） 

準学士課程の学力入試においてアドミッションポリシーの一部が直接的には反映されていない

点。また，アドミッションポリシーに沿った学生受け入れについては，組織的に検証することを

明確に定めていないため，今後検討が必要である。 

 

（３）基準４の自己評価の概要  

準学士課程，4 年次編入学，専攻科課程の各入学者選抜いずれでも，教育の目的に沿ってアドミッ

ション・ポリシーが個別に明確に定められ，募集要項やホームページにて社会に公表されている。 

入学者選抜は，準学士課程，編入学，専攻科課程において，ほぼアドミッション・ポリシーに沿っ

た形で実施されている。受け入れた学生がアドミッション・ポリシーに沿った人材かどうかのチェ

ックは，準学士課程においては，一部分析を行ったり，新入生へのアンケートを実施することなど

で行われているが，今後も継続的に実施が必要である。入学者数と定員との関係は，全ての推薦，

学力選抜において適切である。専攻科は実入学者が定員より多い状況であるが，教育体制が対応で

きており問題はない。 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準５ 

 - 105 - 

基準５ 教育内容及び方法 

 

（１）観点ごとの分析 

＜準学士課程＞ 

観点５－１－①： 教育の目的に照らして，授業科目が学年ごとに適切に配置（例えば，一般科目

及び専門科目のバランス，必修科目，選択科目等の配当等が考えられる。）され，

教育課程の体系性が確保されているか。また，授業の内容が，全体として教育課

程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために適切なものになっている

か。 

 

（観点に係る状況） 

 （資料５－１－①－１）に，各学科の学年ごとの科目配置を示す。選択科目の比率は，卒業に必要

な167単位中15単位で，約10％である。学年進行に伴う一般科目と専門科目の比率は，各学科とも１

年生から順に，おおむね１：４，１：３，１：１，１：２，１：７となっており，高学年になるにし

たがって，専門科目の割合が増えている。各学科とも，（前出資料１－１－①－１１）に示すように，

学科の教育目標に対応した科目を配置しており，同資料には科目間の関連も示している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専門科目は，学生の技術的発達に合わせ，低学年から徐々に増えるように設定されている。低学年

で必修科目中心に，電気電子系の基礎的な知識と一般教養を授け，高学年では学生の技術的興味に応

じて，選択科目を設けている。授業科目は科目間の関係も考慮して，各学年に適切に配置され，体系

的に教育の目的を達成できるようになっている。 

 

 

(資料５－１－①－１) 学年毎の科目配置(必修/選択，一般/専門)       1/2 

【出典：平成 18 年度学生便覧】 

学年 1 2 3 4 5 
学科 

必修/選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択 必修 選択 

一般科目 26 0 24 0 17 0 8 2 3 1 
情報通信工学科 

専門科目 7 0 9 0 17 0 21 2 以上 20 10 以上

一般科目 26 0 24 0 17 0 8 2 3 1 
電子工学科 

専門科目 7 0 9 0 17 0 23 2 以上 18 10 以上

一般科目 26 0 24 0 17 0 8 2 3 1 
電子制御工学科 

専門科目 7 0 9 0 17 0 23 3 以上 18 9 以上

一般科目 26 0 24 0 17 0 8 2 3 1 
情報工学科 

専門科目 7 0 9 0 17 0 21 2 以上 20 10 以上
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観点５－１－②： 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程

の編成（例えば，他学科の授業科目の履修，他高等教育機関との単位互換，イン

ターンシップによる単位認定，補充教育の実施，専攻科教育との連携等が考えら

れる。）に配慮しているか。 

 

（観点に係る状況） 

・4，5年生の選択科目は基本的に全学科共通である（資料５－１－②－１）。１，２年は混合クラス

を採用し，専門科目の一部を学科毎に実施している。３年生の「英語１」は，５つのコース別授業を

実施している。熊本大学工学部と単位互換に関する協定を結んでいる（資料５－１－②－２，３）。 

・高専設置基準改正に伴い，4，5年生のほとんどの科目において，平成18年度より，1単位を45時間

の学修を必要とする学修科目を導入した。具体的には，授業25時間＋自学学習20時間の科目と，授業

15時間＋自学学習30時間の科目である（資料５－１－②－４）。 

・４年で「インターンシップ」を設定している（資料５－１－②－５）。 

・国際交流協定に基づき，学生をシンガポール，フィンランドのポリテクへ「英語研修派遣」，「海

外留学派遣」を行っている（後出資料７－１－④－６）。 

・資格取得の単位認定を実施している（資料５－１－②－６）。 

・JABEE対応コースにより，準学士課程4，5年と専攻科課程1，2年を通じて，一つの学習・教育目標

（資料５－１－①－１） 学年毎の科目配置(必修/選択，一般/専門)（続き）  2/2  

 【出典：平成 18 年度学生便覧】 

必修科目と選択科目の比率
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(a) 必修科目と選択科目の比率         (b)専門科目と一般科目の比率 
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のもとに教育を実施している（資料５－１－②－７）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

資格取得による単位認定，共通選択科目の導入，国際交流，大学との単位互換などを実施している。

インターンシップによる単位認定，学修科目の導入，JABEE教育プログラムによる専攻科課程との連

携などを実施している。 

 

（資料５－１－②－１）平成１８年度４年全科相互乗り入れ選択科目について  
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（資料５－１－②－２） 単位互換の協定書       
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（資料５－１－②－３） 単位互換の実施要領と事務取り扱い要領   
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（資料５－１－②－４） 学修科目の規定  【出典：学則，平成 18 年度学生便覧,p.16】 
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（資料５－１－②－５）インターンシップの単位認定申し合わせと単位認定例 1/2 
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（資料５－１－②－５)インターンシップの単位認定申し合わせと単位認定例 

（続き） 2/2 
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（資料５－１－②－６） 資格試験取得の単位認定 



熊本電波工業高等専門学校 基準５ 

 - 114 - 

 

（資料５－１－②－７）準学士課程と専攻科課程の連携の例（JABEE 対応教育プログラム） 

   【出典：JABEE 対応コース履修の手引き，2006 年度版。情報工学科の例を一部抜粋。】
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観点５－２－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適

切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている

か。（例えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，フィールド型授業，

情報機器の活用，基礎学力不足の学生に対する配慮等が考えられる。） 

 

（観点に係る状況） 

講義，演習，実験・実習の割合を（資料５－２－①－１）に示す，各学科ともおおむね講義60％，

演習20％，実験・卒研20％となっている。（資料５－２－①－２）に，各教員が実施している様々な

学習指導上の工夫を示す。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

講義に対して実験等の40％は，理論に加え，実験を重視する高専においては，適切な割合となって

いると考えられる。適切な学習指導法は教員にとって永遠の課題であるが，多くの教員がさまざまな

取り組みを実施している。 

 

 

 

 

（資料５－２－①－１） 専門科目における講義，演習，実験・実習の割合   

（4，5 年の選択科目については，代表的な例で各学科とも計 86 単位になるように調整） 

 【出典：平成 18 年度シラバス】 

学科 学年 1 2 3 4 5 合計 
専門科目全体に

対する割合[%]

専門科目 7 9 17 23 30 86 100 

講義 2 4 10 18 18 52 60.5 

演習 4 3 4 2 2 15 17.4 
情報通信工学科 

実験・卒研 1 2 3 3 10 19 22.1 

専門科目 7 9 17 25 28 86 100 

講義 2 4 11 18 15 50 58.1 

演習 4 3 3 4 3 17 19.8 
電子工学科 

実験・卒研 1 2 3 3 10 19 22.1 

専門科目 7 9 17 26 27 86 100 

講義 2 4 11 22 17 56 65.1 

演習 4 3 3 1 0 11 12.8 
電子制御工学科 

実験・卒研 1 2 3 3 10 19 22.1 

専門科目 7 9 17 23 30 86 100 

講義 2 4 12 18 14 50 58.1 

演習 4 3 2 2 5 16 18.6 
情報工学科 

実験・卒研 1 2 3 3 11 20 23.3 
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（資料５－２－①－２） 教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫の例     1/2 

学年 学科 科目名 内容 

1,2,4

年 

一般 国語 ディベート、調べもの発表（５分間），環境問題への取り組み提言発表などを

実施。通常の講義形式との時間的な割合は、１、２年生で２割。４年生で６割

程度。実施時期は、低学年では読解が終了した年度末頃、４年では通年。 

3 年 一般 英語 目的別(TOEIC スタンダード・アドバンス，基礎英語，進学英語，英会話)にクラ

ス編成を行い，4 クラスを 5 つに分けて授業を実施。 

４年 一般 哲学 討論型授業を一回２時間で年間３回（計６時間）行う。講義で取り上げた主題

について、賛成の立場と批判の立場をともに学生に引き受けさせ、教員の司会

のもとで意見交換させる。一回毎に、①論題の要約、②賛成批判それぞれの自

説、③討議の記録を書かせ提出させる。また教員は、学生の発言内容を記録す

る。以上は成績評価材料となる（全体の約１５パーセント分）。 

3 ， 4

年 

情 報

通信 

工学実験 指導教材として PC によるプレゼンテーションを取り入れることで、アニメーシ

ョンや写真を活用した解説を実施。 

3 年 情 報

通信 

電気磁気学 授業同等の教科書の解説ビデオを作成。ホームページで公開。授業でわからな

かったところを復習できるようにしている。 

4 年 情 報

通信 

通信システム

工学 

レポートで，電子回路シミュレーションソフトや，数値計算ソフトを用いるも

のを出題し，図やグラフで理解できるように工夫。 

4 年 情 報

通信 

計算機工学 講義に加え，アセンブラ・シミュレータによるソフト開発のための実習，トレ

ーニングキットを用いた各種インターフェース回路の製作とステッピングモー

タボード等による実践的応用回路の実験実施。 終的に，マイクロコンピュー

タを用いたシステム設計の課題を出し，各個人でテーマ設定からマニュアル作

成・実機によるデモまでを実践させ， 終的にレポートとして提出。 

5 年 情 報

通信 

工学実験 HDL(Hardware Description Language)実験で、テキストを Web 形式として、

個々の学生の進度に柔軟に対応可能としている。 

5 年 情 報

通信 

知的生産学 学生による提案、アイデア等を発表させ（プロジェクタ）学生に質問、討論を

行なわせて、議論と創造性を向上させている。 

１年 電 子

工学 

工学基礎 先端分野に関する講演実施。ソーラーシステムの設計・製作，電子回路図の作

成と組み立てなど実施 

2 ， 3

年 

電 子

工学 

情報処理，情

報処理応用Ⅰ 

教科書に沿った形の演習用 Web ページを作成し、C++プログラミング演習を実

施。 

１年 電 子

制御 

工学基礎 簡易型のライントレースロボットと LEGO を取り込んで学習指導法の改善を実

施． 

３ ，

4 ， 5

年 

電 子

制御 

電子回路，計

算機工学，制

御工学 

マイコン制御のライントレーサを目標に要素技術を 3，4 年で実施し，５年  

でマイコン制御型ライントレーサの製作を行わせ，競技会を実施。 

４ ，

５年 

電 子

制御 

技術英語，5

年の専門科目 

英語力向上およびコミュニケーション育成のため，英文法の復習と科学技術英

語に親しむことを目標。５年次専門科目の一部を英語により展開。 
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観点５－２－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って，適切なシラバスが作成され，活用されている

か。 

 

（観点に係る状況） 

シラバスは，（前出資料１－１－①－１３）のように，必要事項を記載して作成されている。準学

士課程では製本・配布し，専攻科課程ではホームページから参照している。 

授業評価アンケートの「授業はシラバスに沿って計画的に行われましたか」，「この授業科目のシ

ラバスを理解して授業に臨みましたか」の問いにより，シラバス活用を促している（資料５－２－②

－１）。（資料５－２－②－２）は，学生自身が「この授業科目のシラバスを理解して授業に臨みま

したか」に対する回答の，平成16，17年度での変化である。シラバス利用率が向上していることがわ

かる。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 授業の目標や，評価方法などが記載されたシラバスが作成されている。詳細な学習内容等を記載し

た追加のシラバスも作成されている。シラバスを教員，学生に配布すると共に，ホームページに掲載

し，周知を図っている。徐々に学生の利用度も上がってきている。 

（資料５－２－①－２） 教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫の例(続き)   2/2 

学年 学科 科目名 内容 

１ ，

２年 

情 報

工学 

基礎電気 講義中に実験を実施。例えば、静電気では、パンデグラフ機での静電気発生の

実験、電磁気では電磁力発生の実験。 

３年 情 報

工学 

電子回路 CAD（SPICE)での電子回路設計の演習を授業に取り入れている。 

３年 情 報

工学 

プログラミン

グ通論 

転科生や留学生およびプログラミング基礎力不足の学生について，対話・討論

型で授業を進め，実験や演習課題の難点を取り上げ，複数パターンのプログラ

ム作成によりプログラミング手法や言語の使い方を教える。 

4 年 情 報

工学 

工学実験 ソフトウェア実験で，各テーマ毎に全員が提出を完了した後に，プログラムの

例やプログラミングの要点，課題の考え方，アルゴリズムの例をホームページ

で公開し，各自の復習教材として利用させている。 

4 ， 5

年 

情 報

工学 

数値計算論Ⅰ

・Ⅱ，システ

ム制御理論 

演習課題提示とレポート提出を WebClass を通じて実施。 

 5 年 情 報

工学 

特別実験 「国際的に活躍できる」技術者教育の一環として，「英語によるプレゼンテー

ション」の演習を実施．基本的なプレゼンテーション英語の表現について学習

後，ジャーナルの興味の持てる研究について各自プレゼン資料を作り，5 分程度

でクラス全員の前で発表。 
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（資料５－２－②－２）シラバス活用状況 【出展：平成 16，17 年度授業評価アンケート】 

学生によるシラバス利用率の変化（横軸は，シラバスを理解して授業に臨んだ度合い） 

シラバス利用率の変化（Ｈ１６前期→Ｈ１７前期）

-7%

-10%

-7%

12%

7%

4%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

0 1 2 3 4 5

学生によるシラバス利用状況自己評価点

増
減

率

 

 

（資料５－２－②－１）シラバス活用状況の調査 

授業評価アンケートにおけるシラバスに沿った授業の実施状況（設問 3-1 部分）    

1

2

3

4

5

6

1年 2年 3年 4年 5年 専攻科1年 専攻科2年

学年

点
数

設問３－１ 授業はシラバス（教育目標）に沿って計画的に行われましたか．

平均

沿って
いる

沿って
いない
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観点５－２－③： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が行わ

れているか。 

 

（観点に係る状況）  

（資料５－２－③－１）に，各教員が実施している創造性を育むための取り組みを示す。インター

ンシップを４年次に実施し，単位認定を実施している（前出資料５－１－②－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 創造性を育むためのさまざまな教育方法を工夫し，インターンシップも実施されている。 

 

 

（資料５－２－③－１） 創造性を育む教育方法を実施している例 

学年 学科 科目名 内容 

３年 情 報

通信 

工学実験 ２項目について，PBLを導入（資料５－２－③－１） 

４年 情 報

通信 

工学実験 後半を創造実験とし，PBL に近い形で研究課題の設定・実践・まとめ・発

表のプロセスが学べるよう工夫している。 

５年 情 報

通信 

知的生産学 学生による提案、アイデア等を発表させ（プロジェクタ）、学生に質問、

討論を行なわせて、議論と創造性を向上させている。 

4 年 電 子

工学 

工学実験 後半を創造実験とし，創意工夫するテーマを与え，年度末の発表会におい

て創意工夫した点を明示させている。 

５年 電 子

工学 

卒業研究 テーマに興味を持たせ，研究計画の立案，情報収集等を自発的に行うよう

に指導し，論文，発表で，創意工夫した点や創造性が発揮された点等を明

示させ，評価するシステムを平成 17 年度から実施。（資料シラバス，評

価シート） 

５年 電 子

工学 

電子工学演習

Ⅲ 

「将来の進路と自己実現」，「科学技術関連の時事問題」，「私の研究計

画」の３つの課題についてレポートを作成させることにより，自己の将来

に対する計画を立てる能力や社会現象に対する関心を抱く習慣を養ってい

る。（資料シラバス，資料３） 

４年 電 子

工学 

工学実験 後期後半に，指導教員が３～５名の小人数学生を担当する創造実験を実

施。デザイン能力の養成を実施。 

1 年 電 子

制御 

工学基礎 「卵落し」や「すずメッキ線を 利用して半田付けによるオブジェの作

成」などを実施。 

４年 電 子

制御 

計算機工学 マイコン利用技術の創造性開発としてオシロスコープの画面への文字表示

などを課題として与えこれを解かせている． 

４年 電 子

制御 

工学実験 一人の教員が数名の学生を指導し創造性開発実験を設定。課題設定は学生

と討議し設定を行い，学生はこれを自主的に解いている。 

4,5

年 

情 報

工学 

数 値 計 算 論

Ⅰ，Ⅱ,特別研

究 

e-Learning システム(WebClass)による演習課題提示とレポート提出を実

施．学生は WebClass を通じて，レポートの評価とコメントを参照でき

る．自宅でも取り組め，質問も Webclass で受け付けている． 
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観点５－３－①： 成績評価・単位認定規定や進級・卒業認定規定が組織として策定され，学生に

周知されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，進級認

定，卒業認定が適切に実施されているか。 

 

（観点に係る状況）  

「学業成績評価並びに進級及び卒業の認定に関する規則」（資料５－３－①－１）により，評価方

法を定めるとともに，進級・卒業に必要な 低修得単位数，単位修得の条件，未修得科目を修得する

ための追認定試験について規定している。この規則は，学生便覧に掲載し，周知している。 

科目毎の単位認定は，シラバスに示した達成目標，評価方法に沿って成績を評価する。成績評価が

適切に行われていることを示す資料として，試験問題，模範解答と答案， 終成績を出すアルゴリズ

ムがわかる成績一覧表，教科書，講義プリント等の保存を実施し，小テスト，レポート類もできるだ

け保存している（資料５－３－①－２）。 

進級・卒業認定は，それぞれ進級（＝学年修了）判定諮問会議，卒業判定諮問会議において，全教

員で審議し，決定された案を運営会議で審議し， 終的には校長により認定する（資料５－３－①－

３，表５－３－①－１）。 

 

（表５－３－①－１） 進級，卒業の認定手順の詳細 

 

 

（分析結果とその根拠理由）  

「学業成績評価並びに進級及び卒業の認定に関する規則」を組織として定め，学生便覧により周知

している。規定にしたがった成績の評価および単位，進級の認定も実施されており，成績の評価に関

わる資料も保存されている。 

 

 

判定諮問会議においては，次のような事項を確認している 

1) 各科目は30単位時間の履修で１単位であるが，この30単位時間の授業が確保されているか 

2) 個々の学生の出席すべき時間数が4/5（長期病欠者にあっては，2/3）以上であるか 

3) 当該学年の科目で未修得科目がある場合は必修科目3科目以内でかつその評価が30点以上であるか 

4) 前年度の未修得科目は追認定試験に合格しているか 

5) 選択科目を含めて 低修得単位数を満足しているか 

6) 特別活動に関しては1年から3年までは年間30単位時間以上，実施していること，かつ履修状況が良好であるこ

と 
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（資料５－３－①－１） 学業成績評価並びに進級及び卒業の認定に関する規則   1/2 

【出典：平成 18 年度学生便覧，pp.61-62】 
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（資料５－３－①－１） 学業成績評価並びに進級及び卒業の認定に関する規則（続き） 2/2 

【出典：平成 18 年度学生便覧，p.61】
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（資料５－３－①－２）資料の保存案内と保存状況 
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（資料５－３－①－３）教員会資料（卒業，学年修了判定諮問会議） 
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観点５－４－①： 教育課程の編成において，特別活動の実施など人間の素養の涵養がなされるよ

う配慮されているか。 

 

（観点に係る状況）  

特別活動として，1 学年から 3 学年までホームルーム（ＨＲ）が合計 90 単位時間確保されている。

これに加え，外部講師による文化教養や社会問題をテーマにした講演会を実施している（資料５－４

－①－１）。ＨＲでは，本校の五訓（礼節，誠実，品位と誇り，創造性，リーダーシップ）など徳育

に関したテーマのクラス討論，上級生や卒業生の体験談を聞くことなどを通して人間性の涵養に努め

ている（資料５－４－①－２）。ＨＲが明記された授業時間割，ＨＲ実施計画表，ＨＲ日誌などＨＲ

の実施状況や内容を把握できる資料が揃えてある。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

高等専門学校設置基準に規定された 90 単位時間以上を実施し，内容も外部講師，上級生や卒業生

の講話を含め多岐にわたるよう配慮しており，概ね良好と判断する。 

 

 

（資料５－４－①－１） 平成 17 年度特別講演一覧 
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（資料５－４－①－２）HR 実施計画表の例 
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観点５－４－②： 教育の目的に照らして，生活指導面や課外活動等において，人間の素養の涵養

が図られるよう配慮されているか。 

 

（観点に係る状況）  

健全な精神を持ち，広い視野を持った学生を育成することを目指し次のような施策を行っている。

生活指導は，学生委員会が中心的な役割を担っているが，全教員が共通認識の下で対応しなければ

効果を期待できないため，年度当初に，「学生生活指導のしおり」を配布し，生活指導にあたって

いる（資料５－４－②－１）。清掃指導，始業前の登校指導や，校内外巡視を実施し，基本的生活

習慣の確立に努めている（資料５－４－②－２）。全教員をクラブ顧問として配置し，クラブ活動

を通して，学生の自主性や社会性などが育成されるよう配慮している（前出資料２－２－③－４）。

学生会活動，クラスマッチや学園祭などを通して，学生の自主性，企画運営力などの育成を支援し

ている（資料５－４－②－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 概ね良好と判断する。共通認識のもと全教員で指導する体制を整え，学生の自主性創造性を伸ば

すため，学生と学生委員会とのコミュニケーションを密にし，適切な助言・指導を行うよう努めて

いる。 
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（別紙資料５－４－②－１） 「学生生活指導のしおり 平成 18 年度版」の一部 
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（別紙資料５－４－②－２） 日常清掃分担表の例  

 

  （以下，省略） 

（別紙資料５－４－②－３） 学生会組織およびクラブ一覧 

総 会

評議委員会

会 長

執行委員会

放
送
広
報
委
員
会

図

書

委

員

会

安

全

委

員

会

美

化

委

員

会

選
挙
管
理
委
員
会

監
査
委
員

電
波
祭
実
行
委
員
会

ク
ラ
ス
マ
ッ
チ
実
行
委
員
会

体
育
局

部
長
会

文
化
局

部
長
会

合
同
部
長
会

男
子
バ
レ
ー
部

柔
道
部

サ
ッ
カ
ー
部

テ
ニ
ス
部

ラ
グ
ビ
ー
部

弓
道
部

ハ
ン
ド
ボ
ー
ル
部

女
子
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
部

イ
ラ
ス
ト
研
究
部

電
子
計
算
機
部

写
真
部

軽
音
楽
部

吹
奏
楽
部

陸
上
部

野
球
部

男
子
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
部

卓
球
部

剣
道
部

水
泳
部

バ
ド
ミ
ン
ト
ン
部

空
手
部

ソ
フ
ト
テ
ニ
ス
部

女
子
バ
レ
ー
部

ダ
ン
ス
同
好
会

フ
ッ
ト
サ
ル
同
好
会

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
同
好
会

音
楽
同
好
会

思
考
ゲ
ー
ム
同
好
会

学級会

【議決機関】 【執行機関】

茶
道
同
好
会

天
文
部

現
代
視
覚
文
化
研
究
同
好
会

放
送
部

機
械
・
制
御
技
術
研
究
部

資料５－４－②－３
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＜専攻科課程＞ 

観点５－５－①： 準学士課程の教育との連携を考慮した教育課程となっているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校学生は，準学士課程において電子情報系基礎，コンピュータおよび専門基礎の技術を修得して

おり，専攻科ではその専門性をさらに伸ばせるように，専門応用科目が設定されている。準学士課程

が電子・情報系の 4学科で，専門基礎段階で分化しており，ある意味学生の視野を狭くしている面も

ある。そこで，視野を拡大できるように共通専門科目を配置し，他専攻の科目も 3 科目まで受講でき

るようにしている（資料５－５－①－１）。なお，現在ほとんどの学生が JABEE 対応コースに在籍し

ているが，JABEE 対応コースにおいては，準学士課程 4，5 年と専攻科課程の連携を考慮している

（資料５－５－①－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 準学士課程が電子情報系という共通基盤の上に，さらに専門性を伸ばすための科目が配置され，視

野の拡大も配慮されている。 



熊本電波工業高等専門学校 基準５ 

 - 131 - 

 

（資料５－５－①－１） 専攻科課程のカリキュラム（電子情報システム工学専攻の例） 

 【出典：平成 18 年度専攻科学生便覧，p.69】
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（資料５－５－①－２）準学士課程と専攻科課程の授業関連図の一部（JABEE対応コース，情報工

学科＋専攻科の例） 

【出典：熊本電波高専JABEE対応教育プログラム-履修の手引き-2006年度版（別添資料１）】 
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観点５－５－②： 教育の目的に照らして，授業科目が適切に配置（例えば，必修科目，選択科目

等の配当等が考えられる。）され，教育課程の体系性が確保されているか。また，

授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成す

るために適切なものになっているか。 

 

（観点に係る状況）  

専攻科の科目配置は次のように設定している。これらの科目は次に述べるように，すべて教育目標

のいずれかに対応するように設定されている（前出資料５－５－①－１）。 

(1) 技術共通科目 

技術共通科目は，以下の考えに基づき，両専攻学生が共通に理解すべき技術科目を配置している。 

・技術者としての基盤，感性，創造性など視野を広める科目（必修 10 単位） 

・電子情報系技術の基礎的な科目（選択 16 単位） 

・技術者としての経験，倫理的素養科目（選択 6 単位） 

(2) 専門科目 

専門科目は，以下の考えに基づき，各専攻の専門性の高い技術内容の科目を配置している（電子情

報システム工学専攻を例に示しているが，制御情報システム工学専攻も同様に配置）。 

・研究技術開発，創造性，継続的技術などを修得するための科目（必修 14 単位） 

・各専門の基盤となる科目（必修 6単位） 

・通信技術，半導体技術など専門性の高い科目（選択 16 単位） 

なお，（資料５－５－②－１）は専修コースにおける教育目標と科目の対応を示したものであるが，

専攻科生は専修コースまたは JABEE 対応コースのいずれかに属しているが，JABEE 対応コースは専攻

科本来の目的に JABEE の要求する内容を付加したものとなっているため，専修コースでの設定がいず

れのコースにも適用できる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

技術者としての基本的な考え方から，専門性の高い技術内容までよく整理され，適切に配置されて

いる。 
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（資料５－５－②－１） 専攻科の教育目標とその達成に必要な科目の設定  1/2 

 【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度確

認表，別添資料２，p.20】 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準５ 

 - 135 - 

 

 

（資料５－５－②－１） 専攻科の教育目標とその達成に必要な科目の設定  2/2 

 【出典：熊本電波高専の「教育理念」・「教育目標」 各学科・専攻の教育目標および達成度確

認表，別添資料２，p.20】 
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観点５－５－③： 学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応した教育課程

の編成（例えば，他専攻の授業科目の履修，他高等教育機関との単位互換，イン

ターンシップによる単位認定，補充教育の実施等が考えられる。）に配慮してい

るか。 

 

（観点に係る状況）  

 大学，他専攻間の単位互換は以下のように実施し，学生の要望に対応できるようにしている。 

(1) 放送大学の単位互換を H12 より実施（表５－５－③－１）。 

(2) 熊本大学と単位互換協定を結び H17 より実施（表５－５－③－２）。 

(3) 他専攻の単位取得を大学評価・学位授与機構に申請し H17 より実施。 

 

   表５－５－③－１ 放送大学受講状況    表５－５－③－２ 他大学（熊本大学）受講状況  

項目 H15 H16 H17  項目 H15 H16 H17 

専攻科生数 

（科目数） 

28 

(9) 

2 

(2)

0 

(0)

 専攻科生数 

（科目数） 
― ― 

1 

(1) 

 

 インターンシップは地域企業に原則１ヶ月間，企業経験を行なうことを目的としている。平成 17

年度から全員に義務付けた。単位数は，実施期間により１～４単位である。平成 16，17 年度の実績

を（表５－５－③－３）に示す。 

 

表５－５－③－３ インターンシップ実施状況 

項目 H16 H17 

実施学生数 

（全学生数） 

25 

(39) 

30 

(30) 

単位認定状況 

人数（単位数）

14(2) 

11(1) 

27(4) 

3(3) 

 

 補充教育として，H17 にサマーレクチャ「開発工学」を実施した（資料５－５－③－１）。受講者

数を（表５－５－③－４）に示す。 

 

表５－５－③－４ サマーレクチャ受講状況 

項目 H15 H16 H17 

専攻科生数 

（科目数） 
― ― 

11 

(1) 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 他専攻科目の履修，他大学との単位互換，インターンシップによる単位認定，補充教育を実施して

いる。特にサマーレクチャは，テキストも開発するなどよく対応している。 
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（資料５－５－③－１） サマーレクチャのシラバス 
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観点５－６－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランスが適

切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている

か。（例えば，教材の工夫，少人数授業，対話・討論型授業，フィールド型授業，

情報機器の活用等が考えられる。） 

 

（観点に係る状況）  

専攻科の科目は（資料５－６－①－１）に示すように，人文科学・社会科学，数学・自然科学・情

報技術，専門科目がそれぞれ 3 科目(8.8％)，7 科目(20.6％)，24 科目(70.6％)である。また，講義，

演習，研究，実習が，それぞれ，29 科目(85％)，2 科目(6％)，1 科目(3％)，2 科目(6％)となってい

る。 

 教育内容に応じた教育形態としては以下のように実施している。 

(1) 少人数教育等 

 約 60％の科目で，20 名以下の少人数教育を行なっている。 も教育効果が重要と考えている，電

子情報/制御情報システム工学特論，電子情報/制御情報コミュニケーション技術および電子情報/制

御情報システム工学特別研究の 3 科目は教員一人当たり平均 1，2名（ 大 5，6名）で教育しており，

きめ細かな教育を実施している。 

(2) 対話・討論型授業 

 (1)の特別研究関連 3 科目は極めて少人数であるため，対話・討論によって実施されている。 

(3) 教材等の工夫 

 自主作成教材，教科書とプリントの併用を実施している科目は 23 科目（自主作成：17 科目，教科

書とプリント併用：6 科目）で，全体の 67％である（平成 18 年度専攻科シラバスより）。 

(4) 情報機器の活用等 

 情報機器等の活用など，講義に工夫をしている科目例を（資料５－６－①－２）に示す。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 専攻科の教育課程は，教育目標に対応して設定されており，人文・社会科学，数学・自然科学・情

報技術，専門科目が 1：2：7 の割合で配置され，専攻科の専門性と視野の拡大の観点から適切と考え

る。また，講義，演習・研究・実習の割合が，85：15 となっており，この割合よりも研究に要する

時間数は多く，実践的な技術者の観点から考えて適切なバランスと考える。また，教育内容に応じて

適切な教材の作成，対話型の授業，情報機器等を取り入れた教育を実施しており，工夫を行っている。 
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（資料５－６－①－１）専攻科の講義・演習・研究・実習の内訳 

電子情報システム工学専攻  200６年度版  

学習内容の区分と学習時間 

授業科目名 
単位

数 

必修・

選択な

どの別 

学年・学期

講義・演習

・実験・研

究等の別

合計時間数

（実時間）

人文科学・

社会科学・

語学 

数学・自然科

学・情報技術 
専門科目

企業化と社会 2 必修 専 1・前期 講義 25 25     

ヒューマンインターフェース技術 2 必修 専１・前期 講義 25     25 

ディジタル信号処理工学 2 必修 専１・後期 講義 25     25 

感性情報工学 2 必修 専１・前期 講義 25     25 

創造性工学 2 必修 専１・前期 講義 25     25 

電子情報システム工学特論 2 必修 専 2・通年 演習 50     50 

電子情報コミュニケーション技術 2 必修 専 2・通年 演習 50     50 

電子情報システム特別研究 10 必修 専１後・2 通 研究 375     375 

応用電磁気学 2 必修 専１・前期 講義 25     25 

回路システム学 2 必修 専１・前期 講義 25     25 

ディジタル電子回路学 2 必修 専１・後期 講義 25     25 

情報通信システム工学 2 必修 専１・後期 講義 25     25 

コミュニケーション英語 2 必修 専１・前期 講義 25 25     

技術者倫理 2 必修 専１・後期 講義 25 25     

情報工学基礎論 2 専１・後期 講義 25   25   

物理数学 2 専１・前期 講義 25   25   

離散数学 2 専１・後期 講義 25   25   

応用物理科学 2 専１・前期 講義 25   25   

材料工学 2 専１・後期 講義 25     25 

計測と制御 2 専１・前期 講義 25     25 

数値計算論 2 専 2・前期 講義 25   25   

人間生体工学 2 

12 単位

以上選

択 

専 2・前期 講義 25     25 

マルチメディア工学 2 専 2・後期 講義 25     25 

集積回路工学 2 専１・前期 講義 25     25 

画像情報処理工学 2 専 2・前期 講義 25   25   

電磁環境工学 2 専 2・後期 講義 25     25 

光情報処理工学 2 専 2・前期 講義 25     25 

通信符号理論 2 専 2・前期 講義 25     25 

電子デバイス工学 2 専 2・後期 講義 25     25 

電子物性論 2 専 2・後期 講義 25     25 

表面電子工学 2 専 2・前期 講義 25     25 

通信システムプログラム工学 2 専１・後期 講義 25   25   

プロジェクト実習 A1～A4 1～4 専１ 実習 37.5～150     37.5～150

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実習 B 2 

1６単

位以上

選択 

専１ 実習 75     75 

計（専攻科） 63       1112.5 75 175 1400 
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観点５－６－②： 創造性を育む教育方法（ＰＢＬなど）の工夫やインターンシップの活用が行わ

れているか。 

 

（観点に係る状況）  

「創造性工学」という共通科目を設定し，技術者としての創造力の基本からどのように考え実行し

て行くか，アイデア作成と特許作成方法等について実施している。いくつかの特別研究において企業

との共同研究テーマを実施し，社会的な要求を取り入れた具体的な課題について積極的に研究を実施

している。インターンシップを，平成 17 年度から全員に義務付けて実施している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 創造性をはぐくむ教育として，講義で実施する他，特別研究において具体的な課題を設定し，これ

を解決させることで実施している。専攻科１年生で，1～4週間のインターンシップを導入している。 

 

観点５－６－③： 教育課程の編成の趣旨に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学習，

教育方法や内容，達成目標と評価方法の明示など内容が適切に整備され，活用さ

れているか。 

 

（観点に係る状況）  

各科目の教育内容は，大学評価・学位授与機構に提出する「熊本電波工業高等専門学校専攻科教育

の実施状況等の審査に関する書類」に提示しており，それに沿ってシラバスを作成している。 シラ

バスには，授業概要，授業目標，授業の内容，達成目標および評価方法を示し，実際の評価へ反映し

ている。 

 準備学習・事後学習については，18 年度よりオリエンテーションで全学生に対してその必要性と

実施内容について説明を行なっている（資料５－６－③－１）。 

 

（資料５－６－①－２） 教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫の例 

学年 学科 科目名 内容 

１年 共通 感性情報工学 感性情報技術を利用した例を、ビデオ、写真（プロジェクタ）などで

提示し、教科書よりさらに広い範囲で技術紹介と技術方向を説明。 

１年 共通 創造性工学 創造性を行なった内容についてのビデオ紹介、特許の紹介ビデオなど

を利用し、興味を持てるようにしている 

２年 電 子

情報 

電子情報シス

テム工学特論 

各種文献など数名で説明する少人数授業，対話・討論型授業を実施。 

２年 電 子

情報 

光情報処理工

学 

授業中に実験（実演）を実施。(1)光の波動的性質を示す実験：偏光、

回折、散乱 分散素子の設計，(2)3 原色による色の構成演習，(3)外

部光電効果の実験 

１年 共通 起業化と社会 グループウェアによるブレーンストーミングを実施。 
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（分析結果とその根拠理由） 

 教育課程に沿って，大学評価・学位授与機構に提示した教育内容についてシラバスを作成してお

り，達成目標や評価方法などを明示している。また，これらをオリエンテーションにおいて説明し，

十分理解して学習に臨むようにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料５－６－③－１）18 年度オリエンテーション資料 

【出典：18 年度専攻科課程オリエンテーション資料】 
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観点５－７－①： 専攻科で修学するにふさわしい研究指導（例えば，技術職員などの教育的機能

の活用，複数教員指導体制や研究テーマ決定に対する指導などが考えられる。）

が行われているか。 

 

（観点に係る状況）  

専攻科の研究活動は，「電子情報/制御情報システム工学特別研究」が主な科目である。専門教員

は，ほとんどが電子情報系のため，研究テーマも電子情報系技術の多岐にわたっており，学生は２専

攻の両方から，自分が希望する研究技術内容を適切に選定できる（資料５－７－①－１）。 

 特別研究を推進するために，各種周辺技術論文の読解，英文読解，論文の記載，説明，発表など一

連の活動が必要であるが，これらの技術は「電子情報/制御情報システム工学特論」，「電子情報/制

御情報コミュニケーション技術」として別に設けられており，同じ指導教員の下により深い研究推進

を可能としている。 

特別研究論文の審査においては中間発表と 終発表それぞれにおいて，複数教員による審査を実施

している。また，いくつかの研究室では複数教員で研究室を運営し，学生の指導にあたっている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 研究テーマの決定において，2 専攻のいずれからもテーマを選択できるように配慮している。研究

に必要な基礎技術に関わる科目を設けており，より適切な研究が実施できるように配慮されている。

論文審査では複数教員による指導を実施し，一部の研究室では複数教員による指導を実施している。 
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（資料５－７－①－１）特別研究テーマ（電子情報システム工学専攻） 1/2 
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（資料５－７－①－１）特別研究テーマ（制御情報システム工学専攻）（続き） 2/2 
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観点５－８－①： 成績評価・単位認定規定や修了認定規定が組織として策定され，学生に周知さ

れているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修了認定が適

切に実施されているか。 

 

（観点に係る状況） 

学則で修了認定について定め，科目の履修，評価について，履修規則を定めている（資料５－８－

①－１，２，３）。単位認定については専攻科学生便覧に記載し，オリエンテーションで周知してい

る（資料５－８－①－４）。成績評価については，科目毎に詳細にシラバスに記述し，授業開始時に

説明している。 

成績評価は各教員が実施し，単位認定，修了判定は，専攻科委員会において，修得単位を確認する

ことで審査を行い，この結果を運営会議に提出し， 終的には校長が認定している。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 修了認定の規定，成績評価・単位認定規定を作成しており，専攻科学生便覧において学生に周知さ

れている。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修了認定を適切に実施している。 

 

 

 

（資料５－８－①－２） 専攻科授業科目の履修等に関する規則 

                      【出典：平成 18 年度専攻科学生便覧，p.45】

 

（資料５－８－①－１） 専攻科修了認定規定 【出典：学則第 47 条】 
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（資料５－８－①－４）専攻科単位認定規則   1/2 【H18年度専攻科学生便覧p.15】 

（資料５－８－①－３） 専攻科授業科目の評価に関する規則  

【出典：平成 18 年度専攻科学生便覧，p.45】 
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（資料５－８－①－４）専攻科の単位認定  2/2 【出典：H18 年度専攻科学生便覧 p.16】 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

該当なし。 

（改善を要する点）  

該当なし。 

 

（３）基準５の自己評価の概要 

授業科目の配置は，一般科目及び専門科目のバランス，必修科目，選択科目の配当が適切になされ，

教育課程の体系性は確保されている。授業科目は，教育目標に対応して配置されており，教育の目的

達成に適切なものになっている。他学科科目の履修，地元の大学との単位互換，インターンシップに

よる単位認定等を実施しており，学生のニーズ，学術の発展動向や社会からの要請にも対応した教育

課程の編成を配慮している。講義，演習，実験・実習等のバランスを適切にするとともに，それぞれ

の教育内容に応じて，情報機器の活用，英語のコース別クラス編成など，適切な学習指導法の工夫を

実施している。教育課程の編成の趣旨に沿ったシラバスを作成し，活用している。また，創造性を育

むために，ＰＢＬやシミュレーションソフト実習などを取り入れ，インターンシップも活用している。 

成績評価・単位認定規定，進級・卒業認定の規定を組織として策定し，学生に周知するとともに，

これらの規定に従って，成績評価，単位認定，進級・卒業認定を適切に実施している。 

 HR を中心として特別活動を実施することで，人間の素養の涵養を図るとともに，豊かな教養と高

度の専門技術を身につけた視野の広い科学技術者を育成する教育目的に沿って，生活指導面や課外活

動等において，人間の素養の涵養を図られるよう配慮している。 

専攻科課程においては，準学士課程と連携した教育課程を設定している。授業科目を教育の目的と，

技術内容にしたがって，必修科目と選択科目等に配置しており，教育課程の体系性を確保している。

授業の内容は，教育目的に対応して設定されている。学生のニーズに対応し，他専攻の授業科目履修

を認め，放送大学の単位認定・地元大学との単位互換を実施し，学術の発展動向や社会からの要請に

対して，インターンシップによる単位認定，サマーレクチャ等を実施している。講義，演習，研究，

実習のバランスと授業内容のバランスは適切であり，各科目の教育内容に応じて少人数授業，対話・

討論型授業など学習指導法の工夫も実施している。インターンシップも全員に義務付け，専攻科特別

研究において，創造性を育む教育が試みられている。学習内容、達成目標と評価方法等を明示したシ

ラバスが作成されており，45 時間の学習で１単位等の説明もなされている。 

特別研究においては，それにふさわしい研究指導（複数教員での指導，広範囲な研究テーマからの

自主的な選択，企業との共同研究など）が行われている。成績評価・単位認定規定，修了認定規定を

学校として定めており，学生に周知するとともに，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修

了認定を適切に実施している。 
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基準６ 教育の成果 

（１）観点ごとの分析 

観点６－１－①： 高等専門学校として，その目的に沿った形で，課程に応じて，学生が卒業（修

了）時に身に付ける学力や資質・能力，養成する人材像等について，その達成状

況を把握・評価するための適切な取組が行われているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 準学士課程 

準学士課程における各教育目標を達成するためには，これらに対応して設定された各科目の単位を

取得することと，特別教育活動を実施することによって達成できるようになっている。したがって，

各科目の達成状況の把握，評価の取り組みと特別活動の達成状況の把握について述べる。 

・各科目の達成状況の把握と評価 

 それぞれの科目において，小テストやレポート・ノートの提出などで日常的に達成状況の把握を行

い，年４回の試験（定期試験および中間試験）で，その修得状況を評価している。試験終了後は科目

担当者全員で指導連絡会を開催し，教員間で情報を交換するとともに，指導連絡表を提出し，問題を

抱えた学生の適切な指導ができるようにしている。試験結果については，保護者への結果通知を実施

し，家庭からの保護者連絡表により，家庭と協力しながら育成ができるようにしている。なお，該当

年次に修得できなかった科目(規定により3科目以内)については，次年度に追認定試験を実施するこ

とで，修得の機会を与えている。 

・特別活動の達成状況把握と評価 

 1年から3年次までのホームルームにおいて，出席を確認し，出席状況が良好なことをもって達成を

確認している。なお，ホームルームの実施内容については，年当初に計画表を各担任が作成して教務

主事に提出するとともに，教務主事がホームルーム日誌を確認することでその実施状況を把握してい

る。 

● 専攻科課程 

専攻科課程における教育目標（資料６－１－①－１）はカリキュラム上の各科目の単位を取得する

ことで達成できるようになっている。講義科目については科目毎の目標と内容をシラバスに記載し，

これに対する達成状況を評価している。電子情報/制御情報システム工学特別研究，電子情報/制御情

報システム工学特論，電子情報/制御情報コミュニケーション技術などの演習，実験科目に対しては

評価項目を詳細に設定し，技術修得上の見落としがないようにしている。修得状況の把握は，各科目

において，レポートや試験等で把握している。試験結果については，半期ごとに学生に開示している。 

なお，専攻科課程の教育目標と，それに対応する科目は次のように対応している。 

【創造性，知的柔軟性，人間への快適システム化】 

カリキュラム共通技術の必修科目として，創造性工学等の科目を設定。 

【電子・情報技術の活用，知的情報処理技術】 

専門科目のそれぞれにおいて，電子・情報技術の活用技術，知的情報処理技術を設定しており，必

修科目と選択科目の組み合わせによりこれらの技術分野を修得できる。 

【国際性】 

コミュニケーション英語，電子情報/制御情報コミュニケーション技術において，英語力の向上，

技術者としての英文読解などを必修として実施。 
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【高度開発技術者，高度総合システム技術者】 

 電子情報/制御情報システム工学特別研究，電子情報/制御情報システム工学特論，電子情報/制御

情報コミュニケーション技術などの必修科目において，技術開発の立案，計画，研究制約条件下での

進め方，取り組み状況，外部報告，挑戦した内容，発表などについて実施，評価。 

【人類貢献，技術者育成】 

 技術者倫理，インターンシップ（プロジェクト実習）を設定し，技術者としての素養を身につける。

これらは選択科目ではあるがほとんどの学生が修得する。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 準学士課程，専攻科課程のいずれにおいても，教育目標を達成するために必要な科目を定め，これ

らの科目の修得に関わる状況は定期試験等によって，適切に評価し，また修得状況の把握を実施し，

その状況に応じて，補習，追認定試験等の適切な指導を実施している。 

 

 

 

観点６－１－②： 各学年や卒業（修了）時などにおいて学生が身に付ける学力や資質・能力につ

いて，単位取得状況，進級の状況，卒業（修了）時の状況，資格取得の状況等か

ら，あるいは卒業研究，卒業制作などの内容・水準から判断して，教育の成果や

効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 準学士課程 

・単位取得，進級状況 

原級留置，退学者数の統計（資料６－１－②－１）によると，過去 5年間の平均で，学校全体では

原級留置の学生が 15.6 名，退学者数が 18 名となる。それぞれ，全体の定員 800 名に対して 1.95％，

2.3％となっている。また，学年毎の分布を見ると，3 年次における退学が多いことがわかる。これ

は，高校 3 年と同じ時期に，進路変更をする学生がいるためである。平成 15 年度に全体の退学者が

多いのは進級条件の変更によるものである。また，原級留置について，平成 17 年度において増加し

（資料６－１－①－１） 専攻科の教育目標 【出典：専攻科学生便覧 2006 年度版，８頁）
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ているのは，平成 16 年度に導入した，進級制度の変更（3 科目以内の未修得でも進級可能）による

影響と考えられる。 

・卒業状況 

 （資料６－１－②－２）に，平成 11，12 年度入学生が原級留置，退学等なしで卒業した学生の数

を示している。これより，平均で約 85％の学生が卒業している。 

・研究発表状況および資格取得状況 

 卒業研究の内容水準については，一部に企業との共同研究の内容を取り入れるなどしており，その

成果は校内で実施される卒業研究発表会だけでなく，実施した卒業研究のテーマに沿って，対外的な

発表の場である，熊本県産学官技術交流会や学会の学生大会等で多くの学生が発表を行っている（資

料６－１－②－３）。資格取得状況について（資料６－１－②－４）に示す。資格試験については語

学と専門の資格の両方について，受験を薦めており，徐々に合格者が増加する傾向にある。 

 

● 専攻科課程 

・修了状況 

入学した学生の修了率は，（資料６－１－②－５）に示すとおり，過去 5 年間で 91%である。また

中途退学，休学者数は（資料６－１－②－６）のようになっている。平成 13 年度と 15 年度にそれぞ

れ 1 年次に 3 名ずつ中退しているが，そのほとんどは，専攻科入学後に自分自身を見つめなおした結

果，電子情報系の仕事をすることに疑問を感じ，自分の適職について判断をしたものである。 

・修了時の状況 

（資料６－１－②－７）に示すように，ほぼ１学年の全員に相当する学生が学会，研究会等に参加

して発表を行い，専攻科生としての成果を出しており，教育成果や効果が反映されていると考えられ

る。また，修了生の約 1割が毎年外部の表彰を受けており，研究のレベルを示していると考えられる

（前出資料２－１－③－９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

準学士課程においては約85％，専攻科課程においては，約91％の学生が卒業・修了しており，卒業

・修了時においては，卒業研究，特別研究の結果を外部に対して発表するなど，優れた成果を残して

おり，教育の成果が十分発揮されているものと考える。 
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（資料６－１－②－３） 準学士課程学生の対外研究発表実績 

平成 13 年度からの対外発表件数(連名含む) 

年度 
熊本県産官

学交流会 

学会の

研究会 

学会の全国大会，支部

大会，学生大会 
論文 国際会議 計 

平成 13 17 3 6 0 7 33 

平成 14 13 1 11 0 6 31 

平成 15 5 1 6 0 4 16 

平成 16 5 1 3 3 0 12 

平成 17 5 2 5 1 4 17 

（資料６－１－②－２）準学士課程学生の卒業率（平成 16，17 年度卒業生） 

（卒業生数／入学者数） 

年度 情報通信工学科 電子工学科 電子制御工学科 情報工学科 平均 

平成 16 35/42(83.3%) 32/42(76.2%) 36/42(85.7%) 38/41(92.7%) 141/167(84.5%) 

平成 17 40/42(95.2%) 38/42(90.5%) 32/42(76.2%) 34/41(82.9%) 144/167(86.2%) 

（資料６－１－②－１） 準学士課程各学年における原級留置，退学者数の変化 

原級留置者数の変化（全学科合計）
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（資料６－１－②－４）準学生課程学生の資格取得状況（単位認定申請のあったもの）

資格・試験 2002 2003 2004 2005 

3 級   4   1 

準 2 級 7 4 4 25 実用英語検定 

2 級 3 8 4 13 

準 2 級     15 10 
漢字検定 

2 級   1 7 11 

情報処理技術者 基本情報技術者 1   1 7 

3 級 5 2 11 9 
マルチメディア 

2 級 3 1 3   

電気通信工事担当者       1   

3 級 8 3 10 11 

2 級 1 1 3 1 CG 検定 

１級     1   

画像処理検定 3 級   1   3 

電気工事士     1 2   

3 級 6 1 16 2 
AR（ラジオ・音響技能）検定 

2 級 1   2   

3 級 1 2 1 5 

2 級情報 7     2 ディジタル技術検定 

2 級制御 7 2 15  

合計 50 31 96 100 

 

（資料６－１－②－５） 専攻科課程学生の入学者数と卒業者数 

入学年度／卒業年度（平成） 
専攻 学生数 

12/13 13/14 14/15 15/16 16/17 17/18 18/19 

入学者数 13 12 16 23 18 15 14 電子情報システ

ム工学専攻 卒業者数 9 13 16 21 18 現 2 年生 現 1 年生 

入学者数 8 9 12 14 17 15 12 制御情報システ

ム工学専攻 卒業者数 8 7 12 9 18 現 2 年生 現 1 年生 
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観点６－１－③： 教育の目的において意図している養成しようとする人材像等について，就職や

進学といった卒業（修了）後の進路の状況等の実績や成果から判断して，教育の

成果や効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 準学士課程 

進学者と就職者の比率は 5 年間の平均で，およそ 45％対 55％となっている（資料６－１－③－１，

２）。就職先および進学先の分類は，（資料６－１－③－３）のようになっており，各学科とも専門

に応じた就職先になっていることがわかる。また，進学についても，95％程度が工学系に進学してお

り，一部，理学部，経済学部，文学部といった方面への進学が見られるが，これは中学卒業時に進路

を決定して来た学生にとって，青年期を過ごす間に自分の適性や関心を見極めた上での転進であり，

ある程度はあって当然と考えられる。 

● 専攻科課程 

 大学院進学と就職の比率は，25％：65％となっている（その他が10％）（資料６－１－③－４）。

進学先は，九州内をはじめとする国立大学の工学系の大学院である。就職先は，電気電子系のメーカ，

情報処理系企業である（６－１－③－５）。いずれも教育の目的とする，電子情報系の分野へと進ん

でいる。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

準学士課程，専攻科課程のいずれの学生も卒業後あるいは修了後，電子情報系の分野に就職あるい

は進学しており，教育の成果はあがっているものと考えられる。 

（資料６－１－②－６） 専攻科課程における休・退学者数の変化 

休学 退学 
年度(平成) 

１年 ２年 １年 ２年 

13 1 1 3 1 

14 0 0 0 0 

15 0 0 3 0 

16 3 0 0 0 

17 0 0 0 1 

（資料６－１－②－７）専攻科生の対外研究発表実績(平成 13 年度からの対外発表件数) 

年度 
電子情報系高

専フォーラム

熊本県産官

学発表会 
研究会

学会の全国大会，支部

大会，学会の学生大会
論文 

国際会

議 
計 

平成 13 － 1 5 1 0 2 9 

平成 14 9 1 4 4 5 5 28 

平成 15 13 5 6 3 1 4 32 

平成 16 11 2 10 7 1 2 33 

平成 17 14 6 5 5 2 3 35 
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（資料６－１－③－１） 卒業生の進路別一覧(過去６年間) 

年度（平成） 
学科 進路 

12 13 14 15 16 17 

就職 18 24 27 15 22 22 

大学編入 7 13 2 19 11 7 

専攻科 8 6 10 9 8 7 進学 

専門学校等 1 0 0 0 0 0 

その他 2 0 1 0 0 1 

情報通信工

学科 

合計 36 43 40 43 41 37 

就職 23 18 14 16 22 18 

大学編入 12 11 12 13 8 9 

専攻科 4 10 13 9 6 7 進学 

専門学校等 0 0 1 1 0 0 

その他 2 3 1 1 1 2 

電子工学科 

合計 41 42 41 40 37 36 

就職 21 23 16 9 19 15 

大学編入 8 9 5 16 7 15 

専攻科 5 9 11 9 11 5 進学 

専門学校等 0 0 0 1 0 0 

その他 1 2 2 0 1 2 

電子制御工

学科 

合計 35 43 34 35 38 37 

就職 23 22 19 14 18 24 

大学編入 15 8 12 7 16 9 

専攻科 5 2 3 10 5 6 進学 

専門学校等 0 1 0 0 0 1 

その他 3 7 3 3 4 0 

情報工学科 

合計 46 40 37 34 43 40 
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（資料６－１－③－３） 準学士課程学生の就職先分類(過去２年間) 

 準学士課程 平成 16 平成 17 

  
分     類 

情報

通信
電子

電子

制御
情報

情報

通信
電子

電子

制御 
情報 

合計

(人)

割合

(％)

 放送・通信・ネットワーク 3 3 0 6 2 1 1 0 16 10 

 電子機器設計・開発・製造 4 6 2 2 3 1 1 11 30 18 

 ソフトウェア・ソリューション 10 3 3 6 7 8 1 6 44 27 

 電子機器以外の製造業 1 5 6 2 5 4 9 2 34 21 

 公団・電力・運輸・公務員 0 1 2 0 4 2 1 3 13 8 

 エンジニアリング・保守サービス 3 2 4 2 1 1 1 1 15 9 

 その他 1 2 3 2 0 1 1 1 11 7 

就

職 

合計 22 22 20 20 22 18 15 24 163 100

専攻科 8 6 11 5 7 7 5 6 55 37 

工学部・情報学部 9 8 6 13 6 9 13 16 80 54 

文学部 1 0 0 0 1 0 0 0 2 1 

経済学部・商学部 0 0 0 1 0 0 0 2 3 2 

理学部 1 0 1 1 0 2 0 1 6 4 

その他 0 0 0 0 0 0 0 2 2 1 

進

学 

合計 19 14 18 20 14 18 18 27 148 100

（資料６－１－③－２） 準学士課程学生の進路状況(過去５年間) 
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（資料６－１－③－４） 専攻科課程修了生の進路別一覧(過去 5年間) 

年度（平成） 
学科 進路 

13 14 15 16 17 

就職 5 8 11 15 10 

大学院 4 3 5 5 3 
進学 

研究生 0 0 0 1 0 

その他 0 2 0 0 5 

電子情報システム 

工学専攻 

合計 9 13 16 21 18 

就職 4 7 5 7 14 

大学院 1 0 7 0 4 
進学 

研究生 0 0 0 1 0 

その他 3 0 0 1 0 

制御情報システム 

工学専攻 

合計 8 7 12 9 18 

専攻科課程学生の進路

0
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20
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50

60

70

80

13 14 15 16 17

年度

割
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（資料６－１－③－５） 専攻科課程修了生の就職先分野別一覧(過去 2 年間) 

 

分     類 

平成

16

年度

平成

17 年

度 

合計 ％ 

 放送・通信・ネットワーク 2 1 3 7 

 電子機器設計・開発・製造 7 7 14 33 

 ソフトウェア・ソリューション 5 11 16 38 

 電子機器以外の製造業 2 0 2 5 

 公団・電力・運輸・公務員 0 3 3 7 

 エンジニアリング・保守サービス 2 1 3 7 

 その他 0 1 1 2 

合計 18 24 42 100

 
専攻科修了生の就職先分類

7

33

38

5

7

7 2

　放送・通信・ネット
ワーク

　電子機器設計・開
発・製造

　ソフトウェア・ソリュー
ション

　電子機器以外の製
造業

　公団・電力・運輸・公
務員

　エンジニアリング・保
守サービス

　その他
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観点６－１－④： 学生が行う学習達成度評価等から判断して，学校の意図する教育の成果や効果

が上がっているか。 

 

（観点に係る状況）  

 年２回実施する授業評価アンケートにおいて，「あなたはこの授業に興味が持てましたか」，

「あなたの学習目標に対する達成度を６段階で自己評価してください」という項目を設け，学習達

成度の評価を行っている。平成17年度におけるこの項目に対する各学年，学科，専攻毎の結果を示

す（資料６－１－④－１）。この結果より，全体の平均が，準学士課程，専攻科課程とも3．3とな

っている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 アンケート調査の結果から，0－5の6段階評価であることを考えると，3.3という値は，良い値であ

ると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

（資料６－１－④－１） 授業評価アンケート結果（平成 17 年度調査） 

「あなたはこの授業に興味が持てましたか」に対する回答(0-5 の 6 段階)  

 
1 組/情報通信

工学科 

2 組/電子工学

科 

3 組/電子制御

工学科 

4 組/情報工

学科 

電子情報システ

ム工学専攻 

制御情報システ

ム工学専攻 

1 年 3.7 3.5 3.6 3.5 3.4 3.1 

2 年 3.5 3.1 3.8 3.4 3.4 3.3 

3 年 3.2 3.0 3.5 3.2 － － 

4 年 3.4 3.1 2.7 3.3 － － 

5 年 3.3 3.5 3.4 3.2 － － 

 

「あなたの学習目標に対する達成度を６段階(0-5)で自己評価してください」に対する回答 

 
1 組/情報通信

工学科 

2 組/電子工学

科 

3 組/電子制

御工学科 

4 組/情報工

学科 

電子情報システ

ム工学専攻 

制御情報システ

ム工学専攻 

1 年 3.8 3.4 3.5 3.3 3.3 3.0 

2 年 3.4 3.1 3.8 3.3 3.4 3.5 

3 年 3.2 3.0 3.5 3.1 － － 

4 年 3.2 3.2 2.5 3.2 － － 

5 年 3.3 3.4 3.3 3.2 － － 
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観点６－１－⑤： 卒業（修了）生や進路先などの関係者から，卒業（修了）生が在学時に身に付

けた学力や資質・能力等に関する意見を聴取するなどの取組を実施しているか。

また，その結果から判断して，教育の成果や効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況） 

 平成14，16年度に卒業・修了生，および就職先に対してアンケート調査を実施している。調査結果

の（資料６－１－⑤－１）より，在学中の教育については，専門科目，実験・実習，コンピュータ教

育等が良かったと回答している一方で，語学力や，プレゼンテーション力では同世代の大卒等と比べ，

劣っていると感じているようである。同様に，（資料６－１－⑤－２）からは専門教育には満足度が

高いことがわかる。また，学習した内容も，約8割が仕事に役に立っていると回答している（資料６

－１－⑤－３）。企業からの要望は，（資料６－１－⑤－４）にあるように，コンピュータ，創造性，

基礎学力が大きな要望となっている。また，（資料６－１－⑤－５）の結果からは，卒業生に欠けて

いるものとしては，問題ないが多い反面，不足しているものとしてあげられているのは，専門性より

もむしろ協調性や社会性などであり，これらや特別活動の重要性を示しているものと思われる。（資

料６－１－⑤－６）からは，卒業生はほとんどが，技術分野で活躍しており，本校の教育目標に沿っ

た，電子情報系技術者として活躍している様子がわかる。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 卒業生，修了生，進路先企業に対して，アンケート調査を実施しており，卒業生，修了生，企業の

それぞれから高い評価を得ていることから，教育の成果・効果は上がっているといえる。なお，語学

についてだけ，やや不満があるが，これらについては現在，TOEICテストの学校での実施などの対応

を実施しており，徐々に改善されていくものと思われる。 
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（資料６－１－⑤－１） 卒業生・修了生に対するアンケート結果 

 【出典：平成 16 年度卒業生アンケート】 

 

１．高専における教育でよかったと思われる点について選んでください 

（準学士課程卒業生） 

専門教育 49 進路指導 9 寮生活 10 

教養教育 3 創造教育 5 学生会活動 0 

実験実習 37 コンピュータ教育 29 その他 1 

英語教育 2 クラブ活動 13    

研究指導 10 コンテスト参加 3    

（専攻科課程修了生） 

専門教育 15 進路指導 1 寮生活 1 

教養教育  創造教育 5 学生会活動  

実験実習 11 コンピュータ教育 10 その他 1 

英語教育  クラブ活動 6    

研究指導 7 コンテスト参加 3    

 

１５．会社で高専卒業生または専攻科修了生が同年齢の大学卒業生に比べて劣った評価をされていると 

感じる点を選んでください 

（準学士課程卒業生） 

開発力 9 一般常識 8 語学力 32 

創造力 10 管理力 9 プレゼンテーション能力 21 

企画力 16 指導力 4 コミュニケーション能力 6 

行動力 3 協調性 1 情報処理能力 0 

専門知識 7 誠実さ 0 その他 8 

（専攻科課程修了生） 

開発力  一般常識 5 語学力 9 

創造力 1 管理力  プレゼンテーション能力 1 

企画力 1 指導力 2 コミュニケーション能力 1 

行動力 1 協調性  情報処理能力  

専門知識  誠実さ  その他  

 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準６ 

 - 162 - 

 

 

 

 

（資料６－１－⑤－２）卒業生・修了生に対するアンケート結果    

（本校に対する満足度）   【出典：平成 16 年度アンケート結果】 

 

３．あなたの感じる満足度を５段階で評価してください 

不満 → → →   満足 
準学士課程卒業生 

1 2 3 4 5 

専門科目教育について 1 5 15 40 12 

教養科目教育について  1 17 40 14 1 

英語教育について 14 30 26 2 1 

研究指導について 3 12 25 27 6 

情報処理教育について 3 11 23 26 10 

本校の施設や設備について 5 6 29 29 4 

        

不満 → → →   満足 
専攻科課程卒業生 

1 2 3 4 5 

専門科目教育について   2 1 10 5 

教養科目教育について  2 4 10 2   

英語教育について 5 9 4     

研究指導について 1 1 5 6 5 

情報処理教育について   2 5 8 3 

本校の施設や設備について 1 3 5 8 1 
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（資料６－１－⑤－３）卒業生・修了生に対するアンケート結果 

 【出典：平成 14 年度アンケート結果】 

１．まったく役に立たない 

２．あまり役に立たない 

３．どちらでもない 

４．少し役立っている。 

５．とても役立っている。 
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（資料６－１－⑤－４） 卒業生・修了生の就職先に対するアンケート結果 

（本校卒業生，修了生への期待）  【出典：平成 14 年度アンケート結果】 
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（資料６－１－⑤－５） 卒業生・修了生の就職先に対するアンケート結果 

   （卒業生，修了生に不足する点） 【出典：平成 14 年度アンケート結果】 
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（資料６－１－⑤－６） 卒業生の勤務先業種 【出典：平成 14 年度アンケート結果】 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準６ 

 - 167 - 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 該当なし。 

（改善を要する点）  

 卒業生，進路先より語学についてやや不足の意見があり，これらについて現在行っている改善をさ

らに進める必要がある。 

 

（３）基準６の自己評価の概要 

高等専門学校として，教育目的に沿って，学生が卒業（修了）時に身に付ける学力や資質・能力，

養成する人材像等についての達成状況は，主として試験によって把握・評価している。進級・卒業

（修了）時における単位取得状況，進級状況，資格取得，卒業研究の対外発表状況などから判断して，

学生が身に付ける学力や資質・能力についての教育の成果や効果は上がっていると考える。就職先や

進学先の分析より，本校の教育目的で養成しようとする人材像等に対して，十分教育の成果や効果が

上がっている。学生が行う学習達成度評価から見て，本校の意図する教育の成果や効果は上がってい

る。卒業（修了）生，就職先企業へのアンケート結果から，卒業（修了）生が在学時に身に付けた学

力や資質・能力等についての意見を聴取し，その結果から，教育の成果や効果は，語学を除き上がっ

ていると判断される。 
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基準７ 学生支援等 

（１）観点ごとの分析 

観点７－１－①： 学習を進める上でのガイダンスが整備され，適切に実施されているか。また，

学生の自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制が整備され，機能してい

るか。 

 

（観点に係る状況）  

１～５年生全員に学生便覧，シラバス，「熊本電波高専の理念と教育目標と各学科・専攻の教育目

標」を配布しており，授業の開始時に，各科目でガイダンスを実施している（資料７－１－①－１）。

４，５年生については併せてJABEE対応コース，非対応コースの履修の手引きを配布し，履修ガイダ

ンスを実施している（資料７－１－①－２）。４年次編入生，留学生にも，入学式後に説明を実施し

ている（資料７－１－①－３）。 

専攻科課程学生は，JABEE対応コースまたはJABEE非対応コースに所属しているため，専攻科学生便

覧と「JABEE対応コース履修の手引き，JABEE非対応コース履修の手引き」により，4月当初にガイダ

ンスを実施している（資料７－１－①－４）。 

 

● 自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制 

 各教員，少なくとも週に１時間のオフィスアワーを設定しているが，ほとんどの教員がこれに関係

なく，常時学生の質問に対応している（資料７－１－①－５，６）。 

電子メールによる質問受付や，自習教材の提供など，e-ラーニングを実施している教員一覧を示す

（資料７－１－①－７）。平成 17 年度末に e-ラーニングを用いた質問や自学自習を支援するシステ

ム（Webclass）を構築し，今年度から，自習教材等の提示を実施していく予定である（資料７－１－

①－８）。 

学生の様々な相談に対応するために，学生相談室を設置している。利用の手引き，年間計画表およ

び利用状況を示す（資料７－１－①－９，１０，１１）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

年度当初にガイダンスが実施されている。自主的学習に対する支援体制として，オフィスアワー，

e-ラーニング等による支援が実施されている。また，学習上の悩み等の相談に対応するために，学生

相談室が設置され，利用されている。 
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（資料７－１－①－２） JABEE 対応コース，非対応コースの説明資料(表紙のみ) 

 

（資料７－１－①－１） シラバスに記載された，ガイダンスの例 
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（資料７－１－①－３） 留学生，」編入生ガイダンス日程 
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（資料７－１－①－４） 専攻科ガイダンス資料 
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（資料７－１－①－６） オフィスアワー記録例 

平成17年度　オフィスアワー記録表　　情報通信工学科　大田一郎 No.1
No. クラス 氏名 用件 備考

1 4月4日 月 18:00 ～ T-4 19 関部　真吾 追認定試験のための勉強
2 4月5日 火 10:00 ～ T-4 19 関部　真吾 追認定試験のための勉強
3 4月6日 水 17:00 ～ T-4 19 関部　真吾 追認定試験のための勉強
4 4月25日 月 16:00 ～ T-4  4 岩村　義明 負帰還増幅器(実験レポート)の質問
5 4月26日 火 16:00 ～ T-4  8 大谷　昂 負帰還増幅器(実験レポート)の質問
6 5月9日 月 16:00 ～ T-4  4 岩村　義明, 他3 負帰還増幅器(実験レポート)の質問
7 5月10日 火 15:50 ～ T-4 26 長崎　敏幸 B級増幅器の質問
8 5月17日 火 10:10 ～ T-4 41 吉永　麻里 負帰還増幅器(実験レポート)の質問
9 5月23日 月 16:00 ～ T-4 26 長崎　敏幸, 他3 負帰還増幅器(実験レポート)の質問

10 5月24日 火 16:00 ～ T-4  4 岩村　義明 電路レポートの質問
11 5月24日 火 20:00 ～ T-4 24 中本　洋平 B級増幅器の質問
12 5月25日 水 16:40 ～ T-4 16 嶋村　舞, 他3 担当科目以外の質問
13 5月26日 木 17:30 ～ T-4  1 家入　友希, 他2 担当科目以外の質問
14 5月27日 金 17:00 ～ T-4  4 岩村　義明 電路レポートの質問
15 5月30日 月 16:30 ～ T-4 19 関部　真吾, 他3 担当科目以外の質問
16 5月31日 火 12:00 ～ T-4  4 岩村　義明 電路レポートの質問
17 6月1日 水 16:00 ～ T-3 5名程度 電路小テストの質問
18 6月2日 木 16:00 ～ T-4 26 長崎　敏幸, 他3 電路テストの質問
19 6月3日 金 12:00 ～ T-4 28 濱　  幸宣, 他3 担当科目以外の質問
20 6月3日 金 12:10 ～ 2-2 12 河野　幸美, 他3 電路テストの質問
21 6月3日 金 13:30 ～ 2-2  6 岡本　実樹 基電テストの質問
22 6月3日 金 16:00 ～ T-4 16 嶋村　舞 工学実験の質問
23 6月3日 金 16:40 ～ T-4 30 濱津　文哉 工学実験の質問
24 6月4日 土 9:30 ～ T-4 26 長崎　敏幸 電路テストの質問
25 6月4日 土 15:30 ～ T-4 26 長崎　敏幸 電路テストの質問
26 6月4日 土 18:00 ～ T-4 26 長崎 敏幸 電路テストの質問

日時

 

（資料７－１－①－５） オフィスアワーの入った時間割（ＯＨと記載） 
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（資料７－１－①－７） 平成 17 年度において e-ラーニングを実施している教員一覧 

教員名 
電子メールで

の質問受付

テキスト・プ

リントの提供 

掲示板での

情報提供

試験問

題提供

練習問

題提供

パワーポイント

等の教材の提供 

画像・音声による

自学教材の提供

遠山 徹 ○ ○ ○ ○ ○     

楠元実子 ○           

重田 出 ○      ○     

下塩義文 ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

大田一郎   ○   ○ ○     

葉山清輝 ○ ○ ○ ○  ○ ○ 

合志和洋         ○   

高倉健一郎   ○   ○ ○     

田畑 亨 ○ ○   ○ ○ ○  

松本 勉 ○ ○   ○ ○ ○   

大塚弘文   ○   ○ ○ ○   

柴里弘毅 ○ ○   ○      

嶋田泰幸 ○       ○   

小松一男   ○         

孫 寧平 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大隈 千春 ○ ○    ○     

（資料７－１－①－８） Webclass の画面例 
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（資料７－１－①－９） 学生相談室利用の手引き 2006 年度版 
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（資料７－１－①－１０） 平成 16 年度の学生相談室の年間計画表 

４月 年間計画の作成 

学生相談室談話会 

学生相談室運営委員会 

相談室員の相談日の決定→相談室のパンフレット作り→印刷 

カウンセラーの先生との打ち合わせ 

相談の開始 

５月 各クラスへのパンフレットの配布 

１年生へのカウンセラー講話（２クラスずつ) 

学生相談室のホームページの変更 

学生相談室談話会 

学園便りの原稿作成 

相談 

６月 学生相談室談話会 

相談 

７月 学生相談室主催陶芸教室開催 

全国学生相談研修会の申し込み 

学生相談室活動報告書の原稿依頼 

相談 

８月 学生相談室活動報告書の原稿作成 

九州地区大学保健管理研究協議会出席……インテーカー 

相談 

９月 メンタルヘルス研究協議会出席……相談室長 

学生相談室談話会 

学生相談室運営委員会 

学生相談室活動報告書の編集 

相談 

10月 学生相談室談話会 

学生相談室活動報告書の編集 

相談 

11月 カウンセラーと担任との懇談会＝カウンセラーの話と自由討議 

学生相談室談話会 

学生相談室活動報告書の編集 

全国学生相談研修会参加……３名 

相談 

12月 学生相談室活動報告書の発行 

相談 

１月 学生相談室談話会……全国学生相談研修会の報告等 

次年度の準備……相談室員の決定等 

相談 

２月 学生相談室運営委員会……本年度の反省・相談件数・来年度予算等 
各府省等カウンセラー講習会出席 
自己点検報告書等の作成 
相談 

３月 次年度の準備……パンフレットの用紙発注とパンフレットの表紙作成等 
学生相談室談話会 

 相談 
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観点７－１－②： 自主的学習環境（例えば，自主学習スペース，図書館等が考えられる。）及び

厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生活環境等が整備され，

効果的に利用されているか。 

 

（観点に係る状況）  

● 自主的学習環境 

・各ホームルーム（20 クラス，各 69m2，机・椅子設置）を夕方 6 時まで利用できる（資料７－１－

②－１）。 

・図書館は，平日冬季は夜 7：00 まで，夏季は夜 8：00 まで，土曜日は 10：00～16：00 まで利用で

きる（資料７－１－②－２，後出資料８－１－①－４）。 

・パソコン演習室（一般科目，専門４学科）は，放課後開放されており，自由に使用できる（資料７

－１－②－３）。 

● 厚生施設 

・くぬぎ会館（食堂，売店，会議室，ミーティングルーム，和室）を設置している（資料７－１－②

－４）。 

● コミュニケーションスペース 

・各ホームルームを放課後利用できる。 

・校舎棟ロビーと学生課前に学生控室が，専攻科棟2階に専攻科生用の控室がある。また，中庭に椅

子を設備している（資料７－１－②－５）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 自主的学習環境として，ホームルーム，図書館，パソコン演習室が利用されている。福利施設とし

てはくぬぎ会館を設置し，毎日の利用に供されている。コミュニケーションスペースとしては，学生

控室等が設置され，利用されている。 

 

（資料７－１－①－１１） 学生相談室利用状況 

平成 9～15 年における主な相談内容の件数と来談者数の推移 

  項目  ９年度  10 年度  11 年度  12 年度  13 年度  14 年度  15 年度 

 学生生活 

 学業 

 対人関係 

 健康 

 進路 

 家庭の問題 

 4 

19 

 3 

14 

16 

 1 

 2 

38 

 2 

22 

 6 

 2 

 4 

16 

11 

15 

 5 

 2 

 5 

27 

10 

20 

 5 

 0 

 5 

15 

 6 

32 

13 

 1 

11 

13 

21 

47 

23 

 9 

12 

30 

16 

39 

26 

16 

  合計 69 102 75 84 78 126 142 

 来談者数 58 99 75 80 59 100 105 
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（資料７－１－②－２） 平成 17 年度図書館土曜および夜間開館利用状況表 

（資料７－１－②－１） ホームルームの使用可能時間  

 

 以下，省略 
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（資料７－１－②－３） 各学科パソコン演習室配置 
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（資料７－１－②－４） くぬぎ会館配置図 

 

(2 階) 

 

(1 階) 
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（資料７－１－②－５） コミュニケーションスペースの写真 

  

くぬぎ会館の一部            学生課前学生控室 

  

校舎棟ロビー            校舎棟玄関ロビー 

 

中庭                専攻科棟２階 
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観点７－１－③： 学習支援に関する学生のニーズ（例えば，資格試験や検定試験受講，外国留学

等に関する学習支援等が考えられる。）が適切に把握されているか。 

 

（観点に係る状況）  

 下記の各事項により，ニーズを把握している。 

・ 年2回実施する授業アンケートの自由記述欄により，ニーズを把握している（資料７－１－③－

１）。 

・ 担任あるいは学科長により，ロングホームルームや個別面談を通じて，編入学試験や資格試験に

関する相談等に対応している。 

・ 成績送付時に，保護者連絡表を同封し，提出してもらっている（資料７－１－③－２）。奨学後

援会の役員会や総会における保護者の意見も間接的に学生からのニーズを反映したものと考えられる。 

・ 全学年の学生と年に１回，校長との懇談会を開催しており，聴取した意見を元に，回答を掲示し，

適宜要望を実現している（資料７－１－③－３，後出資料９－１－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

授業アンケート，担任あるいは学科長への相談，保護者連絡表，奨学後援会役員会・総会，校長と

学生との懇談会等の多様な手段により学習支援のニーズを把握する体制を取り，学生のニーズを適切

に把握している。 

 

 

 

（資料７－１－③－１） 授業アンケートの自由記述欄 
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（資料７－１－③－２） 保護者連絡表の記入例 
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（資料７－１－③－３） 校長との懇談会開催お知らせ 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準７ 

 - 184 - 

観点７－１－④： 資格試験や検定試験受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能してい

るか。 

 

（観点に係る状況）  

学生便覧に，各種資格試験についての説明を記載している（資料７－１－④－１）。学校を通じた

申し込み手続きの実施，試験会場を本校に設けるなどの環境を整えている。資格取得を推奨するため

に，単位の認定を実施するとともに，表彰を実施している（資料７－１－④－２，３）。（資料７－

１－④－４）に，資格試験のゼミを単位認定した例を示す。 

・本校で会場提供，実施している資格試験 

実用英語検定，TOEIC IPテスト，マルチメディア・CG検定，漢字検定など。 

・教務係あるいは教員で受付を実施している資格試験 

陸上無線技術士，実用英語検定，TOEIC IPテスト，マルチメディア・CG検定，漢字検定など。 

外国留学する学生について，学則で単位習得等に関する規定を定めている（資料７－１－④－５）。

シンガポールとフィンランドのポリテクニック２校と交流協定を結び，短期交換留学生を派遣し，留

学費用の援助を実施している（資料７－１－④－６，７，８）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 資格試験の案内を学生便覧で実施，実施時期等について周知している。単位認定や学校を会場とし

た受験等の支援を実施している。外国留学のための支援体制については,単位の認定，交流協定の締

結，留学費用の支援等を実施している。 

 

 

 

 

（資料７－１－④－１）学生便覧の資格試験等の説明例 

以下，省略 
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（資料７－１－④－２）資格取得についての単位認定規則 
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（資料７－１－④－４）資格試験についての補講実施例 

【出典：平成 16年度ゼミナール第 1，第２単位認定】 

 

（資料７－１－④－３）資格試験による表彰例 

 

 以下，省略 
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（資料７－１－④－５）外国での単位取得規定 【出典：学則 平成 18 年度学生便覧，p.18】 

（資料７－１－④－６）外国留学に関する取り扱い要項 
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（資料７－１－④－７） オウルポリテクニックとの交流協定書 

 

 ２，３ページ省略 
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（資料７－１－④－８） 留学のための費用援助の規程 
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観点７－１－⑤： 特別な学習支援が必要な者（例えば，留学生，編入学生，社会人学生，障害の

ある学生等が考えられる。）がいる場合には，学習支援体制が整備され，機能し

ているか。 

 

（観点に係る状況） 

留学生指導教員をおき，日常の教育や生活指導に関する相談，助言に当たっている。各留学生に，

同じクラスの日本人学生チュータを委嘱して，日本語や専門科目の相談に対応している（資料７－１

－⑤－１，２）。日本語の補講も週１回２時間実施している。 

編入学生については，編入学までに勉強しておくべき数学，英語，基礎専門科目などの教科書，授

業内容，試験問題について説明し，勉強しておくように指導するとともに，編入学前後に，数学，英

語，基礎専門に関して補講を行っている。 

聴覚障害の学生に対応して，教室にスピーカ設備を設置し，利用している（資料７－１－⑤－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 留学生に対して，指導教員，チュータを定め，日常的に相談に対応している。編入学生についても，

入学前の事前説明に始まり，入学後も補講等により対応している。障害のある学生についても，必要

に応じ，設備を整えるなど必要な措置を講じている。 

 

 

（資料７－１－⑤－１） 留学生指導教員 【出典：平成１８年度校務分担表】 
留学生指導教員  ＊任期１年 

学科 情報通信 電子 電子制御 情報 

留学生指導教員 小茂田治 紫垣一貞 中島栄俊 大隈千春 

チューター配置表 

留学生所属学科学年・氏名 チューター    学生氏名 

電子制御工学科３年  氏名省略 電子制御工学科３年  氏名省略 

情報工学科３年     氏名省略 情報工学科３年    氏名省略 

電子制御工学科４年   氏名省略 電子制御工学科４年  氏名省略 

情報工学科４年       氏名省略 情報工学科５年    氏名省略 

情報工学科４年       氏名省略 情報工学科５年    氏名省略 
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観点７－１－⑥： 学生のクラブ活動や学生会等の課外活動に対する支援体制が整備され，機能し

ているか。 

 

（観点に係る状況）  

 学生主事を長とする学生委員会が支援を行う。学生会担当主事補を置き，学生の課外活動，委員

会活動などの窓口とし，学生支援係が事務的支援をしている。学生会規約，体育施設使用規則など

を制定し学生便覧を通じ周知している。全教員をクラブ顧問として配置し，外部コーチも一部配置

している（前出資料２－２－③－４，資料７－１－⑥－１）。施設設備として，体育館，グラウン

ド，武道場，クラブハウス，学生会室等を整備している（資料７－１－⑥－２）。資金面では，厚

生補導経費，学生会経費，奨学後援会経費で活動内容に応じた支援が行われている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

（資料７－１－⑤－３） 教室におけるスピーカ設置状況

 

（資料７－１－⑤－２） 熊本電波工業高等専門学校チューター制度実施要領 

（目的）第１条 本校に入学を許可された外国人留学生（以下「留学生」という。）に対し，日本人学生による

個別の指導を行い，留学生の学習の向上及び環境への適応を図ることを目的とする。 

（チューターの選考）第２条 留学生の所属する学科の学科長は，必要と認められる教官と協議のうえ，当該学

科の学生の中から人物・学業ともに優れた学生を選考し，校長に推薦するものとする。 

（指導期間） 第３条 指導期間は，校長が必要と認めた期間とする。 

（指導時間） 第４条 指導は，原則として週２回とし，その指導時間は１回につき２時間とする。なお，年間

実施総週数は，35 週を標準とする。 

（指導内容） 第５条 チューターは，留学生の日本語能力及び基礎学力について学習上の援助を行うとともに

日常生活上の助言等を行うものとする。 

（指導報告書） 第６条 チューターは，毎月， H別紙様式 Hにより指導報告書を校長に提出するものとする。 

（謝金） 第７条 前条の指導報告書に基づき，予算の範囲内において，前期末及び後期末にまとめて謝金を支

出する。 

（雑則） 第８条 この要領に定めるもののほか，必要な事項はその都度定める。 
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 学生主事を長として，学生委員会を中心に，学生支援係も含め，支援体制が整い，実際の支援も

実施している。また，クラブ活動に必要な施設設備も概ね整備されている。 

 

 

 

 

 

（資料７－１－⑥－１）平成 18 年度コーチ一覧 

クラブ（同好会）名 コーチ名① コーチ名② コーチ名③ コーチ名④ 

 野球部 ―― ―― ―― ――   

 男子バレー部 ―― ――    

 サッカー部 ―― ―― ―― ―― ―― ――  

 男子バスケット部 ―― ――    

 女子バスケット部 ―― ――    

 弓道部 ―― ―― ―― ――   

 吹奏楽部 ―― ――    

 茶道同好会 ―― ――    

（資料７－１－⑥－２）学生会関係設備整備状況 【出典：平成 18 年度学生便覧，p.185】 
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観点７－２－①： 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能し

ているか。 

 

（観点に係る状況）  

準学士課程各クラスに担任がおり，日々の要望に対応している。専攻科課程では専攻科長と４名の

専攻主任が対応している（前出資料２－２－③－２）。学業，生活面での悩みに対応するため，学生

相談室を設置し，専門のカウンセラーとして，精神科医２名・臨床心理士１名（非常勤）が配置され

ている（資料７－２－①－１）。 

入学料，授業料の納付が困難な場合，一定の条件を満たせば免除される（資料７－２－①－２，３，

４，５）。日本学生支援機構など各種団体からの奨学制度を利用できる（資料７－２－①－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 担任，学生相談室を中心に，学生の生活面の支援体制は整っており，運用実績もある。経済面の支

援については，入学料，授業料免除，奨学金，寮により必要な支援を実施している。 

 

 

 

（資料７－２－①－２） 入学料免除規定 【出典：平成 18 年度学生便覧，p.108 

（資料７－２－①－１） 学生相談について 【出典：平成 18 年度学生便覧，pp.98-99】
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（資料７－２－①－３） 授業料免除規定 【出典：平成 18 年度学生便覧，p.108 

（資料７－２－①－４） 入学料免除実績 

平成 16 年度授業料免除者数 

申請時期 前期 後期 

区分 申請者数 全額免除 半額免除 不許可 申請者数 全額免除 半額免除 不許可 

４年生 13 11 0 2 11 9 0 2 

５年生 15 9 1 5 11 8 2 1 

専攻科 4 3 0 1 4 3 1 0 

（資料７－２－①－６） 奨学金貸与実績 平成 17 年度奨学生数 平成 17 年 6 月 27 日現在

学年 1 学年 2 学年 3 学年 4 学年 5 学年 専攻科 1 年 専攻科 2 年 計 

日本学生支援機構 17 13 23 22 22 6 9 112 

その他 1 0 1 1 0 0 0 3 

合計 18 13 24 23 22 6 9 115 

在学者数 170 168 175 160 152 30 39 894 

在学者に対する比率 10.6% 7.7% 13.7% 14.4% 14.5% 20.0% 23.1% 12.9% 

（資料７－２－①－５） 授業料免除実績 

平成 17 年度前期分授業料免除者数 

区分 申請者数 全額免除 半額免除 不許可 超過申請

４年生 15 9 0 0 6 

５年生 13 9 1 2 1 

専攻科 7 5 0 1 1 
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観点７－２－②： 特別な支援が必要な者（例えば，留学生，障害のある学生等が考えられる。）

がいる場合には，生活面での支援が適切に行われているか。 

 

（観点に係る状況） 

９名の留学生が寮生活を行っている。長期休業の閉寮期間も残寮できる。調理兼談話室を設置し，

閉寮期間中も自炊ができる。宗教に配慮した食事も提供している。学習及び生活については，主にク

ラス担任，留学生指導教員，学生支援係及び就学支援係が指導及び支援を行っている。学校生活や個

人生活について助言または相談に応ずるためにチューターが配置されている（前出資料７－１－⑤－

１）。留学生懇談会（６月，１月）を年 2回開催し，留学生の要望等を汲み上げて教育及び生活指導

の参考にしている。特別な経済的な支援を必要とする場合に備え，熊本電波高専外国人留学生後援会

を組織している（資料７－２－②－１）。 
バリアフリー対策として，スロープ，エレベータを逐次設置し，車椅子での移動を容易にしている。

車椅子で利用できるスロープ及び洋式トイレも設置している（資料７－２－②－２）。難聴の学生対

応として，クラスルームにマイクと拡声装置を設置している（前出資料７－１－⑤－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

留学生については，留学生指導教員等の指導体制を整えている。留学生専用の設備も整っている。

生活面でのアドバイスをチューターに求めることもできる。校内は全てバリアフリーになっており，

障害者も自由に校舎内を移動できる。障害のある学生に対して，必要な設備も一部導入している。 
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（資料７－２－②－１） 熊本電波工業高等専門学校外国人留学生後援会会則 

                              平成 13 年 12 月 27 日 校 長 決 裁 

 (設置) 第１条 熊本電波工業高等専門学校(以下「本校」という。)に在籍する外国人留学生及び当該外国人留学生に関わる

本校教職員が，経済的に不測の事態に遭った場合の支援等を目的として，熊本電波工業高等専門学校外国人留学生後援会(以下

「本会」という。)を置く。 

 (業務) 第２条 本会は，前条の目的を達成するために，次の各号に掲げる業務を行う。 

  (1) 本校の外国人留学生が，生活を維持することが極めて困難になった場合，当該外国人留学生を経済的に支援すること。

  (2) 本校の教職員が外国人留学生を指導し，又は保証人になったことにより，経済的負担を負わなければならなくなった場

合，当該教職員を経済的に支援すること。 

  (3) その他，必要やむを得ない場合，本校の外国人留学生及び教職員へ所要経費を貸与すること。 

 ２ 本会業務の支援(貸与)基準は，別に定める。 

 (会員組織) 第３条 本会は，次に掲げる者をもって組織する。 

  (1) 本校の教職員で，本会の設置目的に賛同し，入会した者(以下「本校会員」という。)  

  (2) 前号以外の者で，本会の設置目的に賛同し，入会した個人又は法人等(以下「特別会員」という。) 

 ２ 本校会員及び特別会員の身分は，会費又は寄付の納入に始まり，退会の届け出をもって終わる。 

 (役員) 第４条 本会に，次の役員を置く。 

  (1) 会長  1 人  (2) 副会長 1 人  (3) 理事  若干名  (4) 監事  1 人 

 ２ 会長は，校長をもって充て，本会を代表し，本会の業務を統括する。 

 ３ 副会長は留学生委員会委員長をもって充て，会長を補佐し，会長に事故があるときはその会務を代行する。 

 ４ 理事は本校会員のうちから若干名をもって充て，本会の運営に携わる。任期は１年とし，再任を妨げない。 

 ５ 前項の理事は，会長が指名する。 

 ６ 監事は，事務部長をもって充て，本会の会計を監査する。 

 (役員会) 第５条 本会に，本会の運営に関する重要事項を審議するため，役員会を置く。 

 ２ 役員会は，前条第１項に掲げる役員をもって構成する。 

 ３ 役員会は，会長が召集し，その議長となる。 

 ４ 役員会は，役員の過半数の出席により成立する。 

 ５ 議事は，出席した役員の過半数をもって決する。可否同数の場合は，議長の決するところによる。 

 (運営経費) 第６条 本会の運営経費は，本校会員の会費及び特別会員の寄付をもって充て，会費の受け入れ等については，

次の各号による。 

  (1) 本校会員は，毎年度７月に会費を納入するものとする。 

  (2) 前号に於ける会費は，１口１，０００円とし，本校会員は，１口以上を納入するものとする。 

  (3) 特別会員からの寄付は，随時受け入れるものとする。 

 ２ 運営経費の残額が３００万円に達した場合は，本校会員からの会費の受け入れを休止する。 

  (支援等の支出) 第７条 支援金又は所要経費の申請は，当該教職員又は関係教職員が行うものとし，支出にあたっては，

役員会の議を経て決する。 

（会計年度等) 第８条 本会の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月 31 日に終わる。 

 ２ 本会の決算は，毎会計年度終了後，本校会員へ報告するものとする。 

（事務局） 第９条 本会の事務は，学生課で処理する。 

（雑則） 第１０条 この会則に定めるもののほか，本会の業務運営に関し必要な事項は，別に定める。 
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観点７－２－③： 学生寮が整備されている場合には，学生の生活及び勉学の場として有効に機能

しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 全室エアコン設置など現代的な寮である。南棟 2～4 階には 1～4 年の男子学生，北棟には，5 年生，

留学生，専攻科生が入寮している。南棟 5階は女子寮で，定員 29 名で 18 名が入寮している。入寮状

況および寮建物配置図を（資料７－２－③－１）に，寮費徴収要項を（資料７－２－③－２）に示す。 

 寮務主事１名，主事補３名，各学科１名の委員で構成された寮務委員会が学寮の運営，管理を担当

している。１人または２人による宿直（寮監），1 人による日直を配置している。平日は午前 8 時半

～午後 9 時まで事務員 1 名（非常勤含む）が常駐している。寮務委員会規則を（資料７－２－③－

３）に示す。寮生会があり，寮長を中心に自主的運営を行っている（資料７－２－③－４，５）。補

食談話室を各階に 1部屋設けている（資料７－２－③－６）。 

 １，２年生は２人部屋，３年生以上はほとんどが１人部屋となっており，他人が勉強の邪魔をする

ことはほとんどない。１年生については，定期試験前１ヶ月間ほど，上級生の指導の下で勉強会を行

うとともに，寮１階の図書室を 10:30～1:00 まで解放して勉強できる体制をとっている。 

 自習時間として 20:30～21:30，および学習時間として 22:30～23:30 の間で 2 時間を設けている。

なお 22:30 以降は居室から離れることを原則禁止している（資料７－２－③－７）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

低学年においては，２人部屋を基本とし，上級生については１人部屋とし，低学年では互いに共同

しながら生活，学習し，高学年では自主的な生活,学習ができるように配慮している。日課に自習時

間を設け，また 1 年生については試験前に特別な学習時間を設けるなど学習にも配慮している。 

 

（資料７－２－②－２） スロープと身障者用トイレ 

  

車椅子用スロープ       身障者対応のトイレ 
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（資料７－２－③－１）入寮状況および寮建物配置図(続き) (2/4) 

 

（資料７－２－③－１）  入寮状況および寮建物配置図 (1/4) 
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（資料７－２－③－１）入寮状況および寮建物配置図(続き) (3/4) 
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（資料７－２－③－１）入寮状況および寮建物配置図(続き) (4/4) 
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（資料７－２－③－２） 寮費徴収要項  【出典：平成 17 年度学生便覧】 
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（資料７－２－③－３） 寮務委員会規則 

 

        熊本電波工業高等専門学校寮務委員会規則 

                                               昭和 57 年３月 15 日    規則 第３号 

 改正   昭和 58 年７月１日規則第７号，  平成２年３月 24 日規則第４号 

          平成３年３月１日規則第１号，    平成５年 11 月 16 日規則第 10 号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，熊本電波工業高等専門学校学寮規則（昭和 58 年７月１日規則第４号）第５条の規定に基づ

き，熊本電波工業高等専門学校寮務委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) 入寮及び退寮に関する事項    (2) 寮生の生活指導に関する事項 

 (3) 寮生の厚生福祉に関する事項 (4) 寮生の保健及び安全保持に関する事項 

 (5) 寮生の賞罰に関する事項  (6) その他学寮に関する事項 

 （組織） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) 寮務主事   (2) 寮務主事補 (3) 各学科の教官各１名  (4) 学生課長 

２ 前項第３号の委員（以下「第３号委員」という。）は，校長が任命する。 

 （任期） 

第４条 第３号委員の任期は，１年とし，再任を妨げない。 

２ 第３号委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に，委員長を置く。 

２ 委員長は，寮務主事をもって充てる。 

３ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

４ 委員長は，校長に委員会の審議状況を報告するものとする。 

５ 委員長に事故あるときは，寮務主事補がその職務を代行する。 

 （委員以外の者の出席） 

第６条 委員長は，必要と認めるときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，意見を聴くことができる。 

 （事務） 

第７条 委員会の事務は，学生課寮務係が処理する。 

   附 則 

１ この規則は，昭和 57 年４月１日から施行する。 
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（資料７－２－③－４） 寮生会会則   【出典：平成 17 年度学生便覧】 
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（資料７－２－③－５） 生活指導委員制度 

         寮の指導体制変更  H16.6.15    寮務委員会 

１． 寮役員の中に生活指導を担当する“生活指導員”を置く。 

２． 生活指導員は原則として各階２～３人とする。生活指導員の中に生活指導員長を１人置く。 

３． 生活指導員は４，５年生で，原則として現寮役員，寮役員経験者の中から任命する。任期は１年(４月１

日―３月３１日)とするが，不適任と判断された場合は更迭する。 

４． 生活指導員の役割 

1) １年生の寮生活に関するガイダンス（寮則，寮での仕事，外出外泊の取り方，挨拶，対面式，スポーツ大

会，その他寮生活に必要な知識等の指導）。 

2) 寮生の日常生活に関する助言，指導（挨拶，清掃，勉強時間中の静粛維持，その他寮生活の規律を保つ為に

必要な指導）。 

3) 寮生活の向上に関する提案（不合理な慣習を廃止し，或いは，新しいアイデアを導入して，寮生活を少しで

も向上させるための改善に努める）。 

3) 生活指導員長は指導に従わない寮生がいる場合は寮務委員に報告する。寮務委員会は調査指導し，場合によ

っては処分を検討する。 

５． 生活指導の方法 

1) 生活指導する場合は事前に寮務委員，または，寮監に届け出て許可を受けること，その際，指導対象，指導

内容，指導場所，指導者名を生活指導記録簿に記入すること。 

2) 生活指導には必ず寮務委員，または，寮監が立ち会う。 

3) 生活指導の指定時間帯は２１時３０分から２２時３０分の間とし，指導は指定時間帯に行う。 

4) 生活指導の場所は１階の食堂，図書室，会議室，創作工房，北棟寮監室とする。 

5) 22 時 30 分以降の指導は絶対に行わない。 

6) 暴力行為，また，必要以上に精神的ストレスを与えるような行為は禁止する。 

7) 原則として生活指導員が直接生活指導するが，新学期早々（５月の連休位まで）は生活指導員の責任で下級

生をアシスタントとして使用しても良い。 

8) 日常の生活中における軽い注意行為 

 以下に例示する場合は注意行為と見なして，生活指導員以外でも適時その場で口頭注意しても良いこととする。

  例：（廊下等で騒いでいる，消灯後うろついている，勉強時間に遊んでいる，夜中に騒いでいる，22 時 30 分

以降談話室でテレビを見ている等） 

６． 生活指導員と寮務委員とのコミュニケーション 

生活指導員は生活指導で問題が生じた場合は寮務委員に相談し助言を求め，また，寮務委員会は必要に応じて生

活指導員と協議して寮の改善に努める。 

７． 無許可指導は処分の対象とし， 

1) 指定時間帯での生活指導員による無許可指導―無断外出と同等，３回目は生活指導員更迭 

2) 指定時間帯外での生活指導員による無許可指導―無断外泊と同等，２回目は生活指導員更迭 

特に２２時３０分以降の無許可指導――退寮警告，生活指導員更迭 

3) 生活指導員以外の無許可指導――退寮警告。 

８． 暴力行為は退寮警告以上とする。 

特に殴打，長時間の正座，たばこの火を押し付ける等は悪質な暴力行為とみなして退寮勧告とする。 

９．寮役員として功績の有った者は学寮表彰規定に基づき，卒業時に表彰する。 
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（資料７－２－③－６） 寮施設設備使用規則  【出典：平成 17 年度学生便覧】 
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観点７－２－④： 就職や進学などの進路指導を行う体制が整備され，機能しているか。 

 

（観点に係る状況）  

学生委員会に進路担当主事補をおくとともに，進路指導委員会により，学校全体の計画，調整を実

施し，学生支援係および教務係が事務的な支援を行っている（資料７－２－④－１，２）。学科長お

よび４，５年担任を中心に，専攻科においては専攻科長が実施している。 

就職・進学の指導は，準学士課程専門 4 学科においては，基本的に学科長あるいは就職指導専任教

員と４，５年担任により就職・進学の指導を実施している。学科長は企業との応対を行い，学生に対

しては担任とともに進路指導にあたっている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 準学士課程，専攻科課程とも学科長，専攻科長を中心に就職・進学の指導を行う体制はできており，

学生課による支援体制もできている。 

（資料７－２－③－７） 寮生心得    【出典：平成 17 年度学生便覧】 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 該当なし 

（改善を要する点）  

 該当なし 

（３）基準７の自己評価の概要 

 学習を進めるためのガイダンスの整備・実施，自主的学習を進める上での相談・助言体制，自主的

学習環境等の整備・利用，学習支援に関する学生のニーズ把握，資格試験等の支援体制の整備，学習

・生活で特別な支援を必要とする学生への支援体制の整備，クラブ活動等に対する支援体制の整備，

学生の生活・経済面に関わる支援体制の整備，進路指導に関する支援体制整備については，いずれも

十分になされている。学生寮も勉学の場として機能している。

（資料７－２－④－２）就職・進路対策活動計画 

【出典：平成 18 年度学生生活指導のしおり】 

 

（資料７－２－④－１） 学生委員会の進路担当主事補 
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基準８ 施設・設備 

（１）観点ごとの分析 

観点８－１－①： 学校において編成された教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば，校

地，運動場，体育館，教室，研究室，実験・実習室，演習室，情報処理学習のた

めの施設，語学学習のための施設，図書館等，実験・実習工場さらには職業教育

のための練習船等の設備等が考えられる。）が整備され，有効に活用されている

か。 

（観点に係る状況） 

● 施設の概要 

本校において編成された教育課程を実現するために，校舎棟，電子工学科棟，情報工学科棟，電

子制御工学科棟，選択棟，専攻科棟，地域共同テクノセンター，運動場，体育館，図書館等を整備

している（資料８－１－①－１）。校舎棟は，一般科目・情報通信工学科・電子工学科の教員室，

低学年（１～３年生）・情報通信工学科・電子工学科の学生用教室，実験・実習室，卒研室，英語

教育用のＬＬ教室，共同利用の視聴覚教室・ＳＣＳ室などに使用されている。電子工学科棟は，電

子工学科・情報通信工学科の教員室，卒研室，電子工学科の電子計算機室及び実験室，卒研室など

に使用されている。情報工学科棟は，主に情報工学科の教員室，学生用教室，実験室，卒研室及び

共同利用の電子計算機室（高度情報処理センター）として使用されている。電子制御工学科棟は，

主に電子制御工学科の教員室，学生用教室，実験室，卒研室及び機械工作実習室として使用されて

いる。選択棟は選択科目の講義等に使用されている。専攻科棟は，専攻科の学生の授業や研究に，

地域共同テクノセンターは，学術研究や民間などとの共同研究及び民間企業の技術者の再教育に利

用されている。運動場，体育館等の設備は，授業，学校全体の集会や課外活動，各種行事に使用さ

れる。図書館は，学習や研究その他の文化活動のために利用される。また，福利施設として，くぬ

ぎ会館（食堂・売店・会議室等）があり，学生及び教職員の福利厚生の充実と学生の課外活動の促

進を図っている。遠方のため通学困難な学生には，学生寮により，修学の便宜を供与している。こ

れらの施設の利用については，学生便覧に利用規則を掲載し，利用における注意等を喚起している

（資料８－１－①－２～５）。 

（安全への配慮） 

 「危機管理マニュアル」を作成し，関係部署に配布するとともに，高専機構作成の「実験実習安

全必携」を全学生と全教職員に配布し，実験や実習等の安全な遂行を徹底している（資料８－１－

①－６，７）。また，毎月校内巡視を行い，教育・研究等の活動における労働災害の防止に努めて

いる（資料８－１－①－８）。 

● 実験室，演習室 

 基本的に本校の全ての実験室・設備は共同利用可としている。現実には，学科配置や共通実験項

目との関係から，情報通信工学科と電子工学科が実験室と実験設備を共同利用し，情報工学科と電

子制御工学科は各学科の実験室，設備を主に利用している。また１，２年生の実験については，電

子制御工学科棟３階に専用の実験室を設け，共同利用している。また，これらの実験設備を有効利

用するために，平成17年度に技術センターを発足させ，教員と技術職員による実験室・設備の管理

運営を行っている。 

● 図書館，視聴覚教室，ＬＬ教室 

・図書館 
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 図書館の蔵書数，視聴覚教材数，入館者数，貸出統計などの統計データは（資料８－１－①－

９）のとおりである。閲覧室内にインターネット検索端末を設置，図書館ホームページの作成によ

り，利用者へのサービスの充実を図ってきた。新刊図書の購入は学生への希望調書及び教員からの

推薦を受けて学生を交えた図書選定委員会で決定している。学生のニーズに応え，平日20時（冬季

は19時）まで開館し，学習環境の提供を図っている。一般利用者への開放は，平日，土曜日に開館

している。 

・ 視聴覚教室 

視聴覚教室には，液晶プロジェクタ，ビデオデッキ，ビデオ編集機，ＤＶＤ再生機などの視聴覚

機器を備え，音楽や選択科目の講義の他，講演，部活動等さまざまな活動に供している。 

・ＬＬ教室 

平成16年3月に設備の更新を図り，様々な音声教材や教師・学習者の音声がディジタル化される

ようになった。リスニングやスピーキングなどのコミュニケーション重視の演習が可能となり，授

業を効果的に行うことができるようになった。全てのクラス（準学士課程及び専攻科課程）で週１

時間はLL教室を使用した授業が実施されている。 

● 情報関連設備 

・高度情報教育センターの設置と学内ＬＡＮの高速化・大容量化 

学内LANの維持管理，高速ギガネット整備，セキュリティへの対応，情報リテラシー教育への対

応等のため，「高度情報教育センター」を設置している。役割は，上記各項目への対応，学外ネッ

トワークとのIP接続の管理である。高度情報教育センターとしては，平成13年度にギガビットネッ

トワークシステムを，平成14年3月には「高速キャンパスネットワーク」を整備し，校内LANは光フ

ァイバケーブルを使った高速システムを構築している。 

・各学科のパソコン実習室 

低学年からコンピュータリテラシー教育を行い，各学科においてはプログラミングを主体とした

ソフトウェアに関する演習が多く，上級学年になるに従って放課後等のコンピュータ利用率が高い。

そこで，高度情報教育センターにおける共通パソコン室だけでなく，一般科も含めた５学科にパソ

コン実習室が設置されている。本校はコンピュータ技術の教育が一つの大きな目標であるため，一

学生が一コンピュータを利用できる体制を整えている。授業に用いるだけでなく，卒業研究をはじ

め学生の自主的な勉強においても，パソコン実習室が自由に利用できるようになっている。 

● 体育施設 

本校の体育施設は，第一体育館（講堂兼用，2階に柔道場を含む。1306㎡）・第二体育館（911

㎡），運動場（350ｍ陸上トラック，野球場），テニスコート，プール（25ｍ×7コース），弓道場

がある。運動場は共有という形でサッカーコート・ラクビーコート・ハンドボールコートを備えて

いる。これらは，授業やクラブ活動で利用されている。 

● 学生寮 

明和寮と称し，教育寮に位置づけられて教員が毎日交代で宿直に当たっている。現在，定員153

名（男子124名，女子29名）に対して，男子107名，女子18名が入寮している。寮の団体生活を通じ，

人間性形成の場として重要な役割を担っている。 

● 教育研究活性化への施設整備 

・専攻科棟・地域共同テクノセンター 

専攻科棟，地域共同テクノセンター棟を設置し，より社会のニーズに応えられる技術者の養成を
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目指している。地域共同テクノセンターにおいては，産学共同の研究と本校で重点化した研究活動

を専攻科生，準学士課程卒研生を中心に実施できるように，研究設備を整えている。 

・ＳＣＳ（スペース・コラボレーションシステム）室 

衛星を利用するＳＣＳ室を設置し，メディア教育開発センター等との情報交換に使用している。 

 ● 安全への配慮 

「危機管理マニュアル」を作成し，教職員・学生に安全に関する関心を喚起するとともに，安全

衛生管理体制を整え，毎月校内巡視を行うことで，施設・整備の安全な運用を図り事故を未然に防

止している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学生数に対する施設・設備は「高等専門学校設置基準」を満たし，整備されている。各学科教室，

図書館は，授業以外に自主学習の行える環境を提供している。運動場や体育館などの体育施設は授

業以外にも課外活動を行える環境を提供している。さらに，学生寮により，遠方からの学生への就

学支援を行っている。また，専攻科棟及び地域共同テクノセンターは，教育・研究環境の充実を図

り，技術活動成果が産業界に具体的に提供されていく過程に学生も参画していくことにより，多大

な教育効果を生み出している。学内における施設・設備の利用については，毎年配布する学生便覧

に規則を定めている。安全にも配慮している。 

以上のことから，本校の編成した教育課程の実現にふさわしい施設・設備が整備され，有効に活

用されている。 
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（資料８－１－①－１） 「施設」 1/2 （出典：平成 17 年度学校概要，52-53 頁） 
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（資料８－１－①－１） 「施設」（続き） 2/2 【出典：平成 17 年度学校概要，52-53 頁】 
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（資料８－１－①－２） 熊本電波工業高等専門学校体育施設使用規則     1/2 
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（資料８－１－①－２） 熊本電波工業高等専門学校体育施設使用規則（続き） 2/2 
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（資料８－１－①－３） 「熊本電波工業高等専門学校福利施設使用規則」 

【出典：平成 18 年度学生便覧，121-122 頁】 



熊本電波工業高等専門学校 基準８ 

 - 216 - 

（資料８－１－①－４）「熊本電波工業高等専門学校図書館利用規則」          1/3 

【出典：平成 18 年学生便覧，150-152 頁】 
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（資料８－１－①－４） 「熊本電波工業高等専門学校図書館利用規則」（続き）          2/3

【出典：平成 18 年学生便覧，150-152 頁】 
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（資料８－１－①－４） 「熊本電波工業高等専門学校図書館利用規則」（続き） 3/3 

【出典：平成 18 年学生便覧，150-152 頁】 
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（資料８－１－①－５） 「熊本電波工業高等専門学校学寮規則」1/2 

【出典：平成 18 年学生便覧，156-157 頁】 
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（資料８－１－①－５）「熊本電波工業高等専門学校学寮規則」（続き）          2/2 

【出典：平成 18 年学生便覧，156-157 頁】 
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（資料８－１－①－６） 「危機管理マニュアル」目次 
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（資料８－１－①－７） 「実験実習安全必携（平成 18 年 3 月）」目次 
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（資料８－１－①－８）「巡回報告書」の例 
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（資料８－１－①－９）「図書館」1/2 【出典：平成 17 年度学校概要，32-33 頁】 
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（資料８－１－①－９）「図書館」(続き)2/2 【出典：平成 17 年度学校概要，32-33 頁】
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観点８－１－②： 教育内容，方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが十分なセキュリテ

ィ管理の下に適切に整備され，有効に活用されているか。 

 

（観点に係る状況） 

学校全体のネットワークを管理し，同時に共通的な情報処理教育を統括する組織として高度情報

教育センターを設置している。高度情報教育センターの下で，各学科においてはそれぞれパソコン

演習室等を設置し，情報処理教育を実施している。ここでは，学校全体の情報ネットワークにかか

わる高度情報教育センターのネットワーク構成，管理体制，業務内容，セキュリティポリシー等に

ついて述べる。 

・ 高度情報教育センターのネットワーク構成と整備状況 

 高度情報教育センターの2つの端末室に，Ｘウインドウ端末40台，ディスクレスパソコン

（windows2000)45台が設置されている。また，インターネット接続に関するルータ，ファイアーウ

ォール，教育用サーバ等が35台設置され集中的に管理されている。各建物間は光ケーブル接続でギ

ガネットワークが構成されている。学内ネットワークはSINETの熊本大学のNOCに45Mbpsで接続され

ている（資料８－１－②－１）。 

・ 情報ネットワークの管理体制と業務概要 

 高度情報教育センターはセンター長，センター長補2名と各学科選出の運営委員で構成されてい

る（資料８－１－②－２）。業務内容は学内LAN，教育用端末の安定的な稼働である。例えば，17

年度は3件のウイルスの発見と対策を実施した（資料８－１－②－３）。 

 ・ セキュリティポリシーと運用状況 

学内LANは，ファイアウォール下にあり，外部からの攻撃に対して守られており，外部からのア

クセスについては，対外接続ルータの通信データ量の変化を監視することで，セキュリティを保っ

ている（資料８－１－②－４）。セキュリティに関して，危機管理マニュアルを定め，それに従っ

て活動している（資料８－１－②－５）。例として，学寮におけるP2Pソフト利用に対して警告を

出し，処分を実施した（資料８－１－②－６)。 

・ 利用状況 

高度情報教育センターのTSS端末室とパソコン室および，一般科目と情報通信工学科のパソコン

室の利用状況を時間割で示した（資料８－１－②－７）。 TSS端末室は8時30分から利用でき，終

了は17時15分であるが，指導教員の管理の下に19時までの延長を認めている。 

・ 情報倫理教育 

 １年生の基礎情報工学において，全学生に対して実施している（資料８－１－②－８）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 全学生がネットワークにアクセスできる環境を整えており，ネットワークはセキュリティを考慮

して整備されている。パソコン室が各学科に設置されており量的にも十分である。時間割からわか

るように，利用度は高く，放課後等における利用も活発である。 
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（資料８－１－②－１） 学内LAN構成図 
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（資料８－１－②－２）   高度情報教育センター規則（一部） 

 （審議事項） 

第８条 委員会は，センターに関する次の各号に掲げる事項を審議する。 

 (1) センターの業務に関すること。   (2) 施設及び予算に関すること。 

 (3) センター長候補者の推薦に関すること。 

 (4) その他センターの管理運営に関すること。  

 （組織） 

第９条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1)  センター長   (2)  センター長補 

 (3)  一般科目及び各学科の教官から選出された者 各１人 

 (4)  専攻科担当の教官から選出された者 １人 

 (5)  事務部長   (6)  その他センター長が必要と認めた者 若干人 

２ 前項第３号，第４号及び第６号の委員は，校長が委嘱する。 

３ 第１項第３号，第４号及び第６号の委員の任期は，２年とし再任を妨げない。 

４ 第１項第３号，第４号及び第６号の委員に欠員を生じた場合の後任の委員の任期 

  は，前項の規定にかかわらず，前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第１０条 委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故があるときは，センター長補がその職務を代行する。 

 （議事） 

第１１条 委員会は，委員の過半数が出席しなければ，議事を開き議決することができない。 

２ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。

 （意見の聴取） 

第１２条 委員長は，必要があるときは，委員以外の者を会議に出席させ，意見を聴くことができる。 

 （専門部会） 

第１３条 委員会に，センターの運営に係る専門の事項を調査検討するため専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の委員は，委員長が委嘱する。 

 （事務） 

第１４条 センター及び委員会の事務は，会計課において処理する。 

 （雑則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか，センターに関し必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

１ この規則は，平成 15 年６月１日から施行する。 

  以下，略 
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（資料８－１－②－３） 高度情報教育センターH17 年度活動報告     2006.2.22 

日 付 内容 分 類 

4 月 1 日 有明高専ｘｘ先生よりウイルスメールの指摘（石原，藤井） 対外 

4 月 19 日 ホームページ改ざんされないよう注意喚起（美川） 学内 

5 月 3 日 石原センター長補より「サーバ７台から応答が無くなるトラブル」報告を受ける センター 

5 月 6 日 5/3 の電源トラブルに関し「各サーバの電源系統図の作成」依頼（田口） センター 

5 月 9 日 学会開催時のネットワーク利用依頼（松本，柴里） 学内 

5 月 10 日 許可の方向で手続きを進める（松本，美川） 学内 

5 月 10 日 「差出人のドメインを@jimu.knct.ac.jp」の調査（田辺，美川） 学内 

5 月 11 日 上記ウイルスに関してはトレンドマイクロより定義ファイル更新済み（美川） 学内 

5 月 15 日 ホームページ改ざんの報告，サーバは停止し調査中（美川） 学内 

5 月 16 日 サーバの停止を確認（西嶋） 学内 

5 月 19 日 
対外接続ルータのトラフィック異常，調査依頼（石原，田口）データベースサー

バの動作状況把握（美川） 
センター 

5 月 25 日 グループウェア導入の打ち合わせ（潮田学生課長，美川） 学内 

5 月 31 日 K システムのサーバの設置場所（石原） 学内 

6 月 6 日 JABEE の報告書 高度教育情報センター組織図，設備配置図(美川，田口） 学内 

6 月 20 日 群馬高専 情報処理教育センターより開館時間問合せ（田辺） 対外 

6 月 30 日 第 25 回研究発表会申込〔田辺，石原） 対外 

7 月 7 日 情報棟 1F 星図室下駄箱の移動（角田） 学内 

7 月 16 日 対外トラフィック異常調査依頼（石原，田口） センター 

7 月 28 日 ネットワークトラブル(電子棟） センター 

7 月 29 日 ネットワークトラブル(電子棟）ルータ交換（田口） センター 

8 月 31 日 情報セキュリティセミナー（ＳＣＳ） 学内 

9 月 5 日 台風 14 号接近のためサーバの停止（田辺，石原，田口） 学内 

9 月 9 日 フィルタリングソフトの導入依頼 学内 

9 月 21 日 群馬高専 情報処理教育センターより承合事項（石原，田口） 対外 

9 月 27 日 JPNIC より歴史的 IP アドレスに関する連絡（田辺） 対外 

10 月 6 日 歴史的 IP アドレス申請書類（校長了承・美川） 対外 

12 月 14 日 熊本電波高専で Winny が使用の指摘，調査依頼（石原） 対外 

12 月 15 日 学会用無線 LAN 基地局を設置（松本） 学内 

12 月 15 日 P2P 対策報告（寮務主事） 学内 

12 月 19 日 警告違反の寮生のアクセス禁止処分 学内 

12 月 21 日 年末年始のセキュリティ対策について（美川） 学内 

12 月 27 日 緊急情報伝達システム（学生課長） 学内 

H18.1 月 6 日 緊急情報伝達システム試験運用（教務主事，学生課長） 学内 

1 月 16 日 高度情報センター会議，予算，次期システム（田辺，石原，藤井，田口） センター 
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（資料８－１－②－４） 日毎，週毎の通信データ量の監視例 

 

(a) 日毎の通信データ量の監視例 

(b) 週毎の通信データ量の監視例 
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（資料８－１－②－５） 高度情報教育センター危機管理マニュアル 

（資料８－１－②－６） P2Pソフトウェア規制についての寮生へのお知らせ 
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（資料８－１－②－７） 各情報処理施設の１週間の時間割状況 

 

月曜日 火曜日 水曜日 
使用教室 

１ ２ ３ ４ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

基情 

１４ 
一般科目

PC 室 
  

工藤 

  

計機 コンⅠ   プ通 情処

Ｔ３ Ｔ３   Ｔ５ ２Ｔ
情報通信工

学科 PC 室 
葉山 山本   清田 

実験 Ｔ５

西山

実験 

Ｔ３ 

実験 

Ｔ４ 

 工学基礎 

Ｅ１ 

製図室ＰＣ

室 

堤 

    

  情処

  Ｃ２TSS 端末室 

  

  

嶋田

 

 工学基礎 ネットⅠ 情数 数計Ⅰ プ論Ⅰ 

Ｉ１ Ｉ３ Ｉ５ Ｉ４ Ｉ４ 
センターパ

ソコン室 
村上・神﨑 田辺 島川 

 実験 Ｉ３ 

小松 島川 

実験 

Ｉ４ 

 

木曜日 金曜日 
使用教室 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

基情 英語 基情 基情 

１３ ３年 １１ １２ 
一般科目

PC 室 
神田･藤井 

 

  葉山 大塚 

 

メディア コンⅡ 情処 信処 計機 

Ｔ４ Ｔ３ ２Ｔ Ｔ５ Ｔ４ 
情報通信工

学科 PC 室 
清田 山本 

 

西山 清田 葉山 

 

情処 

Ｃ２ TSS 端末室  

嶋田･新人

 

プ演 ＯＳⅠ 計機 情処 ネットⅡ  

Ｉ３ Ｉ４ Ｉ４ Ｉ２ Ｉ４  
センターパ

ソコン室 
 

大隈 田辺 神田 島川 

 

神田・藤井  
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（資料８－１－②－８） 情報ネットワーク論Ⅰ(情報工学科 3年)のシラバス 
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観点８－２－①： 図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備さ

れ，有効に活用されているか。 

 

（観点に係る状況） 

・ 図書については，次のように系統的な整備を実施している。 

(1)本校のシラバスに掲載されている全学科，全学年分の参考図書を揃え，学生の利用の便を図る

ため，参考図書専用書架を設置し，学科別，学年別に整備している。 

(2)低学年用図書として，シラバス掲載の参考図書に加え，一般教養を深めるための図書として，

「岩波新書」，「岩波ブックレット」，「丸善ライブラリー」等を継続的に購入している。 

(3)高学年用として，シラバス掲載の参考図書に加え，研究の便を考えて電子情報通信学会技術研

究報告コーナーを設置し，「回路とシステム」以下約 40 部門の研究会報告書を購入している。 

(4)学生・教員の研究活動を支えるために，今年度から電子ジャーナル「ＳＤ」及び「ＫＡＮＯ

Ｎ」のコンソーシアムへ参加した。 

(5)本校の教育理念「国際的に活躍することができ，かつ健全な精神を持った技術者の育成」に資

するために，技術者倫理関連図書コーナーを設けている。また「Nature」や「Science」等の国

際的な科学雑誌の充実にも努めている。 

 
・ 図書及び視聴覚資料の整備方針 

受入の決定方法は下記のとおりである。なお，（）内は平成 17 年度における購入実績。 

(1) シラバスに掲載されている参考図書（57 冊） 

(2) 専門書の全集･叢書を継続的に購入（115 冊） 

(3) クラス単位でアンケートを実施し，図書運営委員会で決定（(3),(4)で 96 冊） 

(4) 図書館内に希望図書ポストを設置し，学生から希望のあった図書について，図書運営委員会で 

決定 

(5) 学生図書委員によるブックハンティングを実施（55 冊） 

(6) 教員の推薦図書（298 冊） 

(7) 和洋雑誌については，長期性，永続性，有益性を考慮して図書運営委員会で決定 

 

・ 現有蔵書・雑誌等の種類数は資料のとおりである（資料８－２－１）。 

・ 年間利用状況は資料のとおりである（資料８－２－２）。 

 

・ 図書館の利用促進に向けた取り組み 

(1) 読書感想文コンクールの実施 

図書への関心をより促すため，1，2 年生全員を対象に，校内読書感想文コンクールを実施して

いる。平成 17 年度は 優秀作 1編，優秀作 3編，佳作 7編を表彰している（資料８－２－３）。 

(2) 学生に対する図書館の周知・PR 等 

・図書館広報誌『くぬぎの森』の年１回発行（資料８－２－４ くぬぎの森第 17 号表紙と目次） 

・学生便覧への掲載 

・ホームページへの掲載（資料８－２－５ ホームページのトップ画面） 

・新入生オリエンテーション時の利用説明および利用案内配布 
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・利用案内をくぬぎの森へ掲載，また図書館カウンターで配布（資料８－２－６） 

（分析結果とその根拠理由）  

図書は本校の教育目標等も考慮して，系統的に適切に整備されている。図書館利用促進のため

の取り組みも実施しており，図書館は有効に利用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料８－２－１）平成 17 年 12 月 1 日現在の蔵書数，雑誌の種類数，視聴覚資料数 

 視聴覚教育（AV）機器は５セット設置済み。 



熊本電波工業高等専門学校 基準８ 

 - 236 - 

 

（資料８－２－２） 

平成 17 年度図書館利用状況（入館者数，貸出冊数，視聴覚資料利用数，一般者利用状況）

（図書館便り くぬぎの森第 16 号(2004.12.1 発行)，17 号(2005.12.1 発行)より） 

 

 

土曜開館時間      １０時～１６時 

夜間開館時間      夏季（４月から９月）：１７時～２０時， 冬季（１０月から３月）：１７時～１９時 
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（資料８－２－３）平成 17 年度校内読書感想文コンクールの実施要項 

平成1 ７年度校内読書感想文コンクールの実施について(実施要項) 
１．  実施の対象作品  
   （１）宿題として課した読書感想文 

  （２）上記の宿題以外の応募作品 
２． 募集期間       平成１７年７月上旬～９月上旬 
３． 審査  
      （１）審査委員は，図書館館運営委員会の委員（教員８名）（以下｢委員」という。）及び国語 

担当教員で構成する｡ 
      （２）委員及び国語担当教員のうち図書館長を委員長とする｡ 
４． 審査方法    審査の方法は，第一次審査，第二次審査及び 終審査の三段階とする。 
      （１）第一次審査  国語担当教員は，宿題の感想文及び応募作品のうちから優秀作品を推薦する｡

      （２）第二次審査 各委員及び国語担当教員は，第一次審査で推薦された作品の審査を行い 

上位４編を選定し，採点用紙に○印を付ける。 
      （３） 終審査   委員長は，各委員及び国語担当教員から第二次審査の採点用紙を回収し，○印

の集計（この場合において，○印一つを１点として計算する。）を行い，得点順位に基づいて 

入選作品の決定を行う。 
    ただし，同得点のため順位を決定し難い場合には，全員の協議により決定を行う。 
５． 入選作品   入選作品の種類及び編数は，次のとおりとする。 
  （１） 優秀作------------１編 
  （２）優秀作----------------３編 
  （３）佳作-------------------10編（程度） 
  ただし，応募作品の内容によっては，上記の編数に限らない場合がある。 
６． 入選発表     入選発表は，平成１７年１０月上旬に入選者に通知し，図書館入り口に掲示する。

７．  表彰       入選者には，次の賞を授与する。 
    （１） 優秀作の入選者----------賞状及び図書券（５,０００円） 
    （２）優秀作の入選者--------------賞状及び図書券（３,０００円） 
    （３）佳作の入選者-----------------賞状及び図書券（２,０００円） 
８．  表彰式      入選者については，下記により表彰式を行う。 
    （１）日時-----------平成１７年１１月下旬頃，午後０時５０分より。 
    （２）場所-----------会議室にて校長が授与する。 
９．  その他   
    （１）上位の入選作８編については，第５１回青少年読書感想文全国コンクールの熊本県審査 

（３編）及び，第２５回全国高校生読書体験記コンクールの熊本県審査（５編）に推薦応募する。 
    （２）入選作品は，図書館便り「くぬぎの森」第１７号に掲載する。 
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（資料８－２－４）くぬぎの森第 17 号(2006.12.1 発行)の表紙および目次 
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（資料８－２－５） 図書館のホームページの初期画面 
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（資料８－２－６）図書館利用案内（くぬぎの森第 17 号(2005.12.1 発行)より） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 

（優れた点）  

 該当なし。 

 

（改善を要する点）  

 該当なし。 

 

（３）基準８の自己評価の概要 

 教育課程の実現にふさわしい施設・設備として，運動場，体育館，教室，研究室，実験・実習室，

パソコン室，ＬＬ教室，図書館等が整備され，有効に活用されている。本校の教育内容・方法に対

応して，全学生が接続できる情報ネットワークおよびコンピュータが十分なセキュリティ管理の下

に適切に整備され，有効に活用されている。図書，学術雑誌，視聴覚資料等の教育研究上必要な資

料は系統的に整備され，有効に活用されている。 



熊本電波工業高等専門学校 基準９ 

 - 242 - 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

 

（１）観点ごとの分析 

観点９－１－①： 教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積

され，評価を適切に実施できる体制が整備されているか。 

 

（観点に係る状況）  

教育活動の実態を示すデータや資料は，関係の各委員会で収集・蓄積している。その代表的なも

のを表９－１－①－１に示す。また，評価は以下に述べる教育点検評価体制で実施されている。 

本校の教育点検評価体制は，校内における日常の教育状況を評価する学内教育改善サイクル（資

料9-1-①-1の下半分）と，年間の教育活動状況および校外の第３者による評価を含む総合点検・評

価・改善サイクル（資料9-1-①-1の上半分）に分けられる。学内教育改善サイクルは，さらに，教

員団の教育活動を点検評価するサイクル，各学科の状況を評価するサイクル，および学校全体の教

育状況を評価するサイクルの３段階からなる。教員団のサイクルでは授業科目ごとに授業内容や教

授方法について点検・評価する。FD活動の年間計画（資料9-1-①-2）に基づき授業評価アンケート

や公開授業等を行い，教育改善グループで検討される。各学科のサイクルでは，学科ごとに学生の

学習成績・学習活動等の状況を把握し点検・評価する。年４回の定期試験後に実施される指導連絡

会（資料9-1-①-3）において学習成績・出席状況等のデータをもとに教員間で意見交換がなされ，

学科および科目担当教員へフィードバックされる。なお，指導連絡会では，学業に関わる生活状況

等，個人情報も議論の中に出るため，個人情報保護の観点から議事録を残さないことにしている。

ただし，平成１８年度からＫシステム（カルテシステム）により科目担当者のコメントを記録し，

他の教員も閲覧できるようにする。次に，学校全体のサイクルでは，主に教務委員会が教員団のＦ

Ｄ活動状況や学生の学習達成度状況等のデータを収集し，評価委員会（資料9-1-①-4）による各学

科の活動状況の評価と併せて運営会議で検討される。一方，総合点検・評価・改善サイクルは，資

料9-1-①-1の下半分に示すように，評価委員会において，各学科・委員会の現状点検の年次報告，

校外有識者を委員とした運営諮問会議による意見・提言の聴取および企業・卒業生・中学校を対象

としたアンケート調査をもとに，学校全体の教育活動状況が点検・評価され，運営会議にて審議し，

各学科・委員会へフィードバックされる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 各委員会が所掌する関係データのほか，授業評価アンケートや公開授業などＦＤ活動の年間活動が

きちんと定められ教育活動の実態を示すデータや資料の収集・蓄積が適切になされている。また，日

常の教育活動を評価するための教育改善グループ，指導連絡会，ＦＤ推進委員会，教務委員会のほか，

第３者による学校全体の教育状況を評価するための運営諮問会議や評価委員会など，評価を適切に実

施できる体制が十分に整備されている。 
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表９－１－①－１ 教育活動の実態を示すデータや資料等 

委員会名 データ・資料等 資料番号 

自己点検・評価報告書 資料 9-1-①-5 

外部評価アンケート 資料 9-1-①-6 評価委員会 

運営諮問会議議事録 資料 9-1-①-7 

研究推進委員会 研究紀要 資料 9-1-①-8 

国際交流・地域連携委員会 地域共同テクノセンター報告書 資料 9-1-①-9 

指導要録 資料 9-1-①-10 

成績表 資料 9-1-①-11 

定期試験の問題および解答例 資料 9-1-①-12 

成績評価の記録 資料 9-1-①-13 

出席状況の記録 資料 9-1-①-14 

教務委員会 

教科書選定理由書 資料 9-1-①-15 

公開授業計画・報告書 資料 9-1-①-16 

教育改善グループ活動記録 資料 9-1-①-17 

授業評価アンケート 資料 9-1-①-18 

授業改善計画書 資料 9-1-①-19 

指導連絡票 資料 9-1-①-20 

ＦＤ推進委員会 

個人指導表 資料 9-1-①-21 

生活実態調査書 資料 9-1-①-22 
学生委員会 

課外活動の記録 資料 9-1-①-23 
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（資料９－１－①－１）  教育状況の点検・評価システム全体図 
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（資料９－１－①－３）前期末試験後の指導連絡会日程（抜粋） 

【出典：平成17年9月教員会資料】 

（資料９－１－①－２） 年間のFD活動計画表（抜粋）  【出典：FD推進委員会議事録】 
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（資料９－１－①－４）評価委員会の審議事項・構成（抜粋） 

【出典：常任委員会及び特別委員会規則】

 

（資料９－１－①－５） 自己点検報告書（抜粋） 【出典：平成 16 年度自己点検報告書】 
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（資料９－１－①－６） 【出典：独法化に伴う中期目標・計画に係るアンケート調査報告書】 

平成 14 年度実施のアンケート調査報告書(抜粋) 
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（資料９－１－①－７）運営諮問会議議事録(抜粋)【出典：平成 17 年度運営諮問会議議事録】 
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（資料９－１－①－８）研究紀要（抜粋） 【出典：研究紀要第 32 号（平成 17 年 11 月）】 
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（資料９－１－①－９） 【出典：地域共同テクノセンター報告書第５号（平成 18 年 3 月）】 

地域共同テクノセンター報告書（抜粋） 
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（資料９－１－①－１０） 学生指導要録（一例）        【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１１） 成績一覧表（一例）        【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１２） 試験問題と解答例（一例）      【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１３）成績評価の記録（一例）       【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１４）出席状況の記録（一例）      【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１５） 教員の適性・教科書選定理由書（一例） 【出典：教務保管資料】 
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（資料９－１－①－１６）公開授業計画・報告書（一例）   【出典：FD 推進委員会資料】 
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（資料９－１－①－１７）教育改善グループ活動記録簿（抜粋）【出典：FD推進委員会資料】 

 

（資料９－１－①－１８）授業評価アンケートデータ（一例） 【出典：FD 推進委員会資料】 
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（資料９－１－①－１９）アンケート結果と改善計画書（一例）【出典：FD推進委員会資料】 

アンケート回答結果整理グラフおよび報告書原票（改善計画書）（一例） 
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（資料９－１－①－２０）指導連絡票（様式）       【出典：FD 推進委員会資料】 
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（資料９－１－①－２１）個人指導表（様式）      【出典：FD 推進委員会資料】 
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（資料９－１－①－２２）生活実態調査票（様式）      【出典：学生委員会資料】 
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（資料９－１－①－２３）学生活動（高専体育大会記録の抜粋）【出典：学生委員会資料】 
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観点９－１－②： 学生の意見の聴取（例えば，授業評価，満足度評価，学習環境評価等が考えら

れる。）が行なわれており，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反

映されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 学生の意見聴取は，FD推進委員会が行う年２回の授業評価アンケート（前出資料9-1-①-18）と，

学生と校長との懇談会で実施している。授業評価アンケートは，全学生を対象に実施され，その結

果を教育改善グループへ返し，そこで評価・検討（前出資料9-1-①-17）している。その結果に基

づいて各教員は改善計画（前出資料9-1-①-19）を作成し学生へ公開している。また，学生と校長

との懇談会は，年１回，学年ごとに実施され（資料9-1-②-1），学生から直接意見を聴取し，対応

の回答（資料9-1-②-2）を行っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学生に対する授業評価アンケートで授業内容や教員の姿勢など学生の意見聴取が行われている。

さらに，校長との懇談会でも学習環境や意見要望等が聴取されている。また，FD推進委員会や教育

改善グループなどの組織的活動により聴取された意見に対する学生への回答および改善計画が立て

られており，教育改善に役立てられている。 

以上のことから，学生の意見聴取ならびに教育状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映が

なされている。 

 

 

 

 

 

（資料９－１－②－１）平成17年度学生・校長懇談会(抜粋)【出典：校長学生懇談会資料綴】 
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(資料９－１－②－２)校長懇談会の学生意見・回答の一部(抜粋)【出典：校長学生懇談会資料】 
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観点９－１－③： 学外関係者（例えば，卒業（修了）生，就職先等の関係者等が考えられる。）

の意見が，教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

 

（観点に係る状況）  

学外関係者の意見は，主に卒業生・企業・県内中学校を対象としたアンケート調査と学外有識者

で構成される運営諮問会議（前出資料9-1-①-7）により聴取している。アンケート調査は，近年で

は平成１４年度（回収率は，卒業生：106/500，企業：89/313，中学校：91/152）と平成１６年度

（回収率は，卒業生：92/500，企業：111/295，中学校：83/150）に実施している。特に平成１４

年度の調査は独立行政法人化をまえに実施されたものであり（前出資料9-1-①-6），中期目標・計

画の策定に反映された。また，平成１６年度の調査は教育の評価・改善を目的に実施したものであ

り（資料9-1-③-1），現在設定している教育目標の点検や語学教育の目標設定（資料9-1-③-2）な

どに反映されている。一方，運営諮問会議（平成１６年度に設置）は年１回開催され，本校の現状

説明と委員からの意見聴取を行い，学校全体の運営や教育の方向性の点検等に反映している（資料

9-1-③-3）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

近の過去５年間に学外関係者に対するアンケート調査が２回，学外有識者による意見聴取が２

回，それぞれ実施されている。アンケート調査の対象および運営諮問会議の委員構成も偏りがない

よう広範に配慮されている。また，アンケート調査の結果および運営諮問会議の記録は公表または

開示されており，自己点検・評価にも反映されている。 
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（資料９－１－③－１） 企業に対するアンケート調査（抜粋） 

【出典：平成16年度アンケート調査】 

（資料９－１－③－２）語学能力の目標設定 

 【出典：電子・情報技術応用工学コース履修の手引き】 
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（資料９－１－③－３）運営諮問会議議事（抜粋）【出典：平成１７年度運営諮問会議議事録】 
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観点９－１－④： 各種の評価（例えば，自己点検・評価，教員の教育活動に関する評価，学生によ

る達成度評価等が考えられる。）の結果を教育の質の向上，改善に結び付けられるようなシステムが

整備され，教育課程の見直しなど具体的かつ継続的な方策が講じられているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校における教育点検システムの全体図を，（前出資料9-1-①-1の下半分）に示す。この教育

点検システムは，各学科・委員会における現状の自己点検評価と，校外の有識者を委員とした運営

諮問会議および企業・卒業生・中学校を対象としたアンケート調査による第３者評価を，評価委員

会がそれぞれ点検・評価し，運営委員会で総合的に評価・検討する。その結果，改善を必要とする

ものについては，各学科・委員会へ改善指示がなされる。なお，各会議や委員会の規則および所掌

審議項目を（資料9-1-④-1）に示す。これら学校の点検評価の一方，学生には，一人ひとりに配布

される達成度確認表（資料9-1-④-2）で，各自で学習の達成度が確認できるようになっている。 
 

（分析結果とその根拠理由）  

 学科・委員会等学校内部の自己点検評価および校外の第３者による評価を含む点検評価システムお

よび学生自らが達成度を確認する達成度確認表など，教育の質の向上，改善に結び付けられる評価シ

ステムが整備されている。また，この点検評価システムは，自己点検および第３者による評価結果が

評価委員会により評価され，運営会議で検討された後，各学科・委員会へフィードバックされるＰＤ

ＣＡサイクルの継続的仕組みになっている。 
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（資料９－１－④－１）各委員会の規則等 1/4 【出展：常任委員会および特別委員会規則】 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準９ 

 - 271 - 

 

 

（資料９－１－④－１）各委員会の規則等（続き）2/4 
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（資料９－１－④－１）各委員会の規則等（続き）3/4 
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（資料９－１－④－１）各委員会の規則等（続き）4/4 
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（資料９－１－④－２） 教育目標の達成度確認表（抜粋，情報通信工学科の例）  

【出展：各学科・専攻の教育目標および達成度評価表（別添資料２，pp.5-6）】
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観点９－１－⑤： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授

業内容，教材，教授技術等の継続的改善を行っているか。また，個々の教員の改

善活動状況を，学校として把握しているか。 

 

（観点に係る状況）  

 FD推進委員会が年２回実施する学生による授業評価アンケートの結果は各教員へ資料9-1-⑤-１で

通知される。これに対して各教員は資料9-1-⑤-2に示す改善計画書を作成し必要な改善を図る。また，

各教員は少なくとも年１回公開授業を実施し（資料9-1-⑤-3），教育改善グループで検討して報告書

（資料9-1-⑤-4）を作成し公開している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教員は，年２回実施される授業評価アンケートの結果に対して改善計画書を作成し必要な改善を図

っている。さらに公開授業を行い，実施後には教育改善グループによる検討がなされており，授業内

容や教授技術に対する継続的改善が図られている。また，これらの改善活動はFD推進委員会の年間計

画に従って実施されており，計画書および報告書の提出・公表されることから，その状況等は学校と

して十分に把握できている。 
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（資料９－１－⑤－１）授業評価アンケート結果の通知（抜粋） 【出典：FD推進委員会資料】
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（資料９－１－⑤－３）公開授業実施要綱（抜粋）     【出典：FD推進委員会資料】

（資料９－１－⑤－２）授業改善計画書（抜粋）     【出典：FD推進委員会資料】 
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（資料９－１－⑤－４）公開授業検討会報告書     【出典：FD推進委員会資料】 
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観点９－１－⑥： 研究活動が教育の質の改善に寄与しているか。 

 

（観点に係る状況）  

 研究分野に関連した教科書の作成（資料9-1-⑥-1）や研究成果の授業への取り入れ（資料9-1-⑥-

2）がなされている。また，準学士課程の卒業研究や専攻科における特別研究では各教員の専門分野

での研究過程が役立てられており（資料9-1-⑥-3），研究成果の一部は学会や研究会等で学生が発表

している（資料9-1-⑥-4）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

授業担当者の適正として研究分野が考慮されており，教員の研究活動における成果は自然な形で

授業へ取り入れられる。また，卒業研究や特別研究のテーマは各教員の専門分野で設定されており，

研究活動は教育の質の改善に直接的に寄与している。 
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（資料９－１－⑥－１） 教科書の作成例                   

著者名 テキスト名 発行所 
発行

年 
科目名 

学

年 
課程 

田中浩二他共著 やさしく学べる基礎化学 森北出版 2003 化学 1，

2年 

準学士課程

田中浩二他共著 新編高専の化学問題集第２版 森北出版 2001 化学 1，

2年 

準学士課程

八田茂樹他共著 教養の政治学・経済学 学術図書

出版社 

2005 政治・経

済 

1年 準学士課程

大山英典，葉山清輝 半導体デバイス工学 森北出版 2004 電子工学2 4年 準学士課程

森本 義広(本校名誉

教授) 

例題で学ぶ過渡現象 森北出版 1988 電気回路

学 

4年 準学士課程

古賀広昭，下塩義文

他共著 

光情報ネットワーク 森北出版 1998 光ネット

ワーク 

4年 準学士課程

堤一男，三好正純，

清田公保他共著 

入門ディジタル信号処理 培風館 2006 信号処理 5年 準学士課程

森本 義広(本校名誉

教授) 

わかりやすい数理計画  日本理工

出版会 

2002 数理計画 5年 準学士課程

古賀広昭，下塩義文

他共著 

情報通信システムの電磁ノイズ

問題と対応技術 

森北出版 1997 電磁環境

工学 

2年 専攻科課程

（出版テキストの一例） 
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（資料９－１－⑥－３）卒業研究テーマ（一部抜粋）1/2【出典：平成１７年度卒業研究論文集】

（資料９－１－⑥－２）研究成果の授業への取り入れの例   【出典：FD推進委員会資料】
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（資料９－１－⑥－４） 学生の発表（過去５年間の発表状況） 

年度 論文 国際会議 講演発表 高専ﾌｫｰﾗﾑ 

平１２ ０ ５ ２６ ― 

１３ ０ ９ ３４ ― 

１４ ３ ６ ３２ １１ 

１５ １ ９ ３０ １８ 

１６ ４ ２ ３５ ２８ 

 

（資料９－１－⑥－３）卒業研究テーマ（一部抜粋）2/2【出典：平成１７年度卒業研究論文集】
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観点９－２－①： ファカルティ・ディベロップメントについて，組織として適切な方法で実施さ

れているか。 

 

（観点に係る状況）  

学生のニーズは主に授業評価アンケートの自由記述（資料9-2-①-1）および校長との懇談会

（前出資料9-1-②-2）で聴取している。教員については教育改善グループの活動報告（資料9-2-

①-2）で聴取している。FD活動は，主にFD推進委員会（資料9-2-①-3）が計画し学生の授業評価ア

ンケート，教員研修会，公開授業等を組織的に実施している（前出資料9-1-①-2）。その他にも，

教育改善グループの独自の活動や校外で実施されるセミナーへの参加などもある。平成１７年度に

おいては，授業評価アンケートはすべての授業科目について実施し，教員研修会（資料9-2-①-4）

は出張等で出席できない者を除く55名／64教員が参加した。また，公開授業は31名／64教員が授業

を公開し，他の教員は聴講意見を報告（資料9-2-①-5）した。また，平成17年度より始まった熊本

大学での「熊本大学eラーニング連続セミナー」に昨年から今年にかけて（平成17年4月25日（月）

～平成18年5月29日（月））計7回参加している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

ファカルティ・ディベロップメントについて，学生および教員のニーズが自由記述や校長との懇談

会などの方法で組織的に実施され，意見聴取後には関係の部署できちんと回答がなされている。また，

FD 推進委員会が年間の FD 活動計画を定め実施している。さらに，学校は，教員のグループ活動や校

外セミナーへの参加等，教員の自発的 FD 活動を推進している。以上から，ファカルティ・ディベロ

ップメントが組織として適切に実施されていると考える。 

 

 

 

 

 

（資料９－２－①－１）授業評価アンケートの自由記述欄（一部抜粋） 

【出典：アンケート資料】 
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（資料９－２－①－２）教育改善グループの活動報告書   【出典：FD推進委員会資料】
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（資料９－２－①－４） 教員研修会 

（資料９－２－①－３）FD推進委員会の審議事項と構成 

【出典：常任委員会及び特別委員会規則】 
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（資料９－２－①－５）公開授業聴講報告の事例    【出典：FD推進委員会資料】 
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観点９－２－②： ファカルティ・ディベロップメントが，教育の質の向上や授業の改善に結び付

いているか。 

 

（観点に係る状況）  

 前述（前出資料9-2-①-5）のように，公開授業で他の授業のよい点を自分の授業に反映したり，

自分では気付かない点を指摘されたりして授業改善に結びついている。また，教育改善グループに

よる検討（資料9-2-②-1）から，ＩＴ技術の活用指針が得られ実施されている（資料9-2-②-2）。

また，平成17年度より始まった熊本大学での「熊本大学eラーニング連続セミナー」に参加したこ

とにより，本校のeラーニングシステムであるWebClassと学生指導記録システムであるKシステムの

立ち上げにつながった。なお，この成果は平成18年度工学・工業教育研究講演会における教育論文

「熊本電波高専におけるＩＴを利用した教育および学生指導記録システム」として発表予定である。

さらに，教育改善グループが独自の活動として実施した「技術に生きるとはどんなことか」セミナ

ーは，本校教員が技術者としての体験談を，喜び・悩み・挑戦・考える，をテーマに学生へ語り，

冊子を出版した（資料9-2-②-3）。なお，この成果も平成18年度工学・工業教育研究講演会におい

て，教育論文「教育改善グループによる教育環境改善活動」として発表予定である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

校内でのＦＤ活動として，公開授業で自分の授業に助言を受けたり他の教員のよい点を学んだり

することが授業改善につながっている。また，教育改善グループのＦＤ活動として，ＩＴ技術の積

極的活用した補助教材の作成や技術者教育セミナーが実施されている。一方，校外でのＦＤ活動と

して，熊本大学でのセミナーへの参加が新たな教育および学生指導記録システムの立ち上げとなっ

た。さらに，これらのＦＤ活動が教育論文の成果にもつながっている。以上，ＦＤ活動が教育の質

の向上や授業改善に結びついていると考える。 
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（資料９－２－②－２）ＨＰによる補助教材の事例   【出典：数学教員のホームページ】

 

（資料９－２－②－１）教育改善グループ活動報告（一部抜粋） 【出典：FD推進委員会資料】
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

 教育改善グループを中心に，様々な教育改善につながる取り組みをしており，それが教育論文等の

成果に結びついている点。 

（改善を要する点）  

 該当なし 

 

（３）基準９の自己評価の概要 

教育活動の実態を示すデータや資料は，各委員会を中心に適切に収集・蓄積されている。学生の意

見の聴取は，授業評価を中心に行われており，教育改善グループによる改善に反映されている。校長

との懇談会を通じても意見の聴取が行われている。学外関係者の意見は，アンケートや運営諮問会議

により聴取され，教育改善に反映されている。自己点検・評価の結果を教育の質の向上，改善に結び

付けるために，評価委員会と運営会議を中心とした点検システムが整備され，教育課程の見直しなど

の具体的かつ継続的な方策が講じられている。個々の教員は，ＦＤ活動に参加するとともに，e-ラー

ニングや視聴覚教材の導入など，様々な形で授業内容，教材等の改善を行っている。個々の教員の改

善活動状況は，ＦＤ委員会が学校として把握している。研究活動の成果として，教科書等の執筆がな

され，講義に使用されたり，卒業研究の成果が対外的に発表されるなど，教育の質の改善に寄与して

いる。ファカルティ・ディベロップメントについては，ＦＤ委員会を組織し，年間計画に基づき実施

している。そのファカルティ・ディベロップメントの活動は，たとえば教育論文としての発表という

形で教育の質の向上に結び付いている。 

（資料９－２－②－３）  教育改善グループによるセミナーの実施 

【出典：熊本電波高専「学園だより」Vol.66（2006.3）】 
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基準10 財務 

 

（１）観点ごとの分析 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。

また，債務が過大ではないか。 

 

・（観点に係る状況） 

本校は本報告書のⅡ「目的」に掲げる目的に基づいて教育研究活動を行っている。この活動を安

定的に行うためには，相応の資産が必要であり，債務が過大であってはならない。本校が現時点で

有する総資産は平成17年度決算報告の貸借対照表（別添資料４－１）に示されているように約30億

円である。また，会計上の負債は同資料に見られるように，総額で約4億4806万円である。 

 

（別添資料４－１） 「平成 17 年度末貸借対照表」 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校が現有する資産の合計は上述の如くであり，これまで本校が行ってきた教育研究活動の内容

に照らして，この額は教育研究活動を今後，中長期的に安定的に行うために十分であると思われる。 

 

観点10－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継

続的に確保されているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の年間予算額の大枠は機構本部において決定されるが，その財源は，まず自己収入（授業料，

入学料，検定料，講習料，職員宿舎料，寄宿舎料など）があり，それで不足する分が機構本部より

運営費交付金として配分される仕組みになっている。しかしながら，平成17年度におけるその構成

割合は（資料１０－１－②－１）に示すように，自己収入が約17％，運営費交付金が約83％となっ

ているように自己収入の確保には限界があるため，財源は運営費交付金に大きく依存している状況

である。一方，運営費交付金の出資母体である国の厳しい財政状況下において，今後毎事業年度に

つき１％の業務の効率化を求められており，これらの財源の効率的運用が厳しく求められている状

況である。 

また，この年間予算とは別に科学研究費補助金，受託研究費，民間企業との共同研究費，寄付金

などの外部資金があり，厳しい財政状況下において教育・研究水準の維持向上を図るため，本校で

はこれらの外部資金の確保にも積極的に取り組んでいる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

上述の経常的収入の合計は，本校が掲げる教育研究活動の目標を安定して遂行するためにほぼ継

続的に確保されているといえる。外部資金については，今後は民間企業等との大口の共同研究契約

推進や，科学研究費補助金の採択率の向上など，積極的な取組み，働きかけを行う必要がある。  
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観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計

画等が策定され，関係者に明示されているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校においては，教育研究活動を円滑に推進できるように，収入にかかる報告及び支出にかかる

予算配分方法，予算計画等を検討する財務委員会が設置されている。財務委員会においては，各部

署からの要望等を踏まえて，全体的な視野を持って審議される。その審議内容例を（資料１０－２

－①－１）に示す。審議された内容は「運営会議」における審議を経て， 終的には校長の決定を

経て各部署で実行に移されている。（資料１０－２－①－２）によって予算の具体的項目を示す。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

本校の収支計画等は適切に行われ，また関係者に明示されている。その根拠は，計画立案が一部

の関係者でなく全学的な視野を持った財務委員会で行われていることや 終的には校長が決定して

いることなどが挙げられる。また，上記会議を通じて学内の関係者に策定計画等が伝達されている

ので，関係者に明示されていることは明らかである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料１０－１－②－１） 「平成 17 年度収支一覧（現金ベース）」 
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（資料１０－２－①－１） 「財務委員会議事要録」の例      
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（資料１０－２－①－２） 「平成 17 年度予算配分表」（抜粋） 
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観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

 

（観点に係る状況）  

本校は16年度より独立行政法人の一部となり，会計方式も変更となった。16年度及び17年度の収

支をまとめた損益報告書によれば，16年度の経常費用は合計で約13億1939万円であり，経常収益は

合計で約13億2040万円である。よって経常利益は約101万円である（別添資料４－２）。17年度の

経常費用は合計で約13億8080万円であり，経常収益は合計で約13億8100万円である。よって経常利

益は約20万円である（別添資料４－３）。 

 

（別添資料４－２） 「平成１６年度損益計算書」  

（別添資料４－３） 「平成１７年度損益計算書」 

 

（分析結果とその根拠理由） 

上述のごとく，本校の収支はわずかであるが，利益を計上している。よって支出超過とはなって

いない。 

 

観点10－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む）

に対し，適切な資源配分がなされているか。 

 

（観点に係る状況）  

観点10－２－①の如く，本校における財務関係の立案・策定等は，財務委員会を中心に行われて

いる。教育経費や研究経費の分配に関しても，各部署からの意見等を参考にして同委員会で審議し

ている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

教育活動に関する資源配分を検討する財務委員会は，全学の各部署からの代表者によって構成さ

れており，その審議は一部に偏ることなく全体的な見地に立って行われている。また，その審議結

果は全学の 高決定者である校長の決定によって 終的に実行される。よって，本校の教育研究活

動に関する資源配分は適切に行われている。 

 

観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校を設置するのは，「独立行政法人国立高等専門学校機構法」第３条に定めるように，独立行

政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という）である。機構全体の財務諸表はホームページ

で公表されている。 

（分析結果とその根拠理由） 

上述の如く，本校の設置者である機構による財務諸表はホームページに掲載されている。 
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観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の財務については，独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第45条により，毎年内部監

査を実施し適正な執行に努めている。監査法人・監事等による実地監査は独立行政法人化後未だ行

われていない。ただし，随時機構本部を通じてメールで内容確認の照会が行われている。 

（分析結果とその根拠理由）  

 財務に関する内部監査を適正に実施している。監査法人等による実地監査は行われていない。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

   該当なし 

 

（改善を要する点）  

   該当なし 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

本校の目的に沿った教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できるための校地や校舎，

施設等の資産が保有されていると共に，授業料，入学検定料，入学料などの経常的収入が確保されて

いる。また科学研究費補助金や寄付金など外部資金の導入も行っている。 

このような収入と支出に関して，全学的な組織である財務委員会が各部署からの要望を考慮し，計

画立案を行っている。その実行は校長の決裁を経て各部署で行われている。 

本校の財務に関する監査等は，内部監査は行っているが，監査法人・監事等による実地監査は未だ

である。しかしながら機構本部から決算書類に関する提出書類の内容確認については随時行われてい

る。 
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基準11 管理運営 

 

（１）観点ごとの分析 

観点11－１－①： 学校の目的を達成するために，校長，各主事，委員会等の役割が明確になって

おり，効果的な意思決定が行える態勢となっているか。 

 

（観点に係る状況）  

 （資料11－１－①－１）に示すように，学則第９条に教務，学生，寮務の３主事について規定し，

総務主事については，学則第11条に基づき，熊本電波高専内部組織規則第５条に規定している（資料

11－１－①－２）。各主事の役割は，学則第９条および熊本電波高専内部組織規則第６条に規定して

いる。同内部組織規則第３条に，「校長は，学則第１条の目的達成並びに学校運営の円滑化を図るた

め，次の会議等を置く」とあり，運営会議が校長の諮問機関であることが明記されている。運営会議

は，本校における重要事項を審議する機関であり，これが校長の諮問を受けて審議を行うことから，

校長が本校における責任者であることは明白である（資料11－１－①－３）。各委員会の役割につい

ては，（資料11－１－①－４）に定めている。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 校長，主事，委員会等の役割を学則を初めとする規則に定めており，校長をトップとして，効果的

な意思決定を行う態勢をとっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料 11－１－①－１）  学則 【出典：平成 18 年度学生便覧，p.16】 
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（資料 11－１－①－２） 熊本電波工業高等専門学校内部組織規則    1/2 

 

熊本電波工業高等専門学校内部組織規則 

第１章 総則 

   （趣旨） 

第１条 この規則は，熊本電波工業高等専門学校学則（以下「学則」という。）第１１条に基づき，熊本電波工業

高等専門学校の内部組織（事務部組織を除く。）を定めるものとする。 

    （定義） 

第２条 （略） 

       第２章 会議等 

    （会議等） 

第３条 校長は，学則第１条の目的達成並びに学校運営の円滑化を図るため，次の会議等を置く。ただし，必要に

応じ臨時又は特別の会議等を置くことができる。 

 (1) 運営会議 校長の諮問機関 

 (2) 教員会 学校運営に関する事項を伝達し，意見を徴する機関 

 (3) 学科長会議，学科間に必要な諸問題について連絡調整を図る機関 

 (4) 学科（教室）会議 学校運営及び学科運営等全般にわたり周知を図るとともに，意見を調整する機関 

 (5) 学級担任会議 学級運営の連絡調整を図るとともに，学生の学習，生活指導等基本的な事項を協議する機関 

 (6) 常任委員会 本校の恒久的課題を審議する機関 

 (7) 特別委員会 運営会議が特に必要があると認めた案件及び常任委員会の所管に属さない特別の課題を審議す

る機関 

 (8) 運営委員会・各種委員会・教育研究会 当該委員会等に必要な諸問題を協議する機関 

 ２ 前項各号について必要な事項は，この規則に定めるもののほか，別に定める。 

     第３章 教員組織 

    （学科等） 

第４条 （略） 

  （役職教員等） 

第５条 本校に，次の役職教員を置く。 

   (1) 教務主事，学生主事及び寮務主事 

  (2) 総務主事 

   (3) 専攻科長，一般科目長，情報通信工学科長，電子工学科長，電子制御工学科長及び情報工学科長 

   (4) 図書館長，高度情報教育センター長，地域共同テクノセンター長，技術センター長，学生相談室長及び企

画室長 

    (5) 教務主事補，学生主事補，寮務主事補，総務主事補，専攻主任，高度情報教 育センター長補，地域共同

テクノセンター長補及び技術センター長補 

    (6) 学年主任 

    (7) 学級担任 

    (8) 学生会顧問 
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（資料 11－１－①－２） 熊本電波工業高等専門学校内部組織規則  (続き)    2/2 

第４章 校務分掌 

   （主事） 

第６条 教務主事，学生主事及び寮務主事の職務は，次のとおりとする。 

    (1) 教務主事 

      ア 教育計画及び教育課程編成の立案並びに実施に関すること。 

      イ 入学，退学，休学，進級及び卒業の判定等に関すること。 

      ウ 指導要録に関すること。 

      工 教員の研修に関すること。 

    (2) 学生主事 

      ア 学生の補導，厚生及び課外教育に関すること。 

    イ 学生の個人相談及び集団指導に関すること。 

      ウ 学生の規律の保持及び事故の処理並びに保健指導に関すること。 

    (3) 寮務主事 

     ア 寮生の補導及び厚生に関すること。 

      イ 寮生の個人相談及び集団指導に関すること。 

     ウ 寮生の規律の保持及び事故の処理並びに保健指導に関すること。 

  ２ 総務主事の職務は，次のとおりとする。 

   (1) 広報及び情報公開に関すること。 

     (2) 研究推進に関すること。 

     (3) 国際交流及び地域連携事業に関すること。 

     (4) 安全衛生に関すること。 

     (5) スペース・コラボレーション・システム事業の運営に関すること。 

     (6) その他前項に掲げる主事の職務に属しない事項に関すること。  

（中略） 

     （役職教員等の命免） 

第２１条 総務主事，専攻科長，学科長，図書館長，高度情報教育センター長，地域共同テクノセンター長，学生

相談室長，企画室長，主事補，高度情報教育センター長補，地域共同テクノセンター長補，専攻主任，学年主任，

学級担任及び学生会顧問は，校長が命免する。 

     ２ 専攻科長，学科長，主事補，高度情報教育センター長補，専攻主任，学年主任，学級担任及び学生会顧

問の任期は１年とする。ただし，再任を妨げない。 

     ３ 総務主事，図書館長，高度情報教育センター長，地域共同テクノセンター長，学生相談室長，企画室長

及び地域共同テクノセンター長補の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。 

    ４ 前２項の各職に欠員を生じた場合の後任者の任期は，前任者の残余の期間とする。 
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（資料 11－１－①－３）  熊本電波工業高等専門学校運営会議規則              1/2 

 

熊本電波工業高等専門学校運営会議規則 

      （設置） 

     第１条 熊本電波工業高等専門学校（以下「本校」という。）に，熊本電波工業高等 

      専門学校運営会議（以下「運営会議」という。）を置く。 

      （審議事項） 

     第２条 運営会議は，校長の諮問に応じて，次の各号に掲げる事項について審議する。 

     (1) 教育研究上の目的を達成するための基本的な計画に関する事項 

      (2) 学則その他重要な規則の制定改廃に関する事項 

      (3) 予算概算の方針に関する事項   (4) 学生の定員に関する事項 

      (5) 組織及び学校運営等に関する事項  (6) 学科その他重要な施設の設置改廃に関する事項 

   (7) 人事の方針に関する事項     (8) 教育課程の編成に関する事項 

   (9) 学生の賞罰に関する事項    (10) 学生の厚生補導に関する事項 

      (11) 学生の入学，退学，転学，留学又は休学に関する事項 

   (12) 進級及び卒業に関する事項   (13) 教育研究活動等の状況について本学が行う評価に関する事項

      (14) その他本校の管理運営に関する重要な事項 

      （組織） 

     第３条 運営会議は，次の各号に掲げる者をもって組織する。 

      (1) 校 長      (2) 各主事      (3) 専攻科長      (4) 各学科長      (5) 図書館長 

      (6) 高度情報教育センター長      (7) 地域共同テクノセンター長 

   (8) 常任委員会委員長       (9) 事務部長      (10) 各課長 

      （会議の招集及び議長） 

     第４条 校長は，運営会議を招集し，その議長となる。 

     ２ 議長に事故あるときは，議長があらかじめ指名した者がその職務を代行する。 

       （会議） 

     第５条 運営会議は，原則として月１回開催するものとする。ただし，緊急の必要が 

    あるときは，臨時に開催することができる。  

     ２ 校長は，提出議案を原則として３日前（緊急の場合は前日）までに，運営会議構 

    成員に通知する。 

      （議案の提出） 

     第６条 議案は，原則として校長が提案する。  

     ２ 第８条第１項に定める常任委員会又は特別委員会の委員長は，審議事項について， 

    当該委員会の議決により運営会議に提案することができる。ただし，提案の理由を 

    付し，開催予定日の７日前までに校長に提出しなければならない。 

   ３ 運営会議の構成員は，議案を運営会議に提案することができる。この場合，２名 

    以上の賛同者（運営会議の構成員に限る）の連署を必要とし，その理由を付し，開 

    催予定日の５日前までに校長に提出しなければならない。 
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（資料 11－１－①－３）  熊本電波工業高等専門学校運営会議規則 (続き)    2/2 

 

      （構成員以外の者の出席） 

     第７条 議長は，必要と認めるときは，運営会議に構成員以外の者の出席を求め，意 

      見を聴くことができる。 

 

      （委員会の設置等） 

     第８条 運営会議の審議事項をさらに専門的に審議するため，運営会議に常任委員会 

    及び特別委員会を置き，必要な事項を付託する。  

     ２ 常任委員会は本校の恒久的課題を，特別委員会は運営会議が特に必要があると認 

    めた案件及び常任委員会の所管に属さない特別の課題を審議する。 

   ３ 常任委員会においては，運営会議から付託を受けた事項を審議し，又はその所管 

    事項について自ら調査，審議する。 

   ４ 特別委員会の設置及び廃止は，運営会議が定める。 

   ５ 常任委員会及び特別委員会について必要な事項は，別に定める。 

     

      （事務） 

     第９条 運営会議に関する事務は，庶務課庶務係において処理する。    
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（資料 11－１－①－４）  熊本電波工業高等専門学校常任委員会及び特別委員会規則  1/2 

 

熊本電波工業高等専門学校常任委員会及び特別委員会規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は，熊本電波工業高等専門学校運営会議規則第８条第５項に基づき，熊本電波工業高等専門学校

常任委員会（以下「常任委員会」という。）及び熊本電波工業高等専門学校特別委員会（以下「特別委員会」とい

う。）の組織及び運営について必要な事項を定める。 

 （委員会の種類等）  

第２条 常任委員会は，次のとおりとする。 

 (1) 将来計画委員会 (2) 評価委員会    (3) 広報・情報公開委員会 

 (4) 研究推進委員会 (5) 国際交流・地域連携委員会  (6) 人事委員会 

 (7) 人権委員会  (8)  安全衛生委員会   (9) 財務委員会 

 (10) 入学者選抜委員会 (11) 教務委員会   (12) ＦＤ推進委員会 

 (13) 学生委員会  (14) 進路対策委員会   (15) 寮務委員会 

 (16) 専攻科委員会  (17) 専攻科入学者選抜委員会  (18) 外部評価機関対応委員会 

２ 特別委員会は，運営会議の付託を受けその都度設置する。 

 （審議事項） 

第３条 常任委員会は，別表に掲げる事項を調査，審議する。 

 （委員会の構成）  

第４条 常任委員会の委員は，校長が任命する。 

２ 常任委員会の委員は，別表のとおりとする。 

３ 特別委員会の構成は，その都度運営会議で定めるものとする。 

  （委員の任期） 

第５条 常任委員会の委員の任期は，校長及び主事を除き２年とし，再任を妨げない。ただし，欠員を生じた場合

の後任の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 特別委員会の委員の任期は，運営会議から付託された案件が運営会議において議決されるまでの間とする。 

 （委員長） 

第６条 常任委員会及び特別委員会に委員長を置く。 

２ 常任委員会の委員長は別表のとおりとする。 

３ 特別委員会の委員長は，委員の互選により定める。 

４ 委員長は，委員会を招集し，議長となる。 

５ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長に指名された者が職務を代行する。 
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（資料 11－１－①－４）熊本電波工業高等専門学校常任委員会及び特別委員会規則  (続き) 2/2 

 

 （定足数及び議決数） 

第７条 常任委員会は，構成員（公務出張を命ぜられた者，休職及び停職中の者を除く。）の２分の１以上の出席

がなければ，議事を開くことができない。 

２ 常任委員会の議事は，出席者の過半数で決し，可否同数の場合は，議長の決するところによる。 

３ 特別委員会の定足数及び議決数は，前２項を準用する。 

 （委員以外の者の出席） 

第８条 常任委員会及び特別委員会の委員長が必要と認めたときは，委員以外の者（本校以外の者を含む。）の出

席を求め，意見を聴くことができる。 

 （運営会議への報告） 

第９条 常任委員会及び特別委員会の委員長は，委員会の審議の経過及び結果を運営会議に報告しなければならな

い。運営会議から中間報告を求められた場合も同様とする。 

 （小委員会の設置） 

第１０条 常任委員会及び特別委員会は，所管に係る専門事項を調査，検討するために小委員会を置くことができ

る。 

 （委員会の事務） 

第１１条 常任委員会の事務は，別表のとおりとし，特別委員会の事務はその都度定める。 

 （雑則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか，常任委員会及び特別委員会で必要な事項は，それぞれの委員会で定める

ものとする。 

   附 則 

１ この規則は，平成１６年４月１日から施行する。ただし，第２条に定める常任委員会中，「将来計画委員

会」，「評価委員会」，「国際交流・地域連携委員会」，「人事委員会」，「財務委員会」については，平成１５

年１０月１日から設置する。 

２ この規則の施行後最初に任命される半数の委員の任期は，第４条第１項の規定にかかわらず，平成１７年３月

３１日までとする。 

３ 次の規則等は，廃止する。   

 （以下省略） 
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観点11－１－②： 管理運営に関する各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担し，効果的に活

動しているか。 

（観点に係る状況）  

本校の管理運営に当たっては，校長の下に，教務，学生，寮務及び総務（学内措置）の各主事や

センター等の長などの役職教員を配置している。役職教員の職務については，「熊本電波工業高等

専門学校内部組織規則」（前出資料11－１－①－２）により規定されている。管理運営に関する会

議も同規則に規定されており，さらに「熊本電波工業高等専門学校常任委員会及び特別委員会規

則」（前出資料11－１－①－４）に基づき，委員会の審議事項が細分化され，各主事やセンター等

の長を委員長として活動している。各委員会での決定事項は，学校の運営に関する問題は運営会議

で審議のうえ了承を得た場合は実施される。またそれ以外の簡易な事項については，同会議へ報告

される。 

また，それらの委員会をサポートするため，委員会は事務担当課が明記されており，委員として

事務部長や事務担当の課長が参加している。 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の管理運営については，規則に明記され，各委員会等で審議され，運営会議で了承を得て実

施される。各種委員会には，事務職員も参画しており，効果的に活動しているといえる。 

 

観点11－１－③： 管理運営の諸規定が整備されているか。 

（観点に係る状況）  

本校の管理運営については，「熊本電波工業高等専門学校学則」（前出資料11－１－①－１）第

９条から第１１条で主事，事務部及び内部組織について規定している。また，「熊本電波工業高等

専門学校内部組織規則」では会議，学科等，役職教員等や役職教員の校務分掌について規定してお

り，事務系職員については，「熊本電波工業高等専門学校事務組織規則」及び「熊本電波工業高等

専門学校事務分掌規程」で各課の業務を規定している。 

また，熊本電波工業高等専門学校運営会議規則第２条（前出資料11－１－①－３）に審議事項を

規定しており，第８条で，運営会議の審議事項をさらに専門的に審議するために常任委員会及び特

別委員会を置くことが規定されている。「熊本電波工業高等専門学校常任委員会及び特別委員会規

則」では，各種の委員会の種類，審議事項，構成及び事務担当課が明確に規定されている。 

（分析結果とその根拠理由）  

 学則を初めとする諸規定において，管理運営に必要な各規定を定めている。また，校長を始めとす

る，教員の校務分掌および事務職員の事務分掌についても定めている。 

 

観点11－２－①： 外部有識者の意見が適切な形で管理運営に反映されているか。 

（観点に係る状況） 

 外部有識者を委員とした運営諮問会議が組織されており，年1回の会合で意見を聴取し管理運営

に反映している（資料１１－２－①－１）。（資料１１－２－①－２）に諮問内容の例を示す。 

（分析結果とその根拠理由）  

 外部有識者による，本校の教育研究活動等の状況について，評価及び助言等の提言を行い，本校

での自己点検・評価に関する活動を支援する会議が年１回開催されており，学校運営に対する意見

を聴取している。 
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（資料１１－２－①－１）熊本電波工業高等専門学校運営諮問会議規則【出典：本校規則集】 
 

熊本電波工業高等専門学校運営諮問会議規則 
                                               平成１６年１２月２２日 
                                                 制         定 
 （設置） 
第１条 熊本電波工業高等専門学校（以下「本校」という。）に本校以外の有識者による熊本電波工業高等専門学

校運営諮問会議（以下「運営諮問会議」という。）を置く。 
 （目的） 
第２条 運営諮問会議は，本校の教育研究活動等の状況について，評価及び助言等の提言を行い，本校での自己点

検・評価に関する活動を支援することを目的とする。 
 （任務） 
第３条 運営諮問会議は，次の各号に掲げる事項について，校長の諮問に応じて外部評価を実施するものとする。 
 (1) 本校の教育研究上の目的を達成するための基本的な計画に関する事項 
 (2) 本校の教育研究活動等の状況について本校が行う自己点検・評価に関する事項 
 (3)  その他本校の運営に関する事項 
 （組織） 
第４条 運営諮問会議は，本校の職員以外の者で次の各号に掲げる委員若干名をもって組織する。 
 (1)  大学又は高等専門学校等の教育研究機関の教員等 
 (2) 産業・経済界の関係者 
 (3) 本校の所在する地域の関係者 
 (4) 本校を卒業又は修了した者 
 (5) その他高等専門学校に関して広くかつ高い識見を有する者 
 （委嘱） 
第５条 委員は，校長が委嘱する。 
 （任期） 
第６条 委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。 
２ 前項の委員に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 
 （会長） 
第７条 運営諮問会議に，会長を置き，校長が指名する。 
２ 前項の会長に支障があるときは，校長が指名する委員がその職務を代行する。 
 （運営） 
第８条 運営諮問会議は，校長が召集し，会長がその議長となる。 
 （意見の聴取） 
第９条 会長が必要と認めたときは，委員以外の者を前条の会議に出席させ，意見を聴取 することができる。 
 （事務） 
第１０条 運営諮問会議の事務は，庶務課において処理する。 
 （雑則） 
第１１条 この規則に定めるもののほか，運営諮問会議の運営に関し必要な事項は，校長 が別に定める。 
 
   附 則 
１ この規則は，平成１６年１２月２２日から施行する。 
２ この規則施行後 初に委嘱される第４条の委員の任期は，第６条の規定にかかわらず，平成１９年３月３１日

までとする。 
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（資料１１－２－①－２） 熊本電波工業高等専門学校運営諮問会議委員 

 

熊本電波工業高等専門学校運営諮問会議委員名簿（平成16年度） 

氏    名 所   属   職   名 

―――――――  東京エレクトロン九州株式会社 代表取締役社長 

―――――――  財団法人くまもとテクノ産業財団 専務理事 

―――――――  西合志町長 

―――――――  八代工業高等専門学校長 

―――――――  熊本県商工観光労働部長 

―――――――  西合志中学校長 

―――――――  熊本大学工学部長 

―――――――  株式会社 テレビ熊本 常務取締役 

―――――――  崇城大学長 

―――――――  平田機工株式会社 代表取締役社長 

―――――――  熊本電波工業高等専門学校 同窓会長 

 （五十音順，敬称略） 

 

熊本電波工業高等専門学校運営諮問会議委員名簿（平成17年度） 

氏    名 所   属   職   名 

―――――――  東京エレクトロン九州株式会社 代表取締役社長 

―――――――  西合志町長 

―――――――  熊本県商工観光労働部長 

―――――――  熊本大学工学部長 

―――――――  株式会社 テレビ熊本 顧問（非常勤） 

―――――――  崇城大学長 

―――――――  平田機工株式会社 会長 

―――――――  八代工業高等専門学校長 

―――――――  熊本電波工業高等専門学校 同窓会長 

―――――――  西合志中学校長 

 （五十音順，敬称略） 



熊本電波工業高等専門学校 基準11 

 - 306 - 

 

（資料１１－２－①－２）運営諮問会議議事内容の例 1/2【出典：第1回運営諮問会議議事録】 

 
１．日   時 平成 17 年 3 月 7 日（月） 13 時～15 時 
２．場   所 熊本電波工業高等専門学校 会議室 
３．出 席 者 

・運営諮問会議委員（五十音順） 
――――――― （東京エレクトロン九州（株）代表取締社長） 
――――――― （(財)熊本テクノ産業財団専務理事） 
――――――― （西合志町長） 
――――――― （八代工業高等専門学校校長） 
――――――― （西合志中学校校長） 
――――――― （熊本大学工学部長） 
――――――― （(株)テレビ熊本常務取締役） 
――――――― （崇城大学長） 
――――――― （平田機工（株）代表取締役社長） 
――――――― （熊本県商工観光労働部次長） 
   （――――――― 熊本県商工観光労働部長の代理） 

・本校関係者 
江 端 正 直 （校長）        原   憲 昭 （教務主事）      
田 畑   亨 （学生主事）   堤   一 男 （寮務主事） 
三 好 正 純 （総務主事）   古 賀 廣 昭 （専攻科長） 
井 上 博 視 （一般科長）   下 塩 義 文 （情報通信工学科長） 
下 田 道 成 （電子工学科長）  松 本   勉 （電子制御工学科長） 
神 田 一 伸 （情報工学科長）  川 野 富 昭 （図書館長） 
大 山 英 典 （地域共同テクノセンター長） 田 辺 正 実 （高度情報教育センター長） 
大 塚 弘 文 （ＦＤ推進委員会委員長） 山 代 文 雄 （事務部長） 
仲 地 善 則 （庶務課長）   長 野 尊 介 （会計課長） 
潮 田 尚 次 （学生課長） 
 

４．議 事 等 
 一 開   会 
    庶務課長の司会により開会した。 
 二 校 長 挨 拶 
    校長から挨拶を行った。 
 三 委員及び学校関係者紹介 
    司会から委員及び学校関係者を紹介した。 
 四 委員長選出 
    校長から，運営諮問会議規則第 7 条に基づき会長に熊本大学工学部長の谷口功委員を会長に指名した。
 五 議   事 
   ①「高専制度と熊本電波高専の概要」  
     別紙資料Ｐ ～ に基づき校長から次の事項について説明した。 

イ． 本校の概要 
ロ． 高等専門学校の目的と使命 
ハ． 独立行政法人国立高等専門学校機構の目的及び業務の範囲等 
ニ． 本校の教育理念，教育目標 
ホ． 本校の特徴及び進路の状況 
ヘ． 本校の組織について 
ト． 本校の収入支出について 
チ． 本校の中期目標・計画について 

   ②「高専教育の改善について」－JABEE に対する本校の取組みについて－ 
     別紙資料Ｐ ～ に基づき下塩 JABEE 対応委員長から次の事項について説明した。 

イ． JABEE とは何か 
ロ． 本校の JABEE への対応 
ハ． 本校の JABEE 対応教育プログラム 
ニ． 学習・教育目標を達成するために 

   ③「地域連携の取組みについて」 
     別紙資料Ｐ ～ に基づき三好総務主事から次の事項について説明した。 

イ． 高専における地域連携の社会的背景 
ロ． 本校の地域連携組織 
ハ． 熊本電波高専地域振興会 

 
   上記①～③の説明に対して，次のような質疑応答があった 
     
    委員 英語の講義は何コマあるのでしょうか。また，技術的な教育を・・・，以下省略 
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（資料１１－２－①－２）運営諮問会議議事内容の例 2/2【出典：第2回運営諮問会議議事録】

 
１．日   時 平成 17 年９月５日（月） 13 時～15 時 
２．場   所 熊本電波工業高等専門学校 会議室 
３．出 席 者 

・運営諮問会議委員（五十音順） 
――――――― （東京エレクトロン九州（株）代表取締社長） 
――――――― （西合志町長） 
――――――― （熊本大学工学部長） 
――――――― （(株)テレビ熊本常務取締役） 
――――――― （崇城大学長） 
――――――― （平田機工（株）代表取締役社長） 
――――――― （八代工業高等専門学校校長） 
――――――― （熊本電波工業高等専門学校同窓会長） 
――――――― （西合志中学校校長） 
――――――― （熊本県商工観光労働部次長） 
   （――――――― 熊本県商工観光労働部長の代理） 

 
・本校関係者 

江 端 正 直 （校長）     田 畑   亨 （教務主事） 
遠 山   徹 （学生主事）   堤   一 男 （寮務主事） 
三 好 正 純 （総務主事）   古 賀 廣 昭 （専攻科長） 
古 江 研 也 （一般科長）   下 塩 義 文 （情報通信工学科長） 
下 田 道 成 （電子工学科長）  松 本   勉 （電子制御工学科長） 
神 田 一 伸 （情報工学科長）  原   憲 昭 （図書館長） 
大 山 英 典 （地域共同テクノセンター長） 田 辺 正 実 （高度情報教育センター長） 
山 本 芳 一 （技術センター長）  八 田 茂 樹 （人権委員会委員長） 
大 塚 弘 文 （ＦＤ推進委員会委員長） 山 代 文 雄 （事務部長） 
仲 地 善 則 （庶務課長）   長 野 尊 介 （会計課長） 
潮 田 尚 次 （学生課長） 

 
４．議 事 等 
 一 開   会  庶務課長の司会により開会した。 
 二 校 長 挨 拶  校長から挨拶を行った。 
 三 委員及び学校関係者紹介 司会から委員及び学校関係者を紹介した。 
 四 委員長選出 
    校長から，運営諮問会議規則第 7 条に基づき議長に熊本大学工学部長の谷口功委員を指名した。 
 五 議   事 
   ①「熊本電波高専の現状と課題」  
     別紙資料Ｐ ～ に基づき校長から次の事項について説明した。 

イ．独立行政法人になって変わったこと 
ロ．本校の課題 

ⅰ.学生の学力の低下 
ⅱ.新単位の問題 

   ②「教育の現状とＩＴを利用した教育改善の試み」 
     別紙資料Ｐ ～ に基づき田畑教務主事から次の事項について説明した。 

イ．高専の教育制度と教育課程  ロ．学生の授業評価アンケート分析 
ハ．英語教育の現状と展開   ニ．教員の授業，教材に関するアンケート分析 
ホ．WebClass（学習支援システム）の導入 ヘ．K システム（学生指導システム）の導入 
ト．教育改善のための今後の課題 

   ③「研究活動の現状と課題」 
     別紙資料Ｐ ～ に基づき三好総務主事から次の事項について説明した。 

イ．高専における研究の位置づけ  ロ．本校の研究体制 
ハ．研究活動の状況    ニ．研究費の財源 

 六 施設見学 
   地域共同テクノセンター 
    第２研究室 
    第３研究室 
   半導体デバイス製作室 
 
 上記①～③の議事の説明及び施設見学に対し，次のような質疑応答があった 
     
    委員 1 単位４５時間というのは，すでにやっているのか。 
      ・・・ 
     以下，省略 
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観点11－３－①： 自己点検・評価（や第三者評価）が高等専門学校の活動の総合的な状況に対し

て行われ，かつ，それらの評価結果が公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  

自己点検・評価報告書は各委員会，学科等で年度末に作成され，評価委員会へ提出される（資料

11－３－①－１）。評価委員会では，次年度に報告書を精査し，結果を運営会議へ報告する。この

自己点検・評価報告書を，3年分づつまとめて，「熊本電波高専の現状と課題」として，3年に一度

の割合で，印刷物として発行している。現在まで，平成5，9，12，15年に発行されている（資料11

－３－①－２の(2),(6),(9)）。平成15年版の目次の一部を（資料11－３－①－３）に示す。印刷

物として発行しない年は，ホームページに公開している（資料11－３－①－２の(13)）。平成18年

度からは，毎年ホームページで公表する予定である。外部評価報告書「熊本電波高専の更なる発展

を目指して」も平成13年に発行している（資料11－３－①－２の(11)）。また，毎年開催される運

営諮問会議の報告書も発行している（資料11－３－①－４）。 

（分析結果とその根拠理由）  

 毎年，定期的に自己点検・評価が行われ，その結果は公表されている。第3者による評価も毎年実

施されており，その報告書も公表されている。 

 

 

（資料11－３－①－１）自己点検報告書書式 
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（資料11－３－①－２）自己点検報告書のホームページでの公開 

【出典：本校公式ホームページ http://www.knct.ac.jp/management/tenken.html】 

 



熊本電波工業高等専門学校 基準11 

 - 310 - 
 

（資料11－３－①－３）自己点検報告書の例  【出典：熊本電波高専の現状と課題（H15）】

 

（以下，省略） 
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（資料11－３－①－４）外部評価報告書の例  【出典：平成17年3月開催運営諮問会議報告書】
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観点11－３－②： 評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善に結

び付けられるようなシステムが整備され，有効に運営されているか。 

 

（観点に係る状況）  

（前出資料９－１－①－１）に示すような，自己点検評価の仕組みがある。各委員会，学科等の

組織で年度末に作成され，評価委員会へ提出された自己点検・評価報告書は，次年度における評価

委員会での精査を経て，運営会議へ報告される。運営会議は，その内容を検討し，校長が改善すべ

き事項について，各委員会，組織へ通知する（前出資料９－１－①－５）。そして，各委員会，組

織はその年度の後半に必要な改善を行い，次年度には改善されるようにする。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 自己点検の結果は，評価委員会を通じて運営会議へ提出され， 終的には校長の指示により，改

善の指示を出す仕組みが整備されている。また，その運営は実際に行われており，必要に応じ改善

が図られている。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

（優れた点）  

該当なし。 

（改善を要する点） 

該当なし。 

 

（３）基準11の自己評価の概要 

 校長，４主事，委員会等の役割を明確に定めており，学校の目的を達成するために，効果的な意

思決定が行える体制となっている。管理運営に関する各種委員会及び事務組織はその役割を規則に定

め，適切に役割を分担し，効果的な活動を実施している。管理運営に必要な諸規定を整備している。

外部有識者の意見は，運営諮問会議において年に一度聴取し，管理運営に適切に反映している。自己

点検・評価および運営諮問会議による第三者評価は，学校全体の活動に対して行われ，かつ，それら

の評価結果を印刷物やホームページで公表している。各種の評価結果が学校の目的達成のために，必

要な改善につながるようなフィードバックシステムができており，それらは十分有効に運営されてい

る。 
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Ⅳ 選択的評価事項に係る目的 

選択的評価事項Ａ【研究活動の状況」に係る目的 

 

（根拠） 

学校教育法第 70 条の２，国立高等専門学校機構法第３条および同第 12 条に基づき，高等専門学校

は専門の学芸を教授し高等教育の水準の向上と均衡ある発展を図るとともに，機構以外の者との連携

による教育研究活動が求められている。 

 

（目的） 

本校では，先端技術・実践的技術を教授するために必要な教員の資質・能力の維持・向上および学

生の教育に資することを目的として，各教員が個々の研究活動を実施すると共に，民間企業等との共

同研究等を実施している。 
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選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

（根拠） 

 国立高等専門学校機構法第 12 条に基づき，高等専門学校は学生以外の者に対する学習の機会を提

供することが求められている。 

 

（目的） 

本校では，本校がもつ人的・物的資源を地域社会へ還元することで，生涯学習や地域の人材教育に

貢献し，あわせて本校の学生の教育に役立てることを目的としている。 
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選択的評価事項Ａ 

研究活動の状況 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備さ

れ，機能しているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校の研究・地域連携体制を図Ａ－１－①－１に示す。研究活動では，研究推進委員会（資料Ａ

－１－①－１）と地域共同テクノセンター（資料Ａ－１－①－２）を設置し，外部支援組織として

熊本電波高専地域振興会（資料Ａ－１－①－３）がある。研究推進委員会は教職員の学術研究・

教育研究を支援し成果を研究紀要にまとめ公表している。地域共同テクノセンターには7つの研究

部(平成18年度から6つに統合)があり，各研究部では教員の資質・能力の維持・向上のための研究

業務（資料Ａ－１－①－４）および地域企業との共同研究・受託研究等を実施している。その他，

重点化研究・特別研究に対する研究助成制度（資料Ａ－１－①－５・資料Ａ－１－①－６）や教育

研究奨励基金運用規則（資料Ａ－１－①－７）を設けて研究活動を促進している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

研究推進委員会および地域共同テクノセンターを中心とした研究体制が整備されている。また，

熊本電波高専地域振興会による地域連携，重点化研究・特別研究などの研究助成制度，教育研究奨

励基金の運用など，研究支援体制も整備されている。 

 

図Ａ－１－①－１ 本校の研究・地域連携体制 

 

 

 

地域共同テクノセンター

研究組織

研究推進委員会
国際交流・地域連携委員会

委員会

熊本電波高専地域振興会

支援

教職員

・共同研究
・受託研究
・学術論文
・成果報告会

・教材研究
・研究紀要
・教育論文
・公開講座

など

地域共同テクノセンター

研究組織

研究推進委員会
国際交流・地域連携委員会

委員会

熊本電波高専地域振興会

支援

教職員

・共同研究
・受託研究
・学術論文
・成果報告会

・教材研究
・研究紀要
・教育論文
・公開講座

など
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（資料Ａ－１－①－１）             【出典：常任委員会及び特別委員会規則】 

研究推進委員会の審議事項・構成（抜粋） 

（資料Ａ－１－①－２）地域共同テクノセンターの目的【出典：地域共同テクノセンター規程】 
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（資料Ａ－１－①－３） 熊本電波高専地域振興会  【出典：産官学連携パンフレット】 

（資料Ａ－１－①－４）  地域共同テクノセンターの研究関連業務 

 

１．研究部は次の 3 項目のうち２つ以上を毎年度実施する。 

①１編以上の学術論文または１編以上の国際学会論文の掲載 

②１件以上の民間等との共同研究または受託研究の実施 

③１回以上の学外向け研究会またはセミナーの開催 

 

２．毎年度発行の「地域共同テクノセンター報告書」に次の内容の活動報告を行う。 

①当該年度の成果概要 

②次年度の研究計画 

③成果一覧（学術論文／国際学会論文、口頭発表、取得特許 等） 
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（資料Ａ－１－①－５） 重点化研究について     【出典：重点化研究募集要項】 
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（資料Ａ－１－①－６） 特別研究について       【出典：特別研究募集要項】 
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（資料Ａ－１－①－７）教育研究奨励基金事業（抜粋）【出典：教育研究奨励基金事業運用規則】 
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観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

 

（観点に係る状況）  

先端技術・実践的技術の教授能力を維持・向上するには研究成果の発表，企業との共同研究，

研究の継続的活動等が重要と考える。資料Ａ－１－②－１～３は，過去5年間の教員・学生の研究

発表（研究紀要掲載の論文，学会誌等校外活動の論文，国際会議論文，講演会等発表ほか）の件

数，民間企業との共同研究・受託研究の受入件数および科学研究費補助金の申請・採択数である。

また，これまでの重点化研究および特別研究の新規採択状況を資料Ａ－１－②－４に示す。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教員の研究発表は平均して一人あたり２～３件であり，学生の研究発表も多い。学生の研究発

表は教員指導によるものであり，教育に資する研究活動の成果といえる。また，共同研究・受託

研究の受け入れは，件数として特に多くはないが，着実に実施されており，近年の共同研究の増

加は著しい。また，科学研究費補助金への申請を毎年教員の70％程度が行っていることから，研

究活動が継続的に実施されていると考える。 

 

 

 

（資料Ａ－１－②－１）  過去5年間の教員の研究発表等件数 

年度 研究紀要 校外論文 国際会議 講演発表 著書 特許等 

平13 4 25 47 90 0 2 

 14 5 31 53 120 2 4 

 15 7 29 55 97 0 3 

 16 12 26 41 91 1 2 

 17 10 24 41 104 3 2 

（資料Ａ－１－②－２）  過去 5年間の学生の研究発表等件数 

年度 校外発表論文 国際会議 講演発表 
電子情報系高専 

フォーラム 

平13 0 9 33 ― 

 14 5 11 34 9 

 15 1 8 26 13 

 16 4 2 28 11 

 17 3 7 28 14 
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（資料Ａ－１－②－４） 重点化研究・特別研究の新規採択状況 

（申請なし）１７

松本 勉・個人適合型生活支援システム構築技術に関する研究１６

古賀広昭

大山英典

・ヒューマン情報技術に関する研究

・高機能環境材料とデバイスに関する研究
平１５

代表者研究課題年度

（申請なし）１７

松本 勉・個人適合型生活支援システム構築技術に関する研究１６

古賀広昭

大山英典

・ヒューマン情報技術に関する研究

・高機能環境材料とデバイスに関する研究
平１５

代表者研究課題年度

（重点化研究）

柴里弘毅
・手で形を感じよう－好感が持てる文字の書き方支援システ
ムの開発－

１７

重田 出
・高温超伝導体／強磁性体トンネル接合におけるアンドレー
エフ束縛状態に関する研究

１６

松田豊稔

江口 啓

・ナノ周期構造における光学機能とその光デバイスへの応用

・スイッチトキャパシタ電源回路の研究
平１５

代表者研究課題年度

柴里弘毅
・手で形を感じよう－好感が持てる文字の書き方支援システ
ムの開発－

１７

重田 出
・高温超伝導体／強磁性体トンネル接合におけるアンドレー
エフ束縛状態に関する研究

１６

松田豊稔

江口 啓

・ナノ周期構造における光学機能とその光デバイスへの応用

・スイッチトキャパシタ電源回路の研究
平１５

代表者研究課題年度

（特別研究）

 

（資料Ａ－１－②－３） 過去5年間の共同・受託研究、科学研究費補助金申請・採択の件数 

 

年度 共同研究 受託研究件数 科研費申請 科研費採択 

平13 4 2 48 10 

 14 3 3 42 7 

 15 6 3 47 9 

 16 10 2 43 12 

 17 11 3 45 11 
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観点Ａ－１－③：  研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備

され，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 研究活動の実施状況は，研究推進委員会（前出資料Ａ－１－①－１）で把握・点検される。研究

推進委員会の委員は，地域共同テクノセンター長および各学科代表の教員で構成されており，各部

署の活動状況を把握している。地域共同テクノセンターは活動報告書（前出資料９－１－①－

９）を年１回発行し公表しており，研究推進委員会は活動の現状を自己点検して評価委員会へ報

告する。評価委員会による意見（資料Ａ－１－③－１）は研究推進委員会へフィードバックされる

とともに，総合点検・評価・改善サイクル（前出資料9-1-①-1の下半分）で検討され，必要に応じ

て改善策が講じられる（資料Ａ－１－③－２）。また，第三者評価として外部の有識者で構成する

運営諮問会議で，適宜，研究活動の現状を報告し意見を聴取する（前出資料９－１－③－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 研究推進委員会の委員が地域共同テクノセンター長および各学科代表教員で構成され，各委員が

それぞれの部署の実施状況や問題点を把握するしくみがある。また，改善を図る体制として，研究

推進委員会による自己点検が評価委員会で評価され，総合点検・評価・改善サイクルによって改善

がなされている。さらに，運営諮問会議のよる第三者評価も適宜なされており，改善を図っていく

ための体制が十分に整備され，機能していると考える。 

 

 

（資料Ａ－１－③－１）            【出典：平成１６年度自己点検・評価報告】

研究推進委員会の自己点検報告に対する評価委員の意見等記述（一例） 
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（資料Ａ－１－③－２） 学生教育に係る教育研究の奨励に関する改善の一例 

【出典：教育研究助成の案内（平成１７年度から FD 推進委員会で実施）】
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

該当なし。 

 

（改善を要する点） 

該当なし。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

本校では，先端技術・実践的技術を教授するために必要な教員の資質・能力の維持・向上および学

生の教育に資することを目的としており，そのために研究推進委員会および地域共同テクノセンター

を中心とした研究体制が整備されている。研究支援体制としては，熊本電波高専地域振興会による地

域連携，重点化研究・特別研究などの研究助成制度，教育研究奨励基金の運用などがある。また，各

教員は個々に研究活動を実施すると共に，民間企業等との共同研究等を実施している。活動の成果と

しては，教員一人あたり平均２～３件の研究発表を実施しており，学生の研究発表も多い。これらは，

教育に資する研究活動の成果といえる。また，共同研究・受託研究の受け入れも，着実に実施されて

おり，近年の共同研究も増加している。 

研究活動等の改善を図っていくための体制として，研究推進委員会があり，委員がそれぞれの部署

の実施状況や問題点を把握している。また，研究推進委員会による自己点検が評価委員会で評価され，

総合点検・評価・改善サイクルによって改善がなされている。さらに，第三者評価もなされており，

改善を図っていくための体制は十分に整備され，機能していると考える。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 教員は研究活動として，学術論文の執筆・国際会議での発表，共同研究などを実施しており，先

端技術および実践的技術を教授するために必要な資質・能力の維持・向上を図っている。その成果は，

基準９のＦＤ活動で述べたように，教科書の執筆や講義への反映，卒業研究・特別研究のテーマへの

導入が実施されており，目的を達成しているものと考える。
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選択的評価事項Ｂ 

 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学生

以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 公開講座や出前授業など，学生以外の者に対する教育サービスは，国際交流・地域連携委員会（資

料Ｂ－１－①－１）が，地域共同テクノセンターおよび熊本電波高専地域振興会（資料Ｂ－１－①－

２）と連携して年間計画を作成（資料Ｂ－１－①－３）し，効果的かつ計画的に実施している。また，

図書館は利用できる者の中に一般利用者を定め，図書館の一般開放および図書の貸出しを行っている

（資料Ｂ－１－①－４）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

公開講座の他各種教育サービスが地域共同テクノセンターおよび熊本電波高専地域振興会と連携し

て組織的かつ計画的に実施されていることから，良好である。 

 

 

（資料Ｂ－１－①－１） 国際交流・地域連携委員会の審議事項・構成（抜粋） 

                 【出典：常任委員会及び特別委員会規則】 
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（資料Ｂ－１－①－２）  熊本電波高専地域振興会の目的・事業等（抜粋） 

              【出典：熊本電波高専地域振興会会則】 
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（資料Ｂ－１－①－３） 平成 17 年度事業計画    【出典：平成 17 年 4 月教員会資料】 
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（資料Ｂ－１－①－４） 図書館の一般開放および図書貸出（抜粋）【出典：図書館利用規則】 
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観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっているか。

また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 平成17年度の公開講座ほか教育サービスの実施状況を（資料Ｂ－１－②－１，２）に示す。また，

教育（人材育成）事業における満足度等アンケート結果を（資料Ｂ－１－②－３，４）に示す。なお，

公開講座や出前授業などでは学生も補助員として参加しており，学生の教育にも役立てている。また，

改善のためのシステムとして，活動状況が年度末に国際交流・地域連携委員会で審議され，次年度の

計画に反映される。 近では，平成16年度に「おもしろサイエンスわくわく実験講座」，平成17年度

に「ＩＴ事業」が新規事業として加えられた（資料Ｂ－１－②－５）。また，図書館の一般利用者数

および図書貸出数は，平成16年度11名・4冊，平成17年度10名・15冊であった。一般利用者を含め図

書館の利用状況は図書委員会が把握し改善の検討がなされる。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 公開講座等の教育サービスは，実施件数および受講者の満足度等の結果から，良好と判断する。図

書館の一般利用者数が少ないが，本校が電子情報系に特化された高専であること及び自治体の図書館

が近隣にあることなどを考慮すると妥当に思われる。また，改善システムについては，平成16年度に

「おもしろサイエンスわくわく実験講座」，平成17年度に「ＩＴ事業」を新しく加えるなど，積極的

活動が図られており，機能していると判断する。 
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（資料Ｂ－１－②－１） 平成 17 年度事業実施状況（抜粋） 

 【出典：平成 18 年度熊本電波高専地域振興会総会資料】
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（資料Ｂ－１－②－３） 平成 17 年度教育（人材育成）事業実施結果 【出典：庶務課記録】 

（資料Ｂ－１－②－２） 平成 17 年度出前授業等実施状況      【出典：庶務課記録】 
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（資料Ｂ－１－②－４） 平成 17 年度公開講座実施結果【出典：平成 17 年 9 月運営会議資料】 

（資料Ｂ－１－②－５）次年度の事業審議（抜粋）【出典：国際交流・地域連携委員会議事録】 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

 

（優れた点）  

教育サービスが積極的に実施され受講者の満足度も高い。 

 

（改善を要する点） 

 該当なし。 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

本校では公開講座，出前授業，地域共同テクノセンターおよび熊本電波高専地域振興会が実施する

各種セミナー，図書館の一般開放などにより人的・物的資源を地域社会へ還元している。これらの活

動は国際交流・地域連携委員会が，年間計画を作成し，計画的に実施している。また，これらの活動

には学生も参加しており，本校の学生の教育に役立てられている。これらの活動は実施件数および受

講者の満足度等の結果から，良好と判断される。さらに，国際交流・地域連携委員会が活動状況を審

議し，新規事業を加えるなど，改善システムとして機能している。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 活動実績の例として，平成17年度には以下に示すようなさまざまな活動を実施しており，十分にそ

の目的を達成しているものと判断する。 

 

１．教育（人材育成） 

①「おもしろサイエンスわくわく実験講座」～サッカーロボット製作入門～ 

  小学4年～中学２年生まで20名参加。参加者全員が「また参加したい」と，満足度100％であった。

 ②「くまもとの湧き水と暮らし」 

  40代～70代の一般市民18名が参加。全員が来年も講座の実施を希望し，満足度100％であった。 

 ③公開講座 

  夏休み期間中に７講座を実施。小学生から60代まで135名が参加し，満足度96％であった。 

 ④ＩＴ講習会 

  小学１年生から70代の103名が参加し，満足度96％であった。 

２．地域との交流 

①中学校理科教材製作セミナー 

  菊池郡市の中学校教諭を20名が参加。 

 ②出前授業・体験講座 

  11講座を実施。 

３．産官学連携・交流 

専攻科生インターンシップ報告会，研究成果紹介，技術相談会を実施。産官学関係者95名が参加。 

４．電波高専生の育成 

企業説明会に17社が参加し，学生は365名が参加。 

 




